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中村学園大学・中村学園大学短期大学部

学長　甲　斐　　　諭

中村学園大学は、管理栄養士を養成する栄養科学部、小学校教諭・幼稚園教諭・保育士を養成する教

育学部、マーケティングやロジスティクスの専門職業人を養成する流通科学部の３学部からなり、同

短期大学部は、栄養士養成の食物栄養学科、幼稚園教諭・保育士養成の幼児保育学科、企業人養成の

キャリア開発学科の３学科からなる。

大学３学部は修士課程（栄養科学部は博士前期・後期課程）に連続し、さらに付属研究施設である健

康増進センター、発達支援センター、薬膳科学研究所、流通科学研究所との研究上の連携によって、保

健、食育、子育て支援等を通しての地域貢献や東アジア各大学との学術・研究者交流にも成果をあげ

ている。また、健康増進センターに併設された栄養クリニックは、特定健診・特定保健指導に関与す

る医療施設として地域住民の健康改善に貢献するとともに学生の学内臨地実習の場として、実践力の

ある管理栄養士育成に寄与している。

プロジェクト研究は、本学の高等教育機関としての集約的研究の高度化・活性化・個性化を図ると

ともに、若手研究者の研究活動能力の向上を図ることを目的として平成19年４月に発足した。研究期

間は、原則として２年間（委員会が必要と認めた場合には３年間）とし、学部・学科を基本としなが

ら、研究課題によっては学部・学科の枠を超えた研究班が編成されるほか、教養教育センター・情報

教育センター・教職教育センターに所属する教員による研究班の編成で実施される。プロジェクト研

究の実施により、各学部・学科教育の特徴に密接した研究の大綱がより一層明確化されるようになっ

たこと、科学研究費補助金の申請件数が増加したことなど、教育・研究の活性化がはかられている。

平成19年４月に開始し、平成21年３月に終了した研究成果（原則２年間）については、研究成果報告

書第１号として平成21年12月に刊行したところであるが、今般、平成21年４月に開始し、平成23年３

月に終了した研究成果を取りまとめ、第２号として刊行する次第である。各位のご高覧とご助言を賜

れば幸甚である。
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内臓脂肪蓄積を制御する食因子の臨床代謝科学的研究
―主としてカンキツ系色素の効果―

Studies on food factors regulating the accumulation of visceral fat
−Effects of pigments derived from Citrus fruits−

研究グループ代表者
古賀　信幸（KOGA NOBUYUKI）栄養科学部・教授

共同研究者
太田　英明（OHTA HIDEAKI）栄養科学部・教授
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研究成果の概要
 本研究では、内臓脂肪を効率よく削減できそうな食因子として、フラボノイド類とカロテノイド類に注目した。まず、
カンキツ果皮から、高ノビレチン（NBL）抽出物（乾燥粉末）を得ることができた。また、β-クリプトキサンチン（β-CRX）
強化飲料の調製にも成功した。次に、高 NBL抽出物を３％添加した飼料をラットに与えたところ、４週間後の肝トリグ
リセリド量が、対照群に比べて、有意に低い値を示した。さらに、β-CRX強化飲料を用いて、ヒト健常者（20代女性）の
糖質と脂質代謝に及ぼす影響を検討したところ、総コレステロール、LDLコレステロール、LDL/HDLコレステロール比、
ApoB および PAI-1は有意に低下したことから、β-CRX含有飲料は、成人女性の脂質代謝に好ましい影響を与えることが示
唆された。一方、ポリメトキシフラボノイド類のうち、3,5,6,7,8,3ʼ,4ʼ-ヘプタメトキシフラボン （HeptaMF）につき、実験動
物およびヒト肝ミクロゾームによる in vitro代謝を調べた。動物およびヒトのいずれでも、7-脱メチル化（OH）体が主代
謝物であり、6-OH体と4ʼ-OH体が続いた。なお、これらの代謝には CYP3Aと CYP1A酵素の関与が示唆された。

研 究 分 野：総合領域
キーワード： メタボリック症候群、内臓脂肪、カンキツ系色素、肝ミクロゾーム、ポリメトキシフラボン、ノビレチン、β-

クリプトキサンチン、heptamethoxyflavone

１．研究開始当初の背景

わが国では、平成20年度から、「特定健診」および「特
定保健指導｣ が開始された。これは、肥満、特に循環器
系の疾患を中心とした生活習慣病予備軍の早期発見と生
活指導による改善を目指したものである。次の４つの症
状（肥満、脂質異常症、高血圧および高血糖）のうち、
２つ以上の症状をもつ病態がメタボリック症候群（メタ
ボリックシンドローム）と診断されている。メタボリック

症候群は、体脂肪のうち、特に内臓脂肪（腹腔内の臓器
周辺に蓄積した脂肪）の量が過剰となり、脂質代謝とエ
ネルギー代謝に異常を来し、耐糖能異常や動脈硬化を介
して、糖尿病、脳血管疾患および虚血性疾患などを引き
起こす危険が高い病態をいう。近年、内臓脂肪は単に脂
肪を蓄積する器官ではなく、種々のホルモン（アディポ
サイトカインなど）を分泌する器官であることが明らか
となった。また、内臓脂肪が増加すると、動脈硬化や血
栓に関与する多くの因子が増大するとともに、逆に、動
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脈硬化などを防止するアディポネクチンは減少すること
が明らかにされた。以上のことから、内臓脂肪を効率よ
く削減すれば、メタボリック症候群の予防あるいは病態
の改善に寄与できると考えられる。そこで、本研究では、
食因子としてカンキツ系色素のうち、フラボノイド類と
カロテノイド類に注目し、以下の検討を行った。

２．研究目的

当研究班は、これまでにカンキツ系色素のポリメトキ
シフラボン類と β-クリプトキサンチン（β-CRX）が、脂肪
の低減に有効であることを明らかにした。そこで、本研
究ではこれらの成分の食品からの抽出条件を確立すると
ともに、ヒトに応用するための加工法の開発を行った。
次に、それを用いたヒトレベル（中年肥満者）での臨床
試験を行った。さらに、これらの色素成分の実験動物肝
とヒト肝での in vitro代謝を調べ、代謝産物および代謝酵
素を解析した。

３．研究実施計画・方法

（₁） カンキツ系色素（フラボノイド類およびカロテノイ
ド類）の高含有試料の調製
フラボノイド類として、ポリメトキフラボン類に焦点を
当てた。ノビレチン（NBL）髙含有試料は、シークワ
シャー（クガニ系統）の果汁残渣から生果皮のみを集め
て、粉砕し、調製した。この生果皮試料から交感神経作
動作用をもつシネフリンを除去しながら、NBLを高濃度
抽出する有機溶媒の選択を行った。また、より抽出効率
を高めるために、摩砕酵素（細胞壁分解酵素剤：セルロ
イシン HC100）を作用させた生果皮破砕試料から有機溶
媒による抽出を行った。これを濃縮した後デキストリン
を加え、乾燥した物を NBL髙含有試料とした。
カロテノイド類として、β-CRXに着目した。β-CRX髙

含有試料は、温州ミカン果汁の製造時において、最も
β-CRXが多い工程を調査し、この試料を利用して飲料を
調製した。

（₂）実験動物およびヒト肝ミクロゾームによるポリメト
キシフラボン類の代謝
本研究では、これまでの NBL代謝研究に引き続き、

NBLよりメトキシ基が１個多い 3,5,6,7,8,3ʼ,4ʼ-ヘプタメト
キシフラボン（HeptaMF）のラット、ハムスター、モル
モットおよびヒト肝ミクロゾーム（Ms）による代謝を調
べた。HeptaMFの生理活性については、小腸上皮細胞の
P糖蛋白質（薬物の細胞外への排出に関与）を強く阻害
することが報告されているにすぎないが、この生理活性
が親化合物によるのか、あるいは代謝物によるのかは興
味が持たれる。
そこで、HeptaMFの in vitro代謝を調べた。HeptaMF 

は、NADPHおよび動物肝Msあるいはヒト肝Msととも
に、37℃で20分間インキュベートした後、冷メタノール
で反応を停止し、遠心分離で得られた上清を HPLCに付
した。代謝物の定量には以下の HPLC条件を用いた。カ
ラム、Mightysil RP-18 GP （4.6×250mm、5μm粒径）；流
速、1ml/min；検出波長、340nm；移動相、20 ～ 60％ア
セトニトリル-0.1％ギ酸。なお、動物肝Msは、未処理お
よび P450誘導剤を３日間前処理した動物から常法によ
り調製した。P450誘導剤としてフェノバルビタール
（PB） 80mg/kg/dayおよび3-メチルコラントレン（MC）
20mg/kg/dayを用いた。また、ヒト肝Msは、BD-Gentest 

Biosciences社から購入した。

（₃）ラットおよびボランティアを用いた検討（β-CRX強
化飲料の検討）
NBL髙含有試料の動物試験は、４週齢雄のＳＤラット
を用いて、通常（コントロール）食群、３％ NBL髙含有
試料食群に分けた。コントロール食は、AIN-76組成に基
づき調製した飼料を、また、３％ NBL髙含有試料食は、
コントロール食に抽出物乾燥品を３％添加したもので、
４週間自由に摂食させた。その後、肝臓の中性脂肪（ト
リグリセリド）量を測定した。
一方、β-CRX強化飲料の検討は、本学倫理委員会によ

る審査・承認を受けた研究計画の説明会を実施後、参加
に同意した９名の健康な女性（年齢20歳～ 26歳）を被験
者とした。７日間のバランス食による予備摂食後、無作
為にコントロール群（Ｃ群）と介入群（β-CRX飲料群：
Ｍ群）の２群に分けた。介入群は β-CRX強化飲料を１本
（190gあたり11kcal、ビタミン C 36.5mg、β-CRX 3.2mg、
食物繊維1.4gを含有）、C群は水を同量、１日３回毎食前
に飲用した。バランス食は対象者の性・年齢・身体活動
に合わせたエネルギー量および栄養素量とし、実験期間
中は研究者により調理したメニューを１日３食提供し
た。実験期間の前後で身体状況、脂質代謝および糖質代
謝の指標を測定し比較した。

４．研究成果

（₁）カンキツ系色素（フラボノイド類およびカロテノイ
ド類）の高含有試料の調製
当研究班では、ポリメトキシフラボン類のうち、NBL

を、内臓脂肪蓄積に対する防御食因子として想定してい
る。また、温州ミカンに含まれるカロテノイド色素、
β-CRXも有望である。
そこで、まず、NBLに着目し、ヒトならびに実験動物

（肥満糖尿病系、中性脂肪蓄積系）において臨床栄養学的
な試験を行うため、カンキツ果皮から、NBLを高濃度で
効率よく抽出する方法、すなわち、抽出溶媒の検索を
行った。同時に、ヒトの心拍数と血圧の上昇作用を有す
る交感神経作動薬のシネフリンに関しても評価を行っ
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た。抽出溶媒としてはアルコール系溶媒（メタノールと
エタノール）およびその他の有機溶媒を用いて検討し、
Fig. 1に結果を示した。
シネフリンを低減させながら NBLを抽出する溶媒とし

ては、後処理工程で溶媒の残存が少ないアセトンが最も
好ましかった。しかしながら、安全性の面からエタノー
ルを用いることとした。あらかじめ細胞壁分解酵素剤
（セルロイシン HC100）で処理したシークワシャー果皮か
ら最適の抽出条件を検討し、NBL濃縮物を得た。これら
をサプリメント用粉末として利用できるように、NBL濃
縮物１部に対しデキストリン１部を加え、噴霧乾燥する
ことによって乾燥粉末を作製した。このNBL髙含有試料
（酵素処理後、エタノール抽出）の乾燥粉末品を、シーク
ワシャー抽出物として動物試験に供した。
また、カンキツ果皮抽出物には、NBL以外にも、ポリ
メトキシフラボン類のタンゲレチン（TNG）、および
HeptaMFが1 : 0.4 : 1の割合で含まれていることから、こ
れら３種の分離条件の検討を行った。その結果、以下の
HPLC条件で３種類は完全に分離することができた。カ
ラム、ODS-A（20×250mm、5μm粒径）；流速、4ml/min；
検出波長、280nm；移動相、アセトニトリル：0.1Mギ酸
（60 : 40）。なお、分離精製された各成分は、ヒトを含む動
物肝ミクロゾームによる代謝研究に用いた。
β-CRXはカンキツ搾汁中の不溶性パルプに多く存在す

るのが判明した。そこでパルプ含量を増加したところ、
β-CRX強化飲料の調製に成功した。同時に、糖濃度が上
がらないように甘味材を利用した飲料も試作した。以下、
これらの飲料をヒトボランティア用試験飲料とした。

（₂）実験動物およびヒト肝 Msによるポリメトキシフラ
ボン類の代謝
ポリメトキシフラボノイド類のうち、本研究では

HeptaMFにつき、実験動物およびヒト肝ミクロゾームに
よる in vitro代謝を調べ、NBLの結果と比較した。まず、
実験動物の肝ミクロゾームを用いたときの結果を Fig. 2
に示す。未処理Msでは、ラット７種類、ハムスター８
種類およびモルモット８種類の代謝物が生成され、主代
謝物はラットとモルモットでは M-2と M-3で、ハムス
ターではM-2だけであった。PB前処理Msの場合、ラッ
トではM-2とM-3が、またモルモットではM-3が未処理
の1.3 ～ 1.8倍に増加した。一方、MC前処理Msの場合、
ラット、モルモットおよびハムスターではM-2がそれぞ
れ未処理の3.0倍、2.1倍および1.4倍に増加した。また、
ラットとモルモットではM-5、M-6およびM-7が顕著に増
加したが、ハムスターではM-5のみが増加した。以上の
結果を、これまでに報告した NBLの代謝結果と考えあわ
せると、HeptaMFの肝での代謝には、P450分子種のうち
PB誘導性の CYP3AおよびMC誘導性の CYP1A酵素が
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Fig. 1 有機溶媒による果皮からのノビレチン、タンゲ
レチン、シネンセチンおよびシネフリンの抽出

Fig. 2  動物肝ミクロゾームによるHeptaMF代謝に及ぼ
すチトクロム P450誘導剤の影響

n.d.: not detected.
Values are the mean ± S.D. （vertical bar） of four animals.
* Significantly different from untreated animals （p<0.05）.
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強く関与していることが示唆された。
次に、主代謝物のM-2、M-3およびM-4の化学構造を
明らかにするため、まず LC-MSにより分子量を測定し
た。その結果、分子量418であることから、いずれも一脱
メチル化体であることが明らかになった。また、1H-NMR

による分析結果から、M-3とM-4は A環のメチル基が１
つ脱離した代謝物（7-OH体および6-OH体）、またM-2は
B環のメチル基が１つ脱離した代謝物（4ʼ-OH）体である
ことが示唆された（Table 1）。なお、M-5、M-6、M-7およ
びM-8は二脱メチル化体と考えられるが、現在検討中で
ある。
さらに、ヒト肝Ms （白人男女８名から個人別に調製さ
れたものを購入）による検討を加えた。その結果、８名
のヒト肝Msでは、４種類の代謝物が生成されたが、実験
動物と同様に7-OH体（M-3）が主代謝物であり、全体の
約86％を占めていた。4種類の代謝物の生成比はそれぞ
れ M-1：M-2（4ʼ-OH体）：M-3（7-OH体）：M-4（6-OH

体）＝0.4 : 1 : 11.9 : 0.5であった（Fig. 3）。代謝活性の個
人差は約10倍の大きさであったが、性差はほとんどみら
れなかった。このように、ヒト肝によるHeptaMF代謝は、
動物肝に比べ、代謝物の数は少ないが、その代謝パター
ンおよび代謝活性の強さを比較すると、ラットよりはハ

ムスターやモルモットに類似していた。

（₃）ラットおよびヒトボランティアを用いた検討
（1）で調製した高 NBL抽出物（酵素処理後、エタノー
ル抽出）の乾燥粉末品を用い、４週齢の正常 SDラット
を用いて脂質代謝に及ぼす影響を調べた。通常食（コン
トロール群）に抽出物乾燥品を３％添加した飼料を与
え、４週間後、肝臓の中性脂肪（トリグリセリド）量を
測定した結果、対照に比べて、高 NBL含有飼料群では肝
臓のトリグリセリド量が有意に低値を示した（Fig. 4）。な
お、本乾燥粉末品の量が少なくなり、ヒトレベルで検討
するには至らなかった。
一方、β-CRX強化飲料を用いて、ヒトレベルでの試験、

すなわち健常者の糖質および脂質代謝への影響を検討し
た。19名の健康な女性（年齢20歳～ 26歳）を被験者とし
７日間のバランス食による予備摂食後、無作為にコント
ロール群（C群）と介入群（β-CRX飲料群：M群）の２
群に分けた。介入群は β-CRX強化飲料を１本（190gあた
り11kcal、ビタミン C 36.5mg、β-CRX 3.2mg、食物繊維
1.4gを含有）、コントロール群は水を同量、１日３回毎食
前に飲用した。バランス食は対象者の性・年齢・身体活
動に合わせたエネルギー量および栄養素量とし、実験期
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Fig. 3  ヒト肝ミクロゾームによる HeptaMF 代謝に
おける個人差

Fig. 4  NBL高含有試料食摂取ラットの肝臓
トリグリセリド濃度

Molecular 1H-NMR （ppm）
Compound weight CH3O H-2ʼ H-5ʼ H-6ʼ
HeptaMF 432   3.892 3.951 7.813 7.012 7.841

3.972 3.975 （2.01Hz, d） （8.42Hz, d） （2.01, 8.51Hz, dd）
3.979 4.006
4.098

M-2  418 3.882 3.949 7.769 7.056 7.815
3.976 3.984 （6.41Hz, d） （8.42Hz, d） （1.83Hz, d）
4.001 4.096

M-3  418 3.822 3.972 7.807 7.013 7.841
3.976 4.017 （2.01Hz, d） （8.60Hz, d） （2.01, 8.60Hz, dd）
4.017 4.138

M-4 418 3.884 3.955 7.803 7.015 7.827
3.970 3.976 （2.01Hz, d） （8.60Hz, d）（2.01, 8.60Hz, dd）
4.044 4.044

Table 1  HeptaMFとその主代謝物の分子量と1H-NMRスペクトル
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間中１日３食提供した。その結果、両群とも体重、血圧
には有意な変動は見られなかった。また、総コレステ
ロールおよび LDLコレステロールは、介入群では介入前
後で正常域値内ではあるものの有意に低下した。LDL/

HDLコレステロール比および ApoBも有意に低下した
（Table 2）。また、メタボリックシンドロームの指標とし
て測定したアディポネクチンはコントロール群では実験
前後で有意に低下したが、介入群では有意差は見られな
かった。また PAI-1は介入群の実験前後で有意に低下し
た（Table 3）。コントロール群でアディポネクチンが有意
に低下した理由は解析中である。以上の結果から、
β-CRX含有飲料は、成人女性の脂質代謝に好ましい影響
を与えることが示唆された。

５．主な発表論文等

〔雑誌論文〕（計７件）
①宮城一菜，和田昌子，藤瀬朋子，古賀信幸，和田浩二，
矢野昌充，太田英明，シークワシャー（Citrus depressa 

Hayata）果汁の品質改善：イオン交換樹脂処理と不溶
性パルプ添加の併用効果．日本食品科学工学会誌、56

（4），193-199 （2009）．査読有

② K. Miyagi, T. Fujise, N. Koga, K. Wada, M. Yano and H. 

Ohta, Synephrine in Shiikuwasha（Citrus depressa Hayata） 
: Change during fruit development, and its distribution in 

citrus varieties. Food Sci. Technol. Res., 15（4），389-394
（2009）．査読有
③宮城一菜，古賀信幸，和田浩二，矢野昌充，太田英明，
季節変化がシークワシャー果汁の品質特性に及ぼす影
響．日本食品保蔵科学会誌， 36（1），17-21（2010）．査
読有
④太田英明，シークワシャー（Citrus depressa Hayata）の
機能性研究を通じた地域産業の育成．Food Research

（フードリサーチ），11，48-51（2010）．査読有
⑤宮城一葉，古賀信幸，比嘉　敦，山本健太，粟國佳史，
和田浩二，太田英明，MA包装が青切りシークワ
シャー果実の鮮度保持、ポリメトキシフラボン類、シネ
フリン、アスコルビン酸、ラジカル消去能活性等に及ぼ
す影響．日本食品保蔵科学会誌，37（2），51-59（2011）．
査読有
⑥太田千穂，枩岡樹子，加藤善久，原口浩一，遠藤哲也，
古賀信幸，フェニルプロパノイド類とフラボノイド類
の抗酸化作用と α-グルコシダーゼ阻害作用：構造活性
相関について．中村学園大学・中村学園大学短期大学

予備摂食後 実験食後 差 ％差 P 値
アディポネクチン（μg/mL）

C群 5.9 ± 0.9 5.2 ± 0.6 －0.7 ± 0.2* －12.7 0.012
M群 5.3 ± 0.8 4.7 ± 0.7 －0.5 ± 0.2 －9.9 N.S.

総 PAI-l （ng/mL）
C群 16 ± 2 14 ± 2 －2.1 ± 2.4 －14.7 N.S.

M群 21 ± 3 16 ± 3 －5.2 ± 1.5* －33.3 0.02

予備摂食後 実験食後 差 ％差 P値
総コレステロール（mg/dL）

C群 162 ± 7 172 ± 9  9.9 ± 4.6 　5.8 N.S.
M群 167 ± 9 158 ± 8 －9.1 ± 2.9* －5.8 0.013

LDL-コレステロール （mg/dL）
C群 81 ± 6 84 ± 7  2.8 ± 3.2 　 3.3 N.S.
M群 94 ± 7 83 ± 6 －11.1 ± 2.6** －13.5 0.007

HDL-コレステロール（mg/dL）
C群 65 ± 4 66 ± 5 　1.1±1.7 　1.7 N.S.
M群 59 ± 4 58 ± 3 －0.9±0.8 －1.6 N.S.

LDL/HDL コレステロール比
C群 1.29 ± 0.15 1.33 ± 0.15  0.04 ± 0.05 　2.9 N.S.
M群 1.64 ± 0.15 1.47 ± 0.13 －0.17 ± 0.04* －9.9 0.013

Apo B
C群 65 ± 5 69 ± 5  3.3 ± 1.9 　4.8 N.S.
M群 72 ± 5 66 ± 4 －5.8 ± 1.8* －8.8 0.014

Table 3  対象者のアディポネクチンおよび PAI-l

Table 2  対象者の血清脂質プロフィール

C群：コントロール群、M群：β-CRX飲料群
平均値± SE、* P＜0.05、** P＜0.01、N.S.：有意差なし

C群：コントロール群、M群：β-CRX飲料群
平均値± SE、* P＜0.05、N.S.:有意差なし
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部研究紀要，43，243-249（2011）．査読有
⑦ N. Koga, C. Ohta, Y. Kato, K. Haraguchi, T. Endo, K. 

Ogawa, H. Ohta and M. Yano, In vitro metabolism of nobile-

tin, a polymethoxy-flavonoid, by human liver microsomes 

and cytochrome P450. Xenobiotica, 41 （11）， 927-933 
（2011）．査読有

〔学会発表〕（計12件）
①枩岡樹子，太田千穂，太田英明，古賀信幸， 5,6,7,3ʼ,4ʼ,5ʼ

-Hexamethoxyflavoneの動物肝ミクロゾームによる代
謝．第63回日本栄養・食糧学会，2009年5月20～ 22日
（ブリックホール，長崎市）
②山本健太，宮城一菜，矢羽田　歩，古賀信幸，和田浩
二，小川一紀，矢野昌充，太田英明，固相抽出法を用
いるシークワシャー果汁中のポリメトキシフラボン類
の回収．日本食品保蔵科学会第58回大会，2009年6月
20，21日（東京聖栄大学，東京）
③矢羽田　歩，本城賢一，山本健太，宮城一菜，比嘉　
淳，宮本敬久，太田英明，沖縄産シークワシャー果実
の判別方法の開発：アリル特異的PCR増幅法による検
出法．日本食品科学工学会第56回大会，2009年9月10
～ 12日（名城大学，名古屋）
④山本健太，宮城一菜，矢羽田　歩，古賀信幸，和田浩
二，矢野昌充，太田英明，シークワシャー果汁飲料の
判別―官能検査および機能性成分分析による真偽判
定―．日本食品科学工学会第56回大会，2009年9月10
～ 12日（名城大学，名古屋）
⑤ C. Ohta, M. Matsuo, M. Matsuoka, H. Ohta, M. Yano and N. 

Koga, In vivo metabolism of nobiletin and tangeretin in rats. 

15th International Congress of Nutrition, 2009年10月4～9
日（Bangkok市，タイ国） 

⑥宮崎　瞳，太田英明，ポリメトキシフラボン類が脂肪細
分化に及ぼす影響．日本農芸化学会関西・中四国・西
日本支部，日本栄養食糧学会九州・沖縄支部，日本食
品科学工学会西日本支部合同沖縄大会，2009年10月
30, 31日（琉球大学 , 沖縄）
⑦枩岡樹子，太田千穂，太田英明，加藤善久，古賀信幸，
3,5,6,7,8,3ʼ,4ʼ-Hepta- methoxyflavone の動物肝ミクロ
ゾームによる代謝 . 日本農芸化学会関西・中四国・西
日本支部，日本栄養・食糧学会九州・沖縄支部，日本
食品科学工学会西日本支部，３学会５支部合同大会，
2009年10月30，31日（琉球大学，　沖縄）
⑧太田千穂，太田英明，加藤善久，古賀信幸，3,5,6,7,8,3ʼ,4ʼ

-Heptamethoxyflavone （HeptaMF）のヒト肝ミクロゾー
ムによる代謝 . 2010年5月20 ～ 22日，第64回日本栄
養・食糧学会（アスティとくしま，徳島市）
⑨山本健太，高木大雅，矢羽田　歩，冨永麻依，宮城一
菜，小川一紀，太田英明，シークワシャー果汁飲料の
識別．日本食品保蔵科学会第59回大会 , 2010年6月
26,27日（沖縄県男女共同参画センター「てぃるる」，那

覇市）
⑩ 山本健太，冨永麻依，矢羽田　歩，宮城一菜，住　秀
和，比嘉　淳，太田英明，ポリメトキシフラボン等化学
的成分に着目したシークワシャー系統間の比較．日本
食品科学工学会第57回大会，2010年9月1 ～ 3日（東京
農業大学，東京）
⑪宮崎睦子，枩岡樹子，太田千穂，太田英明，加藤善久，
古賀信幸，3,5,6,7,8,3ʼ,4ʼ-Heptamethoxyflavone （HeptaMF）
代謝物の抗酸化活性と α-グルコシダーゼ阻害活性 . 日
本栄養・食糧学会 九州・沖縄支部大会，2010年9月
24，25日（宮崎観光ホテル，宮崎市）
⑫太田千穂，枩岡樹子，加藤善久，原口浩一，遠藤哲也，
太田英明，古賀信幸，3,5,6,7,8,3ʼ,4ʼ-Heptamethoxyflavone

のラットにおける in vivo代謝．2011年5月13，14日，第
65回日本栄養・食糧学会（お茶の水女子大学，東京）

〔図書〕（計１件）
①太田英明，宮城一菜，「シークヮーサーの新需要拡大の
ためのグランドデザインの提案と新需要創造支援」，第
４章　シークヮーサーの長期保存技術．株式会社沖縄
TLO，25-33（2010）．

〔産業財産権〕
○出願状況（計２件）
名　　　称：シイクワシャー果皮ペースト又はシイク

ワシャー果皮ペースト冷凍物の製造方法
発　明　者：太田英明，古賀信幸，矢羽田　歩，大浜

敏秀，比嘉　整
権　利　者：学校法人中村学園，沖縄総合農産加工株

式会社
種　　　類：特許
番　　　号：特願2011-058881
出願年月日：2011年3月17日
国内外の別：国内

名　　　称：シークワシャー果実および加工品の判別
方法

発　明　者：太田英明，矢羽田　歩，本城賢一，宮本
敬久

権　利　者：学校法人中村学園
種　　　類：特許
番　　　号：特願2010-044858
出願年月日：2010年3月2日
国内外の別： 国内

〔その他〕（計３件）
①太田英明，古賀信幸，沖縄産シークワシャーの果実特
性，健康機能と判別技術の開発．シンポジウム-8「地域
における産官学連携による機能性食品の開発」．第63
回日本栄養・食糧学会，2009年5月20 ～ 22日（ブリッ
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クホール，長崎市）
②太田英明，シークワーサーと類似柑橘の判別．日本食
品保蔵科学会，農研機構九州沖縄農研セ共催，果実の
生産流通戦略シンポジウム，2010年3月18日（ホテルゆ
がふいんおきなわ，沖縄名護市）
③太田英明，沖縄プロジェクト研究「沖縄産シイクワ
シャー由来のメタボリックシンドローム予防食品の開
発」及び「カンキツ機能性成分を活用した保健機能食
品の開発」．SAF net キックオフシンポジウム―育て

る・つながる・広がる科学の楽しさ発信」，2010年12
月12日（福岡大学）

６．予算配布額
（金額単位：円）

研究経費 機器備品 合　計
平成21年度 2,180,000 0 2,180,000
平成22年度 2,000,000 0 2,000,000
合　計 4,180,000 0 4,180,000
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内臓脂肪蓄積、骨粗鬆症を標的にした防御的食因子の基礎的機序解明と
ライフステージ別栄養指導法の確立

Search for protective food components and development of life cycle-specific 
nutrition management to prevent visceral fat accumulation and osteoporosis

研究グループ代表者
津田　博子（TSUDA HIROKO）栄養科学部・教授

共同研究者名
今井　克己（IMAI KATSUMI）栄養科学部・教授

近江　雅代（OUMI MASAYO）栄養科学部・准教授

寺澤　洋子（TERAZAWA YOKO）栄養科学部・准教授

森口（古賀）里利子（MORIGUCHI-KOGA RIRIKO）栄養科学部・講師

中園　栄里（NAKAZONO ERI）栄養科学部・助手

相島英津子（AISHIMA ETSUKO）栄養科学部・常勤助手 （平成21年度）

蒲池　桃子（KAMACHI MOMOKO）栄養科学部・常勤助手

林　　梨恵（HAYASHI RIE）栄養科学部・常勤助手
※単年度のみの参加者については、括弧内に参加年度を示す。

研究成果の概要
 内臓脂肪蓄積、骨粗鬆症、血栓症について、予防・治療に関連するいくつかの候補食因子を探索し、その作用機序を明
らかにした。思春期、若年成人期、中年成人期の女性を対象とした疫学研究で、内臓脂肪蓄積および骨強度低下の要因が
ライフステージで異なることを明らかにし、内臓脂肪削減に有効な咀嚼と高ヒスチジン食の同時負荷の安全性を確認し
た。さらに、栄養アセスメント技法としての食事調査法の妥当性を検討し、要介護高齢者の栄養アセスメントにおける腹
囲測定の重要性を示した。

研 究 分 野：健康と食生活
キーワード： 内臓脂肪蓄積、骨粗鬆症、血栓症、防御的食因子、ライフステージ別栄養指導法

１．研究開始当初の背景

内臓脂肪蓄積に糖代謝異常、脂質代謝異常、高血圧な
どが重積して発症する内臓脂肪症候群（メタボリックシ
ンドローム）では、心筋梗塞・脳梗塞などの動脈血栓塞
栓症だけでなく深部静脈血栓症や肺梗塞などの静脈血栓
塞栓症を頻発し、生活の質（QOL）が低下するだけでな
く生命予後が著しく劣化する。一方、骨粗鬆症は骨のリ
モデリングの失調によって引き起こされ、骨強度低下と
これに伴う易骨折性を特徴とし、中高齢期女性に多発す
る。高齢期には椎体、大腿骨などの骨折を頻発し QOLを
低下させるが、特に大腿骨近位部骨折ではその約10％が
１年以内に死亡すると報告されている。急速に高齢化が
進展しているわが国では、メタボリックシンドローム罹
患者数が2000万人、骨粗鬆症罹患者数が1500万人に達す

ると警告されており、その予防・治療は社会的にも最重
要課題である。これらの疾患の発症には食生活をはじめ
とする生活習慣が深く関わっており、その予防・治療に
おいて食育の果たす役割は大きい。
我々は、平成19 ～ 20年度プロジェクト研究において、

内臓脂肪蓄積、骨粗鬆症、血栓症、乳がんの予防・治療
に有効ないくつかの候補食因子を探索しその作用機序を
検討した。また、思春期、若年成人期、中年成人期の女
性を対象とした横断研究で内臓脂肪蓄積と骨強度低下の
要因がライフステージで異なることを明らかにし、介入
研究で咀嚼と高ヒスチジン食の同時負荷による内臓脂肪
削減について予備的結果を得た。さらに、栄養指導のた
めの栄養アセスメント技法として食事調査法の妥当性を
検討し、要介護高齢者の体重推定式を作成した。
平成21 ～ 22年度プロジェクト研究では、内臓脂肪蓄
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積、骨粗鬆症、血栓症の予防・治療に焦点を絞った研究
グループとし、平成19～ 20年度プロジェクト研究の成果
をさらに発展させ、防御的食因子の解明、ライフステー
ジ別栄養指導法の確立を試みた。

２．研究目的

分子生物学的研究手法の急速な進歩により、メタボ
リックシンドローム、骨粗鬆症、血栓症の病態解析には
大きな進展がみられた。ところが、これらの疾患の発症
に日常的に摂取している食因子が深く関わっていること
は分かっているものの、予防・治療的視点からの解析は
ほとんど手が付けられていないのが現状である。本プロ
ジェクト研究では、食品に含まれる内臓脂肪蓄積、骨強
度低下、血栓形成の防御的食因子を探索し、分子病態生
理学的機序を解明するとともに、これらの候補食因子を
基軸にして、成長期から高齢期までを対象にしたライフ
ステージ別の栄養指導法を確立することを最終目標にし
ている。

３．研究実施計画・方法

培養細胞や実験動物を用いたバイオテクノロジー技術
を活用し、内臓脂肪蓄積、骨粗鬆症、血栓症の予防・治
療に関連する候補食因子を同定し、作用機序解明を試み
た。また、本学健康増進センター、中村学園女子中学校・
高等学校、城南保健所、今津赤十字病院などとの多施設
共同研究により、内臓脂肪蓄積、骨粗鬆症、血栓症の予
防・治療を目的とした観察研究、追跡研究、介入研究を
実施した。さらに、栄養支援のための栄養アセスメント
技法の確立を目的として、食事調査法の標準化に向けた
検討を行った。
以下に各研究課題名を示す。

（1） 長期間にわたる中鎖脂肪酸トリグリセリド過剰摂取
の影響

（2） 骨強度低下防止に有用な食因子の探索
（3） 血栓形成防止に有用な食因子の探索
（4） 咀嚼およびヒスチジン投与による内臓脂肪削減効果

に関する臨床栄養学的研究
（5） 食物摂取頻度法ソフト（FFQ中村）の妥当性の検討
（6） 思春期女性を対象とした骨強度と体格および食事摂

取との関連性の検討
（7） 成人期における内臓脂肪蓄積、骨粗鬆症、血栓症予

防の栄養支援法の確立
（8） 高齢期の栄養状態改善を標的とした栄養支援法の確

立

４．研究成果

（₁）長期間にわたる中鎖脂肪酸トリグリセリド過剰摂取
の影響
中鎖脂肪酸トリグリセリド（MCT）は小腸に吸収され、
直接門脈から肝臓に輸送されてエネルギーとして利用さ
れるために体内に蓄積しにくく、治療用特殊食品だけで
なく、肥満予防の健康食品として注目されている。MCT

の特徴から考えると、内臓脂肪蓄積予防には長鎖脂肪酸
トリグリセリド（LCT）よりもMCTを使用すべきと思わ
れるが、MCTの生体への影響については不明な点も多
い。そこで、長期間にわたるMCTの過剰摂取が生体に及
ぼす影響ついて検討を行った。平成19～20年度プロジェ
クト研究では、高MCT食と高 LCT食（脂肪エネルギー
比率30％）をラットに８週間摂取させたところ、高MCT

食群では低頻度ではあるものの肝臓への脂肪沈着が認め
られた。
Ｈ21 ～ 22年度は、実験１：高MCT食（脂肪エネル
ギー比率30％）の12週間摂取、実験２：超高MCT食（脂
肪エネルギー比率45％）８週間摂取を行った。実験１で
は、高MCT食（30％MCT）群の摂取実験終了時の体重
および内臓脂肪量（腸間膜、後腹壁）は高 LCT食（30％
LCT）群に比べて有意に低値であったが、血中トリグリ
エリド（TG）濃度および肝 TG量が高い傾向を示した。
また、高MCT食群11匹中３匹に典型的な脂肪肝が観察
された。以上のことから、MCTの過剰摂取は、飼育期間
の長期化に伴い、LCTよりも肝臓への脂肪沈着をきたし
やすいものと思われた。実験２では、摂取実験終了時の
体重、内臓脂肪量はともに、超高 LCT食（45％ LCT）群
が最も多く、コントロール食（９％ LCT）群、超高MCT

食（45％MCT）群の順で少なかった。肝重量、肝 TG量
は群間に差はなかった。コントロール食群では肝組織全
体に小さな脂肪滴が瀰漫性に認められたが、超高MCT食
群および超高LCT食群では特に辺縁部周辺に大小さまざ
まな脂肪滴が観察され、その程度は超高 LCT食群におい
て顕著であった。また、血中 TG、コレステロール、グル
コースはいずれも基準値内であったが、超高MCT食群の
血中インスリン濃度が高値を示した。
以上の結果より、内臓脂肪蓄積防止にはMCTが有効

であったが、高脂肪食では脂肪酸の種類に関係なく、肝
臓へ脂肪が過剰に送られるため、脂肪沈着をきたすもの
と推察された。また、血中脂質 ･グルコース濃度は基準
値内であったが、血中インスリン濃度が高値を示したこ
とより、MCT過剰摂取はインスリン抵抗性を増大させ、
耐糖能異常をきたす可能性が示唆された。

（₂）骨強度低下防止に有用な食因子の探索
骨粗鬆症予防の食生活指導はカルシウム代謝の改善を
目的としたカルシウムとビタミンＤ摂取を中心に行われ
てきたが、食物中には骨粗鬆症予防に有効な未知の食因
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子が存在することが予想される。我々は、柑橘類やハー
ブの精油成分である植物モノテルペンのゲラニオールが
成長期ラットの骨梁微細構造を改善すること、骨芽細胞
の bone morphogenetic protein-2 （BMP-2）、osteoprote-

gerin（OPG）の mRNA 発現を増加させ、matrix Gla 

protein（MGP）mRNA発現を抑制することを明らかにし
てきた。
Ｈ21～ 22年度は、実験１：ゲラニオールによる骨芽細
胞遺伝子発現制御の分子機序解明、実験２：チーズホ
エー（牛乳からカゼインたんぱく質や乳脂肪を凝集させ
てチーズを取り出した残りの上清）のタンパク質分解産
物（CWP-D）に含まれる骨形成促進因子の探索を行った。
実験１では、real time PCR法およびwestern blotting法を
用いた解析で、ゲラニオールによるヒト株化骨芽細胞
MG-63の BMP-2、OPG mRNA発現上昇には、スタチン
（pitavastatin）と同様に HMG-CoA還元酵素阻害と p38 
MAPKの活性化の双方が関与しており、MGP mRNA発現
抑制には HMG-CoA還元酵素阻害は関与せず、JNKの活
性化が関与していることを明らかにした。実験２では、
CWP-D水溶液の逆相カラムクロマトグラフィー（ODS

カラム）分画について、骨芽細胞の遺伝子発現への影響
について検討した。CWP-D中の BMP-2及び receptor 

activator of NFκB ligand（RANKL）mRNA発現上昇成分は
80％エタノールで溶出された画分に最も多く回収された
が、OPG mRNA発現上昇成分は非吸着画分と吸着画分す
べてに回収された。したがって、CWP-Dの疎水性の強い
画分に骨形成促進活性成分が存在することが分かった。

（₃）血栓形成防止に有用な食因子の探索
抗凝固因子プロテイン S（PS）は主に肝細胞で産生さ

れ、活性化プロテイン Cによる凝固第 V因子・第Ⅷ因子
の不活化を促進して血栓形成を制御している。我々は、
プロテイン S徳島（プロテイン S遺伝子多型 Lys155Glu）
が日本人をはじめアジア人特有の血栓性素因であること
を発見し、食生活改善を主軸とした予防治療法開発を目
指してきた。平成19～ 20年度プロジェクト研究では、植
物 estrogenのうち赤ワインに含まれるレスベラトロール
や大豆に含まれるゲニステインが株化肝細胞 Hep G2の
PS発現を estrogen receptor（ER）やMEKなどの細胞内
情報伝達系を介さず抑制することを明らかにした。
Ｈ21 ～ 22年度は、レスベラトロールによる Hep G2細
胞の PS mRNA発現抑制の分子機序を明らかにするため、
遺伝子導入により ERαを一過性発現させた Hep G2細胞
を用いてレポーターアッセイを行った。レスベラトロー
ルは estrogen responsive elementを介した遺伝子発現に
は影響を与えなかったが、PS遺伝子のプロモーター活性
を有意に抑制した。したがって、レスベラトロールは ER

非依存的に転写レベルで Hep G2の PS発現を抑制するこ
とが明らかになった。次に、レスベラトロールと同じ
stilbene系化合物で、前立腺癌や閉経後乳癌の治療薬と

して用いられている diethylstilbestrolについて検討したと
ころ、HepG2細胞の PS発現を抑制することが分かった。
Diethylstilbestrol内服中の前立腺癌患者では血栓症を好
発し、血中 PS値が低下することが報告されていることか
ら、レスベラトロールなどによる PS発現抑制は生体内で
も起こっている可能性が示唆された。以上の結果から、
日本人における血栓症予防では、レスベラトロールやゲ
ニステインなどの植物エストロゲンの過剰摂取回避の必
要性が示唆された。今後、これらの食品成分の摂取量と
血中PS値、血栓症発症との関連について検討する予定で
ある。

（₄）咀嚼およびヒスチジン投与による内臓脂肪削減効果
に関する臨床栄養学的研究
咀嚼効果とヒスチジン経口投与の効果を相乗的に利用

し、ヒトの内臓脂肪削減に向けた臨床栄養学的な治療法
を確立することを目的として介入研究を実施した。Ｈ19
～ 20年度プロジェクト研究で実施した女性健康者を対象
とした予備試験の結果に基づき、Ｈ21～22年度は閉経後
の肥満女性を対象とした本試験を２回実施した。第１回
本試験介入中に体調不良者が出現したため中止となった
が、予備試験および第１回本試験の解析から、咀嚼やヒ
スチジン経口負荷によってヒスタミン神経系が賦活化さ
れ、内臓脂肪分解が亢進したことが考えられた。
第２回本試験では、被験者の負担やストレスをできる

だけ軽減する方法に変更した。被験者は閉経後の女性肥
満症患者で内臓脂肪面積≧100cm2または腹囲≧90cmの
14名を対象とした。第Ⅰ期は２日間、毎食前にほぐし鰹
20gを10分間噛んだ後、咀嚼を必要としない食事を自由
摂取とし、第Ⅱ期は第Ⅰ期と同じ食事内容、摂取量の食
事を２日間摂取させ、ほぐし鰹の咀嚼は実施しなかっ
た。第Ⅰ期と第Ⅱ期の間に３週間のウォッシュアウト期
間を設け、各期の介入前後には、採血、MRIによる内臓
脂肪面積、ホルター心電図による交感神経活動指標、ラ
イフコーダによる身体活動量、満腹度検出票による満腹
度を測定し、試験前に食事調査（秤量法）を行った。今
回の結果では、内臓脂肪面積はⅠ期およびⅡ期でいずれ
も有意な変動は認めず、交感神経活動も有意な変動も認
めなかった。エネルギー摂取量および脂質摂取量はⅠ期
前に比べてⅠ期でいずれも有意に増加していること、第
１回本試験との比較からも、自由摂取における脂質摂取
量の大幅な増加によるエネルギー摂取量の増加が、内臓
脂肪面積が有意な変動を認めなかったことの原因と考え
られた。しかし、視点を変えれば、「ほぐし鰹による内臓
脂肪燃焼効果と食欲抑制効果は、無茶食いやアンバラン
スな栄養摂取を解消する程の効果はない」という特質が
判明したともいえる。これまでの研究結果を総合して考
えると、鰹の食欲抑制と内臓脂肪燃焼の効果は実証され
ているだけに、今回の結果はほぐし鰹のもつ食品として
の安全性を立証する臨床効果であり、その有用性が示唆
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されたと言える。

（₅）食物摂取頻度法ソフト（FFQ中村）の妥当性の検討
本学健康増進センター「ヘルスチェック」で使用して
いる食物摂取頻度調査票をもとに、新たに作成した食物
摂取頻度法ソフト（FFQ中村）の妥当性・再現性の検討
を行った。Ｈ19～20年度プロジェクト研究では栄養科学
部女子学生100名を対象として、サンプル献立（11例）を
用いた FFQ中村の精度の検定、１週間の食事記録法（目
安量法）と FFQ中村とを比較検討した。

H21 ～ 22年度は栄養科学部学生412名を対象として、
東京大学の佐々木らが開発し妥当性・再現性が検証され
ている自記式食事歴法質問票（DHQ, Diet History 

Questionnaire）と FFQ中村とを比較検討した。対象者の
うち363名については、起床後第２尿を食事調査の前後
で２回採取し、尿中 Na、K、クレアチニン、尿素窒素を
測定し、食事調査結果（FFQ中村、DHQ、食事記録法）
との比較を行った。さらに、96名については、連続した
７日間の自記式記録法との比較も行った。

DHQと FFQ中村で算定されたエネルギー摂取量およ
び主要栄養素摂取量の平均値間に有意差はみられたもの
の近似値を示し、摂取量の間には高い相関が得られた：
エネルギー摂取量では1670±369.2kcal（DHQ）、1678±
14.8kcal（FFQ）、DHQ-FFQ:r=0.510、たんぱく質摂取量
で は55.1±14.42g（DHQ）、58.1±0.61g（FFQ）、DHQ-

FFQ:r＝0.461、脂質摂取量では56.5±19.26g（DHQ）、
59.0±0.77g（FFQ）、DHQ-FFQ:r＝0.457であった。また、
1000kcalあたりの尿中食塩量は FFQ中村と有意な相関が
得られ（P<0.05）、尿中カリウム量は DHQと有意な相関
が得られた（P<0.05）。一方、目安量法による食事調査結
果は、DHQ、FFQ中村の結果より低い値を示し、目安量
法の過小評価（過小申告）がうかがえた。

（₆）思春期女性を対象とした骨量と体格および食事摂取
との関連性の検討
ヒトの骨量は成長とともに増加し10代後半に最大とな
るが、骨粗鬆症の予防には、思春期に到達する最大骨量
をできるだけ高くすることが有効である。そこで、平成
19～ 20年度プロジェクト研究から中村学園女子中学校・
高等学校の学生を対象として、中学１年生から高校３年
生までの６年間（12 ～ 17歳）の踵骨音響的骨評価値
（OSI）の経年変化の追跡調査を開始するとともに、OSI

に寄与する環境因子を明らかにするため食事や運動習慣
などと OSIとの関連についての実態調査を開始した。

H21年度は200名、H22年度は239名について解析した。
OSIは中学生期では高学年になるに従い高値を示し、高
１で最も高値を示した。また中１に対し、高１、高２及
び高３においては有意に高値を示した（ｐ＜0.01または p

＜0.05）。肥満度判定を用いて＂やせ群＂＂普通群＂＂肥満
群＂の３段階に区別し体格の比較を行った結果、＂やせ

群＂群に対し＂普通群＂および＂肥満群＂は有意に高値
を示した（p＜0.01または p＜0.05）。さらに OSIと肥満
度、体重および腹囲の相関をみると、それぞれ r＝
0.317**（中学生）、r＝0.368**（高校生）、r＝0.377**お
よび r＝0.239**であった（**p＜0.01）。月経の有無につ
いては、月経無し群に比し月経有り群で OSIが有意に高
値を示した（p<0.05）。OSIと栄養成分および食品の摂取
状況との間には有意な関連は認められなかった。各因子
の OSIへの寄与率をみると、体重で12.1％、運動総量で
4.4％となり、この２因子で OSIに寄与する因子の16.5％
が説明可能であった。さらに１年間における OSIの追跡
調査では、OSIの獲得は高校生期と比較して中学生期に
おいて高い傾向が認められた。
以上の結果より、OSIに影響を与える因子として、体
重、肥満度、腹囲および月経の有無があげられた。OSIの
獲得は高校生期より中学生期において高い傾向にあった
ことから、骨量獲得のためには思春期初期からの適正体
重の維持の必要性が示唆された。

（₇）成人期における内臓脂肪蓄積、骨粗鬆症、血栓症予
防の栄養支援法の確立
①若年成人女性および中年肥満女性の骨量、血中抗凝固
活性と身体状況・生活習慣との関連性の検討
骨粗鬆症の予防には、若年成人期での最大骨量の維

持、閉経後の骨量低下の防止が重要である。そこで、平
成19～ 20年度プロジェクト研究から、健康増進センター
「ヘルスチェック」を受けた18 ～ 21才の女子大学生、お
よび「健康栄養クリニック」を受診した肥満成人女性の
データベースを解析し、若年成人期での最大骨量の維
持、閉経後の骨量低下の防止に関連する生活習慣の解明
を試みている。

H21～22年度の解析結果からは、18から21歳までの女
性の踵骨音響的骨評価値（OSI）減少因子は、18歳時に
牛乳を飲まない、15-17歳のインパクト運動経験であり、
抑制因子は、18歳時のインパクト運動経験、摂取エネル
ギー量であることが示唆された。肥満成人女性の解析で
は、腰椎骨密度（BMD）と OSIは正に相関したが、OSI

のみが体重、脂肪量、除脂肪量と正に相関した。また、閉
経に伴い BMDおよび OSIは有意に低下したが、未閉経
群では OSIのみが体重、脂肪量と正に相関し、閉経群で
は BMDのみが脂肪量と正に相関していた。
さらに、血中プロテイン S値が血中中性脂肪値と正に
相関することを見出し、血液凝固制御活性と脂質代謝と
の関連が示唆された。
②中年期成人の内臓脂肪蓄積および骨強度低下予防の栄
養支援法の確立
福岡市の食生活を通した健康づくり行っているボラン
ティア25名を対象として、身体計測、臨床検査、食事調
査を実施し、調査結果の報告後に行った意識調査から有
効性の検討を行った。対象者の特性は、年齢64.9±6.2
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歳、身長153.2±5.0cm、体重53.7±8.2kg、BMI22.6±2.9、
腹囲84.4±8.4cmであった。25名のうち、肥満６名、や
せ３名、腹囲90cm以上８名、骨量減少（骨粗鬆症治療
薬服薬者含む）４名、高 LDLコレステロール血症（コレ
ステロール降下剤服薬者含む）12名、高トリグリセライ
ド血症２名、γ-GTP高値７名、空腹時血糖値境界型３名
であった。エネルギー及び栄養素等摂取量（平均値）で
は、エネルギー 1965kcal、たんぱく質15.5％エネルギー、
脂肪28.9％エネルギー、動物性たんぱく質比48.0％、食塩
8.5gであった。食品群別摂取量では、大豆製品、牛乳・
乳製品、野菜類の摂取量が多く、肉類の摂取量が少な
かった。結果報告後の意識調査では、約８割の対象者が
身体計測や血液生化学検査などの医学的検査の結果だけ
より食事調査結果を同時に知ることは食習慣や生活習慣
の見直しにつながると回答した。以上の結果より、健康
意識の高い集団であったが一般の中高齢者と同様に様々
な代謝異常が認められ、食生活改善が必要であることが
わかった。医学的検査の結果のみより食事調査結果を同
時に提供することは、食生活の改善に有効であることが
示唆された。

（₈）高齢期の栄養状態改善を標的とした栄養指導法の
確立
わが国の人口は次第に高齢化が進み、また介護保険制
度や診療報酬の改定に伴い、病院や高齢者施設で栄養ア
セスメントの必要性が高まっている。そこで、平成19 ～
20年度プロジェクト研究から継続して、福岡市の今津赤
十字病院の要介護病棟に入院している70歳以上の寝たき
り患者を対象に身体計測値（身長、体重、BMI、腹囲、腹
部皮下脂肪面積、腹部内臓脂肪面積）・安静時エネルギー
消費量（REE）・血液検査データを比較し、各項目間の関
連性をみた。
①要介護高齢者におけるエネルギー必要量算定のための
推定式および体重推定式の作成
要介護高齢女性患者53名の実測REEはHarris-Benedict

式（HB式）による基礎代謝量（REE）の81％、基礎代謝
基準値による BEEの89％であった。したがって、女性要
介護高齢者において HB式および基礎代謝基準値から
BEEを推定する場合は、80 ～ 90％に補正する必要があ
ると考えられた。80歳以上の48名について要介護高齢者
用の REE基準値を検討した結果、19.1 kcal/kg/日となっ
た。
②寝たきり高齢者の栄養アセスメント
要介護高齢女性患者23名の平均年齢は86.6±7.5歳で、
各身体計測値の平均は身長146.2±5.7cm、体重37.6±
4.3kg、BMI17.6±1.6kg/m2、腹囲74.4±6.8cm、腹部皮下
脂肪面積78.7±43.9cm2、 腹部内臓脂肪面積64.9±
54.1cm2であった。REEは710±184kcal/日であり、体重
当たりでは19.2±5.7kcal/kgであった。投与栄養量は、エ
ネルギー 959±219kcal/日、たんぱく質43.8±9.4g/日、脂

質23.6±6.3g/日であった。腹囲は体重、腹部皮下・内臓
脂肪面積、腹部脂肪面積合計、BMI、および「日本人の
食事摂取基準（2010年版）」基礎代謝基準値から推定した
BEEのいずれとも有意に正に相関した（P<0.01）。した
がって、寝たきりの高齢者においても腹囲を測ることは
栄養アセスメントを行う上で重要であると思われる。
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2011 出版）
②津田博子：第10章 成人期（戸谷誠之、伊藤節子、渡
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６．予算配布額
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研究経費 機器備品 合　計
平成21年度 2,180,000 3,700,000 5,880,000
平成22年度 2,000,000 0 2,000,000
合　計 4,180,000 3,700,000 7,880,000
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高血糖状態のメタボリックシンドロームのインスリン抵抗性と
ストレスに及ぼす影響

Effects of High Blood Glucose Level on Insulin Registance 
and Its Stress in Rats with Metabolic Syndrome

研究グループ代表者
原　　孝之（HARA TAKAYUKI）・栄養科学部・教授

共同研究者
青峰　正裕（AOMINE MASAHIRO）・栄養科学部・教授

大和　孝子（YAMATO TAKAKO）・栄養科学部・准教授

竹嶋美夏子（TAKESHIMA MIKAKO）・栄養科学部・助教

西山　敦子（NISHIYAMA ATSUKO）・栄養科学部・常勤助手

脇本　　麗（WAKIMOTO REI）・栄養科学部・常勤助手

研究成果の概要
 我々の研究グループは、栄養によって高血糖状態のストレスを緩和させる食事形態がないか、血糖値をなるべく上げな
い食品いわゆる低GI食品の開発とそのストレスに及ぼす影響についてパイロット研究を試みた。でんぷんを多く含むイモ
類（サツマイモ、ヤマイモ）、果実のうちのバナナに注目し、これらの単細胞化したペーストが低 GI食品になりうるか検
討した。Wistar系雄性ラットに、これらの単細胞化したペースト（単細胞化ペースト）または超音波により単細胞を破壊
したペースト（細胞破壊ペースト）を体重100ｇあたり0.15gの糖質を与えて、投与後、30分、60分、90分、120分後の血
糖値を血糖値測定器（グルテスト Neoスーパー）にて測定した。サツマイモ単細胞、破壊ペーストについては、それぞれ
の試料を麻酔下で経口投与し、24時間自発運動量測定装置（シナノ製作所）を用いて運動量を測定した。また、ストレス
負荷あり・なしで運動量を比較した。サツマイモ、ヤマイモ、バナナの単細胞化ペーストは、破壊したペーストに比べて、
血糖値の上昇が有意に低い低 GI食品であることが分かった。この原因は、いずれの場合にも、デンプンが細胞内の粒子
として貯えられており、唾液アミラーゼによる消化が遅くなることに起因していることが分かった。ストレスを負荷しな
かった場合、生理食塩水、単細胞化、細胞破壊の順に１日の総運動量は増加した。総運動量の増加には、血糖値の上昇
が関連しており、ストレス負荷の運動量増加には、血糖値以外の因子も関連していることがわかった。

研 究 分 野：栄養科学
キーワード： （1）高血糖　（2）メタボリックシンドローム　（3）インスリン抵抗性　（4）ストレス　（5）低 GI食品　（6）自

発運動量　（7）ストレス　（8）ラット

１．研究開始当初の背景

（1）我々を取り巻く社会にはいろいろなストレスがあ
ふれている。ストレスはおそらく過食などの生活の乱れ
につながり、体内の活性酸素を増加させることなどを引
き金の１つとして、糖尿病を発症し、高血糖状態を引き
起こすと考えられている。インスリンの過剰な分泌やイ
ンスリン抵抗性の惹起がさらにいろいろな精神的或いは
身体的ストレスを発症させることが知られている。

２．研究目的

（1）我々の研究グループは、栄養によってかかる高血
糖状態のストレスを緩和させる食事形態がないか、血糖
値をなるべく上げない食品いわゆる低GI食品の開発とそ
のストレスに及ぼす影響についてパイロット研究を試み
た。
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３．研究実施計画・方法

単細胞化したペーストと細胞破壊ペーストの調製－デ
ンプンを多く含むサツマイモ、ヤマイモを蒸煮処理した
のち、ホモジナイザーで単細胞化したペーストを作成し
た。なお、バナナについては、60℃で30分間、熱処理し
たのち、潰して単細胞化ペーストにした。細胞を破壊し
たペーストは、超音波破砕により調製した。
血糖値の測定－Wistar系の雄ラットを用いた。前日よ

り絶食したラットを単細胞化群と細胞破壊群に分け、試
料投与前の血糖値を血糖測定器（グルテスト Neoスー
パー、三和化学研究所）を用いて測定した。測定後、上
記の作成した試料をそれぞれ体重100gあたり0.15gの糖
量となるように経口投与し、投与後30、60、90、120分の
血糖値を測定した。
₂₄時間自発運動量測定－サツマイモ単細胞、破壊ペー

ストについては、それぞれの試料を麻酔下で経口投与し、
24時間自発運動量測定装置（シナノ製作所）を用いて運
動量を測定した。また、ストレス負荷あり・なしで運動
量を比較した。ストレス負荷は、コミュニケーション
ボックス（シンテクノ）を使用し、0.5 ～ 0.6mAの電気刺
激（１サイクル＝10秒電気ショック、50秒インターバル）
を30サイクル（30分間）行った。

４．研究成果

サツマイモ、ヤマイモ、バナナの単細胞化ペーストは、
破壊したペーストに比べて、血糖値の上昇が有意に低い
低 GI食品であることが分かった。この原因は、いずれの
場合にも、デンプンが細胞内の粒子として貯えられてお
り、唾液アミラーゼによる消化が遅くなることに起因し
ていることが分かった。
ストレスを負荷しなかった場合、生理食塩水、単細胞
化、細胞破壊の順に１日の総運動量は増加した。生理食
塩水と細胞破壊での１日の総運動量は有意な差がみられ
たが、単細胞化と細胞破壊での１日の総運動量では有意

な差はみられなかった。
生理食塩水、単細胞化、細胞破壊のいずれにおいても
ストレス負荷によって１日の総運動量は有意に増加し
た。ストレスを負荷した場合、単細胞化サツマイモ投与下
において、明期の運動量が最も増加した。ストレスを負
荷しなかった場合とストレスを負荷した場合で、明期の
運動量に有意な差がみられた。
以上のことから、デンプンの豊富なサツマイモ、ヤマイ
モやバナナなどの単細胞化したペーストは、アミラーゼ
などの消化を受けにくく、低 GI食品となることが分かっ
た。このうち、サツマイモについての自発運動量測定か
ら、血糖値の上昇と１日の総運動量との間に相関関係が
あることが分かった。ストレス負荷によって１日の総運
動量が増加した原因は、電気刺激のストレスにより、ノ
ルアドレナリンの放出が亢進し筋収縮力、心拍数、心拍
出量の増加などの緊急反応（闘争と逃避）と同様の反応
が起こった可能性が考えられた。
糖尿病の予防に、低 GI食品の摂取が推奨されている

が、同じイモ類でも、その加工、調理、摂取の形態が異
なれば、GI値も変わってくる。ストレス緩和に対する低
GI食品の効果に関するさらなる研究が必要であろう。

５．主な発表論文等

〔学会発表〕（計１件）
①「細胞化した野菜や果物は低GI食品である」○脇本麗，
池田沙良子，陶山純子，高木久美子，松本美紀，森永
涼子，竹嶋美夏子，原孝之，第65回日本栄養・食糧学
会，平成23年５月15日，東京

６．予算配布額
（金額単位：円）

研究経費 機器備品 合　計
平成21年度 2,020,000 0 2,020,000
平成22年度 2,000,000 0 2,000,000
合　計 4,020,000 0 4,020,000
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研究グループ代表者
藤田　　守（FUJITA MAMORU）栄養科学部・教授

共同研究者
熊谷　奈々（KUMAGAI NANA）栄養科学部・助手

研究協力者
佐久間良子（SAKUMA YOSHIKO）栄養科学研究科・博士後期課程（平成21年度）

有田　久美（ARITA KUMI）栄養科学研究科・博士後期課程（平成21年度）

篠原　美希（SHINOHARA MIKI）栄養科学研究科・博士後期課程
※単年度のみの参加者については、括弧内に参加年度を示す。

研究成果の概要
 新生児期（出生直後未授乳）、乳飲期、離乳期、離乳後および成熟期の小腸を超微形態学的に検索した結果、出生直後
および離乳期に消化吸収機構が急激に変化することが示唆された。また、乳飲期空腸吸収上皮細胞において免疫・組織化
学的検索を行った結果、高分子物質または β-lactoglobulinがトランスサイトーシスによって細胞頂部から細胞内を通過し、
基底側部から粘膜固有層へ侵入することが認められ、食物アレルギー発症の初期的段階の可能性が示唆された。また、成
熟期の実験モデル動物である Brown Norway rat（免疫・アレルギー研究に有用）を使用して、消化管粘膜の防御機構に関
する実験を行った結果、Brown Norway ratとWistar系 ratの消化管粘膜バリア機構に差異が認められた。さらに小腸のパ
イエル板上皮および大腸粘膜上皮下の防御機構にも差異があることが示唆された。

研 究 分 野：栄養形態学
キーワード：食物アレルギー、消化吸収、新生児期、乳飲期、小腸、吸収上皮細胞、Brown Norway rat

１．研究開始当初の背景

（1） 食物アレルギーは花粉症と並び、社会的問題となっ
ている。近年、日本人の社会環境および食環境は多
様化した。 食品には膨大な量と種類のアレルゲンが
含まれており、生体に対する障害性の反応が惹起さ
れる可能性が高くなっている。

（2）乳幼児のアレルギー疾患は食物に起因することが多
く、０歳児の発症が高いと言われている。そこで、食
物アレルギー発症機序等を含め、根本的対策が必要
となっている。

２．研究目的

（1） 本研究では、乳幼児消化管上皮の消化吸収機構の変
化を超微形態学的・免疫細胞化学的に検索し、食物
アレルゲンが消化管の管腔側から粘膜上皮層をどの

ように通過し、粘膜固有層内のマクロファージ等の
生体防御系細胞に認識されるか等の食物アレルギー
発症機序の初期的段階を詳しく解明し、それに基づ
いて食物アレルギーの発症を防御（１次予防）する
ことが目的である。

（2） 新生児期から乳飲期における小腸吸収上皮細胞の高
分子物質の消化機構および吸収機構（エンドサイ
トーシス）と高分子物質の細胞内通過機構（トラン
スサイトーシス）に関して免疫細胞化学的に検索し、
吸収上皮細胞の細胞内通過機構をコントロールする
ことも目的としている。

３．研究実施計画・方法

（1） 平成21年度は新生児期（出生直後未授乳、母乳摂取
後）、乳飲期、離乳期、離乳後および成熟期のWistar

系ラットの空腸および回腸を採取し、超微形態学的



－ 18 －

プロジェクト研究　研究成果報告書　第２号

検索を行った。
（2） 高分子物質の取り込みを知る目的で、horseradish 

peroxidase（HRP）を小腸管腔内に投与し、組織細胞
化学的に検索を行った。

（3） 乳飲期の小腸管腔内に β-lactoglobulinを投与し、免
疫組織化学的に検索を行った。

（4） 平成22年度は乳飲期のラットに人工乳または混合栄
養（母乳＋人工乳）を行い、空腸および回腸を採取
して超微形態学的に検索を行った。

（5） 各発達段階（新生児期、乳飲期、離乳期および成熟
期）の小腸管腔内に高分子物質のトレーサーとして
horseradish peroxidase（HRP）等、食物アレルゲンと
して β-lactoglobulinまたは ovalbuminを投与し、超微
形態学的・免疫組織化学的に検索を行った。

（6） 成熟期の実験モデル動物である Brown Norway rat

（免疫・アレルギー研究に有用）を使用して、消化管
粘膜の防御機構に関する実験を行った。

４．研究成果

（1） 平成21年度は、各発達段階（新生児期、乳飲期、離
乳期、離乳後および成熟期）の消化と吸収機構の変
化に関する実験を行い、小腸絨毛の変化について検
索した結果、新生児期および乳飲期の小腸絨毛は、
長さの異なる指状の絨毛が密に観察された。しかし、
離乳過程が進むにつれ、長さのほぼ均一な舌状の絨
毛が観察されるようになった。

（2） 小腸吸収上皮細胞のエンドサイトーシスおよびトラ
ンスサイトーシスに関与している膜系について検索
を行った結果、出生直後未授乳の空腸ではエンドサ
イトーシスに関与すると思われる膜系は少なく、母
乳摂取後では脂質の取り込みとエンドサイトーシス
に関与する膜系の発達が見られた。出生直後未授乳
の回腸ではエンドサイトーシスに関与すると思われ
る膜系が空腸よりも多く見られ、母乳摂取後ではそ
れらの膜系の発達が見られた。

（3） 乳飲期の空腸および回腸では、新生児期よりもさら
に発達した膜系が観察されたが、離乳を境にそれら
の膜系は見られなくなった。

（4） 乳飲期の空腸ではエンドサイトーシスおよびトラン
スサイトーシス、回腸ではエンドサイトーシスの発
達が見られたものの、離乳を境にしてエンドサイ
トーシス、トランスサイトーシスが見られなくなっ
た。

（5） 小腸吸収上皮細胞における高分子物質の消化機構・
吸収機構（エンドサイトーシス）および高分子物質
の細胞内通過機構（トランスサイトーシス）を知る
目的でタンパク質等の高分子物質のトレーサーを用
いた検索の結果、出生直後未授乳の空腸吸収上皮細
胞ではエンドサイトーシスがわずかに観察されたも

のの、トランスサイトーシスは見られなかった。母乳
摂取後では、活発なエンドサイトーシスおよびトラ
ンスサイトーシスが観察された。トレーサーを投与
した出生直後未授乳の回腸吸収上皮細胞では空腸よ
りも多くの高分子物質のエンドサイトーシスが見ら
れ、母乳摂取後では発達した膜系内に多くの高分子
物質が大量に取り込まれた。

（6） 乳飲期の小腸管腔内に高分子物質および β- 

lactoglobulinを投与した結果、空腸ではトランスサイ
トーシスに関与する膜系内および粘膜固有層内、回
腸では吸収上皮細胞のエンドサイトーシスに関与す
る膜系内および巨大ライソゾーム内に反応産物が認
められた。

（7） しかし、離乳を境にしてエンドサイトーシス、トラン
スサイトーシスが見られなくなった。これらの結果
から、新生児、乳幼児消化管における吸収機構は、
母乳摂取開始および離乳を境に吸収機構が変化する
ことが示唆された。

（8） 乳飲期空腸吸収上皮細胞において、高分子物質また
は β-lactoglobulinがトランスサイトーシスによって細
胞頂部から細胞内を通過し、基底側部から粘膜固有
層へ侵入することが認められ、食物アレルギー発症
の初期的段階の可能性が示唆された。

（9） 平成22年度は、乳飲期のラットに人工乳または混合
栄養（母乳＋人工乳）を行い、空腸および回腸を採
取して超微形態学的および組織化学的検索を行った
結果、新生児、乳幼児期の消化管上皮における吸収
機構は母乳摂取開始および離乳を境に吸収機構が大
きく変化した。また、人工乳および混合栄養を行う
ことでも消化吸収機構が変化することが示唆され
た。

（10） 各発達段階（新生児期、乳飲期、離乳期および成熟
期）の小腸管腔内に高分子物質のトレーサーとして
horseradish peroxidase（HRP）等、食物アレルゲンと
して β-lactoglobulinまたは ovalbuminを投与し、超微
形態学的・免疫組織化学的に検索を行った結果、乳
飲期において、高分子物質または食物アレルゲンで
ある β-lactoglobulinや ovalbuminがトランスサイトー
シスによって空腸吸収上皮細胞の頂部細胞膜ドメイ
ンから細胞内を通過し、基底側部細胞膜ドメインか
ら粘膜固有層へ侵入することが認められ、食物アレ
ルギー発症機序の初期的段階の可能性が示唆され
た。このことから乳飲期に母乳成分以外のタンパク
質等の高分子物質、特にアレルゲンを含んだ食物を
控えることで、食物アレルギー発症の１次予防を行
うことができると思われる。

（11） また、成熟期の実験モデル動物であるBrown Norway 

rat（免疫・アレルギー研究に有用）を使用して、消
化管粘膜の防御機構に関する実験を行った。Brown 

Norway ratとWistar系 ratの胃、小腸、大腸を比較
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すると、粘膜バリア機構に差異が認められた。さら
に小腸のパイエル板上皮および大腸粘膜上皮下の防
御機構にも差異があることが示唆された。
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研究成果の概要
 乳癌の発生に内臓脂肪型肥満や大豆などの食事性因子がどのように関与しているかを動物実験、細胞実験、症例対照研
究により検討した。EMS誘導乳癌ラットでの研究では、大豆イソフラボンであるゲニスタイン（GEN）は日本人の標準的
GEN摂取量にあわせた低投与量から、その数百倍の高投与量でもホルモン依存性乳癌の発症を抑制できなかった。また内
臓肥満ラットが乳癌を発症しやすいという結果は得られなかった。さらに女性乳癌患者での食事調査では、閉経後乳がん
患者に限定して解析した結果、乳がん患者において、大豆の摂取は関連なく、総食事摂取量、エネルギー摂取量、油脂お
よび植物性脂質過剰摂取が有意に乳がんリスクと関係していることが示唆された。クルクミンの抗がん作用はアポトーシ
スが原因であり、Erkや Akt、mTORなどのチロシンキナーゼタンパクの下流のシグナル伝達の阻害によりもたらされるも
のではなく、アポトーシス誘導する機序の方がより優位であることが明らかとなった。また成人における食生活と身体状
態との関連を検討し、肥満対策には食事摂取量よりも行動習慣を是正すること、すなわち行動変容がより重要であること
が示唆された。さらに効果的な減量を促進するための新しいエネルギー制限食のレシピ―を開発した。

研 究 分 野：総合領域（生活科学・食生活学）
キーワード： ①乳癌　②一次予防　③食事性因子　④エネルギー制限食　⑤肥満　⑥アディポカイン　⑦シグナル伝達　

⑧症例対照研究

１．研究開始当初の背景

（1）癌の分子機序の解明とともに癌治療は大きな進歩が
見られている。しかし本邦において癌の死亡率は一向
に改善がみられず、2020年には二人に一人は癌で死亡
すると推測されている。疫学調査によると、食事や生
活習慣は癌の発症原因の過半数を占め、このため生活
習慣や食生活の改善による癌の一次予防は、癌死を減
少させるための21世紀の大きな課題である。とりわけ
近年、本邦の女性において増加が著しい乳癌と大腸癌
は、ともに肥満及び食生活など生活習慣に密接に関連

した癌と考えられており、とくに乳癌に関しては日本
人の罹患率は欧米の１/３と少なく、この原因として大
豆イソフラボンが挙げられ、その主成分であるゲニス
タインが乳癌発症を抑制するのではないかとの仮説が
疫学研究で示されている。しかし欧米での研究では大
豆イソフラボンとの関連はほとんどないことが報告さ
れている。さらにウコンの成分であるクルクミンのが
ん増殖抑制効果の作用機序に関しては多くの報告があ
るが、細胞内のシグナル伝達機構に関しては確固たる
報告はない。

（2）またメタボリックシンドロームの元凶である内臓脂
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肪型肥満は冠動脈疾患との関わりがとりわけ脚光を浴
びているが、最近の臨床研究において乳癌や大腸癌の
患者には、肥満とくに内臓脂肪蓄積型肥満がみられ、
アディポカイン濃度も異常をきたしていることが報告
されている。しかしアディポカインのこれらの癌細胞
に対する詳細な作用機序は明らかになっていない。

（3）適正体重を維持することが生活習慣病を是正するう
えでの基本であるため、成人における食生活を是正す
るうえで臨床の場において減量の指標となる生活習慣
を見出すことが重要である。また効果的な減量をする
ための手段として、エネルギー制限されているが受け
入れやすい食事のレシピ―を開発する必要がある。

２．研究目的

本研究では上記の疑問点を解決するため、乳癌が発生
するまでの過程で、内臓肥満に関連したサイトカインで
あるアディポネクチンや、日本人に特有な食事の成分で
ある大豆イソフラボン、とくにゲニステイン、さらにクル
クミンがどのように関与しているかを中心として、動物
実験、細胞実験、疫学研究などにより多角的に解明する
ことが目的である。とくに肥満における乳癌の発症機序
を、肥満モデル動物においてアディポカインや食因子を
通して解析し、またヒト株化細胞を使用して、癌細胞制
御のメカニズムを分子生物学的にシグナル伝達より解析
する。さらに食事性因子と乳がんの関係を調べる疫学研
究として、女性乳癌患者と非乳癌女性を対象にした食事
調査による症例対照研究を行い、乳癌の発症を促進ある
いは抑制する食因子の同定し、これらの癌発症モデル動
物にて検証するとともに、乳癌細胞においてその作用機
序をシグナル伝達経路から解析することによって癌の一
次予防に応用する。また成人における食生活と身体状態
との関連を検討し、臨床の場において、減量の指標とな
る生活の上での習慣を見出し、さらに効果的な減量を促
進するための新しいエネルギー制限食のレシピ―を開発
する。 

３．研究実施計画・方法

（1）乳癌発症モデルラット（OLETF）における乳癌発症
機序の解析と制御因子の同定
① ヒトのメタボリックシンドロームの特徴を有する

OLETFラットとその対照である LETOラットを使
用して、ラットに乳癌を誘導するエチルメタンスル
フォン酸（EMS）を投与して肥満ラットと正常ラッ
ト間で発症頻度およびアディポネクチンレベルを測
定し、乳がん発生と肥満およびアディポカインとの
関連を検討する。
② 誘導された乳がん組織のエストロゲン受容体（ER）、
プロジェステロン受容体（PR）、Her-2などを測定し

肥満と関連した乳癌の生物学的特徴がないか検討す
る。

（2）乳癌発症と食事性因子の関連をEMS誘発性乳がんモ
デルラット、乳がん細胞株、症例対照研究を行い解析
した。
①大豆イソフラボンであるゲニステインの乳がん発症
予防効果を、EMS誘発性乳がんモデルラットを使用
して解析する。
②ウコン由来のクルクミンによる乳がん発症抑制を

EMS誘発性乳がんモデルラットを用いて検討する。
③乳癌の細胞株でアディポネクチンと食事性因子によ
る細胞死誘導のシグナル伝達

 乳癌細胞株において、アディポネクチンやゲニスタ
イン、クルクミンの細胞増殖に対する作用をWST-1
アッセイで、またアポトーシスをフローサイトメト
リー（FACS）による細胞周期解析と PARPアッセイ
から解析する。またシグナル伝達のどの部位を抑制
しているのかを明らかにするために、PI-3K-Akt経
路、Ras-Raf-1-Erk経路，　転写因子 STAT3，　アポ
トーシス関連因子（Bcl-2や Bax）,　mTORの標的分
子である S6K1や4E-BP1などを介したシグナル経路
から解析する。
④ 乳癌発症の肥満と食事性因子の検討―乳癌患者にお
ける症例対照研究

 九州がんセンターの乳がん女性患者150名、および
福岡近郊の健康女性対照者300名について詳細な食
事調査と臨床医学的情報を収集し統計解析を行い、
癌発症を制御あるいは促進する食因子を抽出し、
Odds比を推定し（症例対照研究）すでに報告されて
いる食因子との比較を行う。

（3） 成人における食生活と身体状態との関連を検討す
る。

（4）肥満対策のためのエネルギー制限食の開発を行う。

４．研究成果

（1）モデルラットにおける内臓脂肪と乳癌発症機序の解
析と制御因子の同定

  ヒトの内臓脂肪症候群のモデルラット OLETFに生
後４週齢から、乳癌発症させる発癌剤であるEMSを12
週間飲み水に混ぜて投与し、乳癌発症の経過と血中の
種々のサイトカインを測定し、コントロールの LETO

ラットと比較した。EMS投与量には両群で差はないよ
うに前日の飲水量で毎日調整した。中途で死亡した
ラットを除き、実験開始後40週までの乳がん発症数
は、OLETFラット0/16匹、LETOラット2/16匹であっ
た。LETOの腫瘍は両者とも異型性の強い浸潤性乳管
癌であった。このため内臓脂肪ラットが乳癌になりや
すいということは証明できなかった。

  LETOで発症した乳癌組織のエストロゲンとプロ
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ジェステロン受容体、Her-2などの受容体発現などを免
疫組織染色により調べたところ２匹の LETOの乳癌組
織のひとつは ER（＋）、PR（＋）、HER2（－）と、も
うひとつは ER（＋）、PR（＋）、HER2（＋）であった。

（2）EMS誘発性乳がんモデルラットを使用した乳がん発
症における食事性因子の解析

  大豆イソフラボンであるゲニステインを、ホルモン依
存性乳癌発症する EMS誘導乳がんモデルラットに経
口投与し、その発症速度および癌細胞のエストロゲン
受容体、プロジェステロン受容体、Her-2受容体などの
ホルモン受容体の発現を調べ、ゲネスタチンの乳がん
予防効果の生物学的特性を検討した。飼料はゲニステ
イン⊖フリーの内分泌攪乱物質研究用飼料を使用し、
これにゲニステインを低・中・高の三段階に投与量を
分け、乳癌発症を比較した。ちなみに低投与量の血中
濃度は日本人の標準的なゲニスタイン濃度に相当する
ものである。統計上、発症速度に有意な差は無く、発
症時期はほぼ同じであった。また、免疫組織染色によ
り受容体発現を確認したところ、ゲネステインを投与
中に発症した乳癌はすべてホルモン受容体陽性であっ
た。一部の乳癌は Her-2陽性を示した。現在、実験匹
数を増やし再検中である。

（3）乳癌の細胞株でアディポネクチンと食事性因子によ
る細胞死誘導のシグナル伝達
①ホルモン依存性乳癌細胞株（MCF-7）および Her-2増
幅乳癌（SK-BR3）においてアディポネクチンの細胞
増 殖 に 対 す る 作 用 や PARP（PolyADP Ribose 

Polymerase） 断片化アッセイによるアポトーシスを
解析している。その結果、アディポネクチンはこれら
の乳がん細胞の増殖抑制に関与している可能性が示
されたが、有意な差は出なかった。またアディポネ
クチンによるAktおよびErkのリン酸化（活性化）や
mTORの基質である S6K1と4EBP-1のリン酸化には
ほとんど影響は見られなかった。

（4）クルクミンによる細胞死誘導とシグナル伝達の解析
  ウコンに含まれるポリフェノールであるクルクミン
を、受容体タイプの異なる乳がん細胞５種（MCF-7, 
SKBR-3, BT474, T47D, MDA-MB-361）に添加し増殖阻
害効果を見たところ、ER, PRのホルモン受容体や
HER-2に関係なく殺細胞効果を示し、アポトーシスを
誘導することが明らかとなった。このためクルクミン
はホルモンレセプターや HER-2の下流のシグナル蛋白
の活性化を抑制していることが考えられ、現在その標
的蛋白をウエスタンブロティングにより探索中である。

  また活性化 Rasおよび活性化 Src導入細胞（HAG/

RasおよびHAG/Src）におけるクルクミンの殺細胞効果
を検討したところ、Ras, Srcの活性化はなんらクルクミ
ンの抵抗性を誘導しなかった。このことは、クルクミ
ンはこれらの下流のシグナル経路である Ras-Raf-1-Erk

経路、PI3K-Akt経路、転写因子 STAT3などは標的分子

ではないことが示唆された。現在アポトーシス関連タ
ンパクである Bcl-2, Baxなどの発現や活性化を検討し
ている。

（5）乳癌発症の食事性因子の検討―乳癌患者における症
例対照研究

  本大学と九州がんセンターとの共同で、乳癌発症に
おける肥満因子と食事性因子の探索についての症例対
照研究を平成20年度から開始しているが、この中で乳
癌発症と肥満の関連、また癌発症を抑制あるいは促進
する食事性因子を解析した。肥満との関係は発症直後
BMI、既往最大体重を指標にして解析した。食生活と
の関係は中村式食物摂取頻度調査を用いて調査した。
九州がんセンター通院中の乳癌患者146名、対象とし
て福岡県内の正常女性162名について詳細な食事調査
と臨床医学的情報を収集できた。この中で閉経後乳が
ん患者に限定して解析した結果、乳がん患者において
有意に総食事摂取量、エネルギー摂取量ともに多く
（ともに p<0.001）油脂（p <0.001）および植物性脂質
（p＝0.018）の過剰摂取は有意に乳がんリスクを高め、
今回の対象者において閉経後乳癌の発症には油脂およ
び植物性脂質の過剰摂取量が関係していることが明ら
かになった（第69回日本癌学会）。今回の研究一施設
で行ったため症例が少なく、なかばパイロット研究で
あったので、現在、九州乳癌研究会参加施設20機関の
協力を得、2000例の食事調査を開始している。

（6）ドック受診者を対象に食物摂取頻度調査および食行
動調査を行った結果、エネルギー及び三大栄養素では
BMI25およびウエスト85（男性）あるいは90（女性）cm

を境とした有意差が無かったのに対し、食行動ではほ
ぼすべての項目で有意差があり、食事摂取量よりも行
動習慣を是正すること、すなわち行動変容が重要であ
ることが示唆された。

（7）市中病院において満腹感が得られるエネルギーコン
トロール食を新たに開発し、従来のエネルギー制限食
と比較した結果、脂質と糖質を減らしながらも微量栄
養素を充足し満腹になる肥満症治療食を開発すること
ができ、肥満症患者において一定の減量成果が挙げら
れた。

（8）肥満クリニック参加者77名を対象とし解析したとこ
ろ、血中アディポネクチン値は閉経と関係し閉経後が
有意に高値であることがわかった。栄養素摂取量は γ
およびδ -トコフェロール、多価不飽和脂肪酸が正の
相関を示した。これら関係のあった栄養素の分子生物
学的関連を今後検討していく。栄養支援にとりいれて
いるグラフ化体重日記には肥満者の減量成果が確実に
あることがわかり、今後有効活用方法を検討していく
ことで根治が難しいとされてきた生活習慣の劣化を是
正するきっかけになる。
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研究成果の概要
 本研究は、保育所幼児の食生活や生活習慣についての実態を明らかにし、食生活を評価するための指標として、腸内細
菌叢の分析データを使用して検討を行った。さらに、児童を対象に、食物摂取頻度調査や食生活調査を実施し、咬合力と
咀嚼行動との関連性について検討した。
 食生活調査と腸内細菌叢の関連性については、期間は2010年４月から６月。対象は同意が得られた幼児69名。調査は
食習慣に関する実態調査、食事記録調査、排便習慣調査、中医体質診断を取り入れた調査を実施した。採便後の腸内細
菌叢については、（株）テクノスルガ・ラボに依頼し、Nagashima法により T-RFLP法で分析した。その結果、対象児童の
身体計測は、カウプ指数18以上は16.4％であった。栄養素等摂取状況では、食塩相当量の過剰摂取、食物繊維の摂取不足
が明らかとなった。次に生活習慣調査において、幼児の夜型化、朝食の欠食、排便時刻の不規則が伺えた。栄養素等摂取
量と腸内細菌叢合の関連性にいては、カルシウム摂取量と Lactobacillales目菌において、カルシウム摂取量が高い群が低い
群に比べて有意に高い数値を示した。中医体質調査の結果では、肥満や高血圧と関わりのある痰湿質の幼児は48.5％を占
め、便秘や糖尿病と関わりのある陰虚質の幼児は12.6％を占めていた。幼児の食事や生活習慣と体質は密接な関連が確認
され、生活習慣病予防の観点から、中医学の薬膳を取り入れた食育が必要であると考えられる。
 児童の咬合力と咀嚼行動の関連性については、福岡県内の K小学校５年生の児童60名を対象として、Rohrer指数の算
出、腹囲計測、オクルーザーによる咬合力測定、食物摂取頻度調査および欠食、間食、共食状況、咀嚼行動に関する食生
活調査を行った。統計解析は相関関係を調べ、χ2検定、重回帰分析、一元配置分散分析を行った。対象児童のうち、Rohrer
指数140以上の肥満児は14％であった。各調査項目の関連について、咬合力の高い群では緑黄色野菜、海藻類の摂取量が
多く、間食の摂取や丸飲みの頻度が低く、咀嚼回数が多い傾向がみられた。また、Rohrer指数が高い児童ほど、肉類や麺
類の摂取が多く、摂取食品群と肥満との関連性が推測された。咀嚼行動の改善が児童の健全な咬合力および咀嚼機能の発
達と食習慣の形成につながり、さらには肥満の予防が期待される。
 本研究では、３つのテーマについて報告する。
［1］福岡県上毛町保育所幼児における食生活調査と腸内細菌叢
［2］保育所乳幼児における体質診断調査と薬膳食材
［3］児童の食生活調査における咀嚼行動と肥満への関連

キーワード：幼児、腸内細菌叢、中医学、体質調査、児童、咀嚼、咬合力、肥満 
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１．研究開始当初の背景

［1］ 福岡県上毛町保育所幼児における食生活調査と腸内
細菌叢
平成13年には母子保健のヘルスプロモーションとして

の「健やか親子21」が策定され、平成17年に食育基本法
が施行され、平成18年に改定された教育基本法には、幼
児期の教育の振興が盛り込まれている。そして、平成21
年４月に改定「保育所保育指針」が施行され、その指針
の「総則」の保育所保育の目標は子供の保育に関する子
育て援助と保護者に対する子育て支援の２本柱になって
いる。
また、保育所現場においては、幼児を対象とした食育
活動で、その評価判定、問題分析、指導計画、指導の実
施、効果の評価、問題点の把握、そして再指導などを検
討した報告はほとんどない。

［2］ 保育所乳幼児における体質診断調査と薬膳食材
中国には四千年の長い歴史の中で伝承され、淘汰され
て今日に至っている中医学理論があり、これは個々人に
対応したテーラメード栄養学である。この中医学には独
特な体質診断・治療のシステムがあり、特に疾病予防の
一つに「治未病」がある。この「治未病」とは、早期治
療することで疾病の前の段階において、個々人の体質に
対応した健康管理を行うことで疾病を予防する事が可能
となる。子どもの生活習慣病の予防対策や食教育にこの
中医学理論に基づいた体質診断調査を行い、各体質に対
応した薬膳食材を導入することで健康増進に寄与でき
る。

［3］ 児童の食生活調査における咀嚼行動と肥満への関連
本研究では児童の咬合力および咀嚼スコアによる咀嚼
力の数値化を試み、咀嚼行動を含めた児童の食物摂取状
況を調査し、咀嚼力と肥満との関連性を検討した。

２．研究目的

［1］ 福岡県上毛町保育所幼児における食生活調査と腸内
細菌叢
本研究は、保育所幼児を対象に食習慣を含む生活習慣

の意識や実態について調査を実施し、幼児の食の問題点
を明らかにすることを目標に研究を進めた。また、食生
活を評価するための指標として、腸内細菌叢の分析デー
タを用いた。

［2］ 保育所乳幼児における体質診断調査と薬膳食材
中国の中医薬関係の重点大学の一校である上海中医薬
大学の協力を頂き、子供用の体質診断調査票を開発する
ことを目的に研究を進め、さらに、乳幼児を対象に本研
究で作成した体質診断調査票を使用して、乳幼児の体質

の現状について検討した。また一方では、個々人の体質
に対応した薬膳メニューが簡便に作ることができるよう
に、『中薬大辞典』を用いて、子ども体質別薬膳食材の分
類を行い、整理した。
今後、子どもたちの生活習慣病の予防や健康の維持増
進のための食教育の推進に、本研究の成果が貢献できれ
ばと考えている。

［3］ 児童の食生活調査における咀嚼行動と肥満への関連
本研究では児童の咬合力および咀嚼スコアによる咀嚼
力の数値化を試み、咀嚼行動を含めた児童の食物摂取状
況を調査し、咀嚼力と肥満との関連性を検討した。

３．研究実施計画・方法

［1］ 福岡県上毛町保育所幼児における食生活調査と腸内
細菌叢

（₁）調査内容
①食習慣に関する実態調査
 第１回調査は生活時間、食生活・食教育について等
22項目、第２回調査は生活習慣、排便習慣について等
14項目。
②食事記録調査
 第１回調査は食物摂取頻度調査で穀類９品、野菜類
33品、計141品、第２回調査は１日間の朝食と夕食の
献立名と食品名。 

③排便習慣調査
 第１回調査は排便回数や排便状況等16項目、第２回
調査は排便時刻や排便の色など６項目。 

④採便後の腸内細菌叢の分析
 腸内細菌叢の分析は（株）テクノスルガ・ラボに依頼
し、Nagashima法により T-RFLP法で解析した。 

（₂）解析方法
統計解析ソフト Excel統計2008 for Windowsを用いた。
第１回と第２回の比較は χ2検定、腸内細菌叢の平均値の
比較については Student t-test、Shirley-Williams、Steelの
多重検定を用いた。栄養素等の摂取量については、エク
セル栄養君 Ver4.5（建帛社）を使用した。この研究は、中
村学園大学の倫理委員会からの承諾を得、実施した。

［2］ 保育所乳幼児における体質診断調査と薬膳食材
（₁）中医学理論に基づく子供の体質診断調査票の作成
中医学理論に基づく子どもの体質診断調査票を作成す

るために、子どもの体質分類に関する12報文献、さらに
中華中医薬学会標準―『中医体質分類与判定』を参考
にした。
（₂）中医学理論に基づく子供体質別薬膳食材の整理
中医学理論に基づく子供体質別薬膳食材の整理につい
ては、選択基準をもとに整理した。参考文献は、上海科
学技術出版社の『中薬大辞典』及び上海科学技術出版社
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小学館（株）の『中薬大辞典』である。内容は『中薬大辞
典』の病名索引の小児科編より、子供のよくある疾病に
対して、予防治療の効果のある食材を基本に、薬膳食材
を植物の味、臨床症状により五味の辛・甘・酸・苦・
鹹、五性の温・熱・寒・涼・平、人体のどこの臓腑に薬
効があるのかを示した帰経の肝・心・脾・肺・腎・胆・
小腸・胃・大腸・膀胱で整理した。また、さらに、子供
の体質別薬膳食材の整理について、『中医雑誌』の「略論
小児体質学説及其臨床意義」、『広西中医薬』の「王力寧
教授従体質論治小児反復呼吸道感染的経験介紹」、『浙江
中医雑誌』の「王力寧因質弁治小児外感咳嗽的経験」、
『中医児科雑誌』の「依据小児体質弁治外感咳嗽」、『新中
医』の「小児体質類型及其臨床意義」、『四川中医』の「試
論小児体質与飲食調養」、『自我保健』の「小児六種体質
的中医調理」などの文献を参考に、各体質の健康増進方
法をまとめて、子供の体質別薬膳食材を一部整理した。
（₃）子供体質診断調査票の活用
本研究で開発した、子供用体質診断調査票を使用し
て、保育所の乳幼児を対象に体質分類した。
①子ども体質診断調査の対象と期間
 調査対象は、沖縄県伊江村立保育所（O県 I）の乳
幼児78名及び福岡県上毛町保育所（F県 K）の乳幼児
92名である。調査期間は平成22年11月～ 12月である。
②子ども体質診断調査の方法
 調査は同意が得られた乳幼児に、郵送法で保護者に
配付して調査依頼した。対象者からインフォームドコ
ンセントを得ており、中村学園大学の倫理委員会から
の承認を得、実施した。
③子供体質診断調査の内容
 調査票の問 Iは、最近一年間の子どもの体つき、顔
色、精神状態、摂食状態、大便、小便、よくある症状、
舌質及び舌苔の９項目で、選択肢は最もよく当てはま
る一つを選ぶこととした。問 IIは、各体質に関する代
表的な質問が全部で47問であり、各問の５つの選択肢
からまったくない１、まれにある２、ときどきある３、
よくある４、いつもある５と最もよく当てはまるもの
を一つ選ぶこととした。
④子ども体質診断調査の評価方法
 質問項目Ⅰは、本研究で分類した六体質の体つき、
顔色、精神状態、摂食状況、大便、小便、症状、舌質
と舌苔の９項目について、対象者が症状の有ると答え
た回数を評価する。質問項目Ⅱは、『中華中医薬学会標
準－中医体質分類与判定』より、子供の体質分類に活
用できる正常質、痰湿質、陰虚質、陽虚質、気虚質と
追加した気血不足質の六体質である。その特徴を基
に、設定した47項目は五段階評価で「まったくない」
（１点）、「まれにある」（２点）、「ときどきある」（３
点）、「よくある」（４点）、「いつもある」（５点）と点
数化した。評価方法について、各体質に各項目の点数
を合計し、得た数値は合計点といい、子どもの体質を

六分類したので、合計点が６つになる。この６つの合
計点については、王琦らが開発した体質診断のための
算定公式を参考にした。算定公式は、総得点＝［（各体
質の合計点－各体質の項目数）］/［（各体質の項目数×
４）］×100、得た数値は総得点と言う。体質の判定基
準は、平和質は１）総得点が60点以上の場合、また２）
他の５つの体質の総得点は全て30点以下であると平和
質であると評価する。１）と２）を除いた場合は疾病が
あると評価する。残りの各５つの体質については総得
点が30点以上の場合、その体質と評価する。それ以外
はその体質でないと評価する。体質診断はこの六つの
総得点で評価する。

［3］ 児童の食生活調査における咀嚼行動と肥満への関連
（₁）調査対象および調査期間
調査対象は福岡県K市のK小学校の５年生の児童60名

とし、身体計測、食物摂取頻度調査、および食生活調査
を行い、調査期間は2009年10月から11月とした。身長、
体重、腹囲および咬合力測定が可能であった56名を分析
対象とし、各調査項目の関係について統計解析を行っ
た。
（₂）身体計測
身体計測は対象児童の身長、体重から Rohrer指数［体

重（kg）/身長（cm）3×107］を算出し、腹囲を計測した。
（₃）咬合力測定
咀嚼力の客観的評価法として咬合力（N）を測定した。
測定には咬合力測定システム用フィルム（デンタルプレ
スケール50H-Rタイプ Sサイズ）を用い、咬合力測定シ
ステム（オクルーザー FPD-707）で解析を行った。
（₄）食生活調査
①食生活調査
 食生活調査は学校給食における食べるはやさ、咀嚼
程度、米飯の咀嚼回数など咀嚼行動に関する５項目お
よび「平成19年度児童生徒の食事状況等調査報告書」
にあげられている項目の中から、肥満に関係すると考
えられる欠食、間食の頻度、共食状況、また、運動や
ストレスに関する11項目を選択し、併せて16項目につ
いてアンケート調査を行った。
②摂取可能食品の調査における咀嚼スコアの算出
 咀嚼力の主観的評価法は平井らの食品選択方法に準
じて摂取可能食品の調査を行い、摂取難易度ごとに分
類した食品30品目について摂取可能率（％）および咀
嚼スコアを算出した。
③食物摂取頻度調査
 食物摂取頻度調査は食物摂取頻度調査票 FFQg

（ver3.0）を用い、栄養素および食品群別摂取量を推定
した。推定された栄養素は「日本人の食事摂取基準
（2010年版）」の値（10歳～ 11歳）に対する割合を算出
し、食品群別摂取量は「平成19年度児童生徒の食事状
況等調査報告書」の結果と比較した。
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（₅）対象者への倫理的配慮
本研究は K小学校の児童および保護者に予め研究の意
義を十分に説明し、承諾を得、中村学園大学倫理審査委
員会の承認を得て実施した。
（₆）統計解析
統計解析は SPSS16.0J（SPSS Inc.,Chicago,USA）を使用

した。児童の Rohrer指数と腹囲、咬合力および咀嚼スコ
ア間の関係については相関係数（Pearson, Spearman）を
用いて調べた。さらに各調査項目間の関係は χ²検定、一
元配置分散分析および重回帰分析を行った。

４．研究成果

［1］ 福岡県上毛町保育所幼児における食生活調査と腸内
細菌叢

（₁）対象者の特性
対象者の年齢別、性別、身体状況を表２に示した。第
１回調査で同意が得られた幼児は99名である。カウプ指
数は、18.0以上の太りぎみの幼児は第１回調査が全体の

9.1％であった。第２回調査で同意が得られた対象者は67
名である。カウプ指数は、18.0以上の太りぎみの幼児は
第２回調査が16.4％であった。
（₂）栄養素等の摂取状況
性別の栄養素等の摂取状況の第２回調査結果を表３、
表４に示した。食事記録法によると、男子においては、第
１回調査結果の食物摂取頻度調査票と同様に、基準値よ
り高い割合を示した栄養素は、エネルギー、たんぱく質、
脂肪エネルギー比、ビタミン B₂、食塩相当量であり、基
準値より低い割合を示した栄養素は、炭水化物エネル
ギー比、食物繊維であった。女子においても、男子と同
様の結果を得た。年齢によっては鉄が若干不足している
ことが伺えた。
（₃）食習慣に関する実態調査結果
対象者の食習慣調査結果、朝食摂取状況では、毎日食
べるは第１回調査で89.6％、第２回調査で86.8％であり、
保育所幼児の欠食率が高いことが示唆された。
（₄）排便習慣調査結果
対象者の排便習慣調査結果、排便時刻では第１回調

第１回調査 第２回調査
１～２歳 ３～５歳 ６歳 １～２歳 ３～５歳

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
（n＝6） （n＝6） （n＝40） （n＝22） （n＝16） （n＝9） （n＝7） （n＝11） （n＝25） （n＝24）

身長（cm） 83.1±6.1 83.9±6.5 102.2±6.6 102.8±8.2 116.2±3.7 119.2±2.8 92.2±5.5 89.3±5.0 106.1±7.2 108.1±7.0
体重（kg） 12.5±1.6 12.4±2.8 17.6±2.3 17.4±2.8 22.3±2.1 24.3±2.6 13.9±2.1 12.8±1.4 18.9±4.3 19.9±4.2
カウプ指数 18.0±1.2 1.3±2.0 16.7±1.2 16.4±1.2 16.5±1.4 17.0±1.4 16.3±1.4 16.1±1.3 16.6±1.9 16.8±1.9
基準体位※

身長（cm） 85.0 84.0 103.4 103.2 120.0 118.6 85.0 84.0 103.4 103.2
体重（kg） 11.7 11.0 16.2 16.2 22.0 22.0 11.7 11.0 16.2 16.2

栄養素等

１～２歳（n＝7） ３～５歳（n＝26）

摂取量
基準値に
占める割合
（％）

摂取量
基準値に
占める割合
（％）

エネルギー（kcal） 1205± 249 120.5 1528± 210 117.6 
たんぱく質（g） 38.0 ± 10.3 189.9 42.9 ± 8.6 171.5 

脂肪エネルギー比（％）26.0 ± 3.5 104.1 28.9 ± 5.5 115.7 
炭水化物エネルギー比（％）60.4± 5.4 90.1 59.3± 5.6 87.3 
ビタミン B1（mg） 0.64± 0.13 128.4 0.68± 0.13 96.7 
ビタミン B2（mg） 0.79 ± 1.71 132.0 0.92 ± 0.29 114.7 
ビタミン C（mg） 39± 24 98.5 41± 17 91.4 
ビタミン A（μgRE） 452± 334 113.0 449± 217 99.8 
カルシウム（mg） 426± 125 106.5 515± 138 86.6 
鉄（mg） 4.1± 1.3 103.5 5.0 ± 1.3 91.6 

食塩相当量（g） 4.5± 1.0 113.3 6.2± 1.4 123.9 
食物繊維（g） 9.1± 2.0 － 10.8± 1.7 －

食物繊維（g/1000kcal） 7.5± 0.9 75.3 　 7.1± 1.2 54.8 

栄養素等

１～２歳（n＝11） ３～５歳（n＝23）

摂取量
基準値に
占める割合
（％）

摂取量
基準値に
占める割合
（％）

エネルギー（kcal） 1201± 223 133.4 1571± 204 125.7 
たんぱく質（g） 35.2 ± 8.8 175.9 43.0 ± 9.6 171.9 

脂肪エネルギー比（％）24.3 ± 6.5 97.2 28.1 ± 5.3 112.5 
炭水化物エネルギー比（％）63.3± 8.2 94.5 60.2± 5.9 89.8 
ビタミン B1（mg） 0.55± 0.15 110.2 0.78± 0.17 111.4 
ビタミン B2（mg） 0.58 ± 0.19 116.6 0.92 ± 0.29 115.4 
ビタミン C（mg） 39± 12 97.3 50± 22 110.4 
ビタミン A（μgRE） 344± 177 98.4 579± 584 128.6 
カルシウム（mg） 335± 69 83.6 429± 161 78.0 
鉄（mg） 4.4± 1.0 97.8 5.3± 1.3 97.2 

食塩相当量（g） 4.8± 1.2 121.1 6.4± 1.6 128.5 
食物繊維（g） 8.5± 1.7 －  12.1± 3.1 －

食物繊維（g/1000kcal） 7.2± 1.6 79.5 　 7.7± 1.8 59.4 

表２　対象者の年齢別、性別、身体状況

表３　性別の栄養素等の摂取状況（男子第２回調査） 表４　性別の栄養素等の摂取状況（女子第２回調査）

※日本人の食事摂取基準（2010年版）基準体位　平均値±標準偏差

目標とした値は厚生労働省策定　日本人の食事摂取基準（2010年版）、食
物繊維のみ（2005年度版）に基づく

目標とした値は厚生労働省策定　日本人の食事摂取基準（2010年版）、食
物繊維のみ（2005年度版）に基づく
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査、第２回調査において、朝食前から昼食前までがそれ
ぞれ26.9％、28.4％であり、不規則がそれぞれ28.3％、
25.4％であり、対象者は、規則正しい排便習慣が身につ
いていることが示唆された。
（₅）性別における腸内細菌叢の割合
性別における腸内細菌叢の割合対象者の性別における
腸内細菌叢の割合を表５に示した。第１回調査におい
て、男子、女子の推定される Bifidobacteriumはそれぞれ
19.6±9.8％、16.7±7.0％であり、男子が女子に比べ高い
数値を示したが、有意な差は認められなかった。
Lactobacillales目は、それぞれ9.7±8.9％、6.2±5.0％であ
り、男子が女子に比べ有意に高い数値を示した。第２回
調査においては、男子、女子の Bifidobacteriumは、それ
ぞれ17.1±8.4％、16.3±10.1％であり、Lactobacillales目
は、それぞれ8.3±10.6％、5.4±3.7％であり、性別によ
る有意な差は認められなかった。
（₆）各栄養素等の摂取量の基準値に占める割合と腸内細
菌叢の割合
カルシウム摂取量の基準値に占める割合と腸内細菌叢

の割合について表６に示した。摂取量の基準値に占める
割合が＜70％、70％≦、＜90％、90％≦の３群において
推定される Lactobacillales目はそれぞれ5.6±0.7％、4.0±
0.5％、7.1±1.4％であり、カルシウム摂取量の基準値に
占める割合が高い方がLactobacillales目が有意に高いこと

が示唆された。

［2］ 保育所乳幼児における体質診断調査と薬膳食材
（₁）中医学理論に基づく子供の体質分類
中国における中医薬関係の学会誌に掲載された12報論
文より、子供の体質を正常質、痰湿質、陰虚質、陽虚質、
気虚質、気血不足質と六分類した。その特徴は体つき、
顔色、精神状態、摂食状態、大便、小便、よくある症状、
舌質及び舌の苔の９項目である。これらの12報の論文の
著者である中医師は体質に対する考え方は多少異なる
が、共通点を整理しながら分類した。
体質診断調査票の問 Iは正常質、痰湿質、陰虚質、陽

虚質、気虚質、気血不足質の六体質である。調査項目は
体つき、顔色、精神状態、摂食状態、大便、小便、よく
ある症状、舌質及び舌の苔９項目である。
問 IIは『中華中医薬学会標準―中医体質分類与判
定』を参考にして、体質を平和質（正常質）、気虚質、陽
虚質、陰虚質、痰湿質、湿熱質、血瘀質、気郁質及び特
稟質の九体質に分類されているが、本研究では子供の体
質として、標準の平和質（正常質）、痰湿質、陰虚質、陽
虚質、気虚質の５つのみを参考にした。さらに、子供の
体質分類には「気血不足質」が必要不可欠なので、「気血
不足質」を取り入れて、六つの体質で調査票の問 IIを作
成した。六体質より代表的な質問を設定して、全部で47

推定される菌群 第１回調査 第２回調査
男子（n＝49） 女子（n＝27） 男子（n＝31） 女子（n＝31）

Bifidobacterium 19.6 ± 9.8 16.7 ± 7.0 17.1 ± 8.4 16.3 ± 10.1 
Lactbacillales 目 9.7 ± 8.9 a 6.2 ± 5.0 b 8.3 ± 10.6 5.4 ± 3.7 

Bacteroides 30.3 ± 10.0 bc 34.3 ± 6.7 ad 31.5 ± 9.3 ac 45.4 ± 17.5 bd

Prevotella 1.7 ± 6.5 0.5 ± 1.8 0.6 ± 2.1 0.4 ± 1.6 
Clostridium cluster IV 14.3 ± 4.7 14.7 ± 3.5 14.0 ± 3.9 11.0 ± 6.4 

Clostridium subcluster XIVa 22.0 ± 6.8 bc 24.7 ± 5.0 ab 25.2 ± 5.3 a 18.2 ± 10.1 bd

Clostridium cluster XI 1.1 ± 1.4 1.0 ± 1.1 1.2 ± 1.5 1.4 ± 2.1 
Clostridium cluster XVIII 1.3 ± 1.5 a 1.9 ± 1.2 b 　 2.1 ± 1.8 b** 2.0 ± 3.8 　

推定される菌群 ＜70％
（n＝23）

70％≦、＜90％
（n＝20）

90％≦
（n＝19）

Bifidobacterium 15.5 ± 8.6 16.0 ± 8.5 13.6 ± 13.8 
Lactbacillales 目 5.6 ± 3.4 4.0 ± 2.2 a 7.1 ± 6.0 b

Bacteroides 44.5 ± 15.5 40.1 ± 10.7 49.4 ± 22.7 
Prevotella 2.3 ± 8.4 3.3 ± 8.0 1.2 ± 5.3 

Clostridium cluster IV 10.6 ± 6.1 12.4 ± 5.5 8.6 ± 6.1 
Clostridium subcluster XIVa 17.7 ± 6.1 21.8 ± 9.6 16.6 ± 9.3 

Clostridium cluster XI 1.7 ± 2.4 1.0 ± 0.9 1.1 ± 2.2 
Clostridium cluster XVIII 2.0 ± 4.3 　 1.4 ± 1.1 2.4 ± 4.7 

表５　性別における腸内細菌叢の割合（％）

表６　カルシウム摂取量の基準値に占める割合と腸内細菌叢の割合（％）

平均値±標準偏差、異なるアルファベット間で有意差あり *p＜0.05

平均値±標準誤差、異なるアルファベット間で有意差あり *p＜0.05
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問とした。
本来、中国では体質診断は専門の中医師が個々人を弁

証して、体質を診断するが、本研究において、体質診断
調査票を開発することができたので、集団や個々人に簡
便に調査が可能となった。
（₂）子供体質診断調査の結果
開発した体質調査票にて保育所の乳幼児で同意が得ら

れたO県 Iの78名と F県Kの92名の実態について調査し
た。その結果、問 Iは健康的な正常質を除いて、五体質
の中で痰湿質項目に有りは、F県Kが56.6％を占め、O県
Iは39％であった。問 IIで、本調査の対象乳幼児の正常
質は、F県 Kが66.7％、O県 Iが74.0％であった。陰虚質
は、F県 Kが21.1％、O県 Iが19.5％であった。
中医学では、痰・飲・水・湿はいずれも水液代謝の障

害により生じた病理的産物である。痰邪は内で内臓に停
滞し、外で筋骨皮肉に停滞する。主に脾失健運による水
湿の停滞、あるいは湿が集まることで形成される。湿邪
はしばしば脾の運化機能に影響を及ぼし、湿濁内生を引
き起こす。『内経・霊枢・衛気時常篇』により、肥満症の
基本的な原因は痰湿が多いと言われ、そのため、脾気を
弱め、消化不良を起し、太ると記載されている。本研究
で、子供の体質診断調査票を開発し、乳幼児に実施した
結果、痰湿質と陰虚質の割合が高いことを明らかとなっ
た。また、張らの臨床調査結果によると、児童肥満の主
な要因は「湿滞」であり、全体の95.5％を占め、脾気の
虚弱が「湿滞」を起す原因であり、治療方法として、脾
の運化機能を高めるため、湿邪を小便として排出させる
健脾利湿を取り入れることが効果的であると報告されて
いる。したがって、脾・胃・腎に入り、湿邪をとる薬膳
食材である緑豆、冬瓜などを摂取することが望ましいと
考えられる。
（₃）中医学理論に基づき子供の体質別薬膳食材の整理
中医学理論に基づき、子供の健康づくりに寄与する薬

膳食材を上海科学技術出版社の『中薬大辞典』を参考に
整理すると、中薬を含め318品があった。これらの薬膳食
材は植物の味、臨床症状により五味の辛・甘・酸・苦・
鹹、五性の温・熱・寒・涼・平、人体との臓腑に薬効が
あるのかを示した帰経の肝・心・脾・肺・腎・胆・小

腸・胃・大腸・膀胱で整理した。尚、正常質、痰湿質、
陰虚質、陽虚質、気虚質、気血不足質の六体質の薬膳食
材についても、一部整理した。
子供体質別の薬膳食材は318品であり、五味で整理す
ると、甘味（蜂蜜、トマト、リンゴなど）が63.8％と高い
数値を示していた。五性で、平性（卵、蚕豆、アズキな
ど）が35.8％、温性（ハム、鶏肉、ナツメなど）と熱性
（胡椒、唐辛子、肉桂など）で28.6％、寒性（バナナ、甘
蔗、柚子など）と涼性（胡瓜、卵白、ホウレンソウなど）
で35.6％を占めていた。帰経の五臓六腑は、脾経（生姜、
サツマイモ、エビなど）が30.6％、表裏関係の胃経（栗、
牛肉、大蒜など）が60.1％を示し、次に肺経（牛乳、柿、
ミントなど）が23.8％、表裏関係の大腸（ジャガイモ、石
榴、冬瓜など）が25.6％を占めていた。
特に痰湿質に適した健脾燥湿作用のある食材は生姜、

大蒜などの薬味類があり、陰虚質に適した養陰作用のあ
る蓮根、胡瓜などの野菜類がある。子供の薬膳食材を整
理すると、中医学で脾・胃を調整する薬膳食材が多く、
消化吸収機能が重要であると考えられた。
以上の結果より、中医学の視点から、個々人の体質を

把握する方法として、中医学理論に基づいた体質診断調
査票や子供の体質別に寄与する薬膳食材を取り入れるこ
とで子供の健康維持増進、また生活習慣病の予防に貢献
できると考えられる。

［3］ 児童の食生活調査における咀嚼行動と肥満への関連
（₁）身体計測
身体計測について、男子の身長の平均値は140.6±
5.96、女子146.1±6.70であり、体重は男子146.1±6.70、
女子37.9±6.26であった。男子、女子の身長、体重の平
均値および中央値は「平成19年度児童生徒の食事状況等
調査報告書」の調査対象者の平均値とほぼ同様の傾向が
みられた。肥満および肥満傾向児（Rohrer指数140≦）の
割合は約14％であった。Rohrer指数と腹囲との関係につ
いては図１．に示し、相関関係（r=0.620、p<0.01）が認
められた。
（₂）児童の咬合力および咀嚼スコア
対象児童の咬合力の平均値は、男子390.0±146.2 （N）、

体質 F県 K町乳幼児
n＝90

O県 I村乳幼児
n＝77

正常質 60 （ 66.7 ％） 57 （ 74.0 ％）
痰湿質 1 （ 1.1 ％） 0 （ 0.0 ％）
陰虚質 19 （ 21.1 ％） 15 （ 19.5 ％）
陽虚質 6 （ 6.7 ％） 0 （ 0.0 ％）
気虚質 0 （ 0.0 ％） 0 （ 0.0 ％）
気血不定質 0 （ 0.0 ％） 0 （ 0.0 ％）
その他 4 （ 4.4 ％） 5 （ 6.5 ％）

表７　子どもの体質診断Ⅱの結果

図１　児童の Rohrer指数と腹囲との関係

人数（％）

**: p <0.01
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女子378.1±196.6 （N）であった。また、咀嚼能力の点数
化として、対象児童の各群における摂取可能率は、第Ⅰ
群89.5％、第Ⅱ群86.1％、第Ⅲ群79.4％、第Ⅳ群70.7％、
第Ⅴ群60.2％であり、Ⅰ群からⅤ群となるにつれて摂取
可能率の低下がみられた。これらの各群の摂取可能率の
比率を係数として、咀嚼スコアを算出すると、男子の平
均値は79、女子は72であった。また、咬合力と咀嚼スコ
ア間には相関が（r=0.583、p<0.01）が認められ、咬合力
が高い児童ほど咀嚼スコアも高値を示した。
（₃）食生活調査
①食生活調査
 対象児童における食生活調査では、朝、昼、夕の三
食の摂食状況について、「いつも食べている」と回答し
た児童は73％、「ほとんど食べている」は23％であっ
た。栄養のバランスについては、「赤・黄・緑の色々な
食べ物をいつも食べている」児童は25％、「ほとんど食
べている」が79％であった。夕食の共食状況は、「家族
そろって食べる」が48％、「大人の家族の誰かと食べ
る」が43％であった。学校給食の食べる早さについて
は、「普通」が最も多く54％、学校給食を食べる時間は
「10分間」が43％「20分間」が41％であった。また、学
校給食の咀嚼の程度について、「ほとんど噛まない」、
「あまり噛まない」が34％、学校給食において丸飲みす
ることがある児童は「いつもある」、「時々ある」を合
わせると34％であった。さらに、学校給食の米飯の咀
嚼回数については、10回以下と回答した児童が44％を
占めた。
②食物摂取頻度調査
 対象児童の食物摂取頻度調査による食品群別摂取量
を図２．に示す。男女共に「平成19年度児童生徒の食
事状況等調査報告書」の全国平均値と比較すると乳類
の摂取が少ない傾向がみられた。一方、「日本人の食事
摂取基準（2010年版）」の値に対する割合を算出する
と、男子では鉄（推奨量）、炭水化物（目標量）、カル
シウム（推奨量）の順に不足し、女子では鉄、カルシ

ウム、炭水化物の順に不足していた。
（₄）食生活調査項目と咬合力との関係
食生活調査と咬合力との関係について、対象児童の咬

合力を３群（高い、普通、低い）に分け、χ²検定を行う
と、咬合力が高い群では間食の摂取頻度が少なく、咀嚼
程度が高いとされ、また、丸飲みする頻度が少ない傾向
がみられた。
（₅）食品群別摂取量と咬合力および Rohrer指数との関
連性
食品群別摂取量と咬合力との関係について分散分析を

行うと、咬合力の高い群では緑黄色野菜や海藻類の摂取
量が多い傾向がみられた（p<0.01）。一方、各食品群が
Rohrer指数へ与える影響について重回帰分析を行い、そ
の結果を図３．に示す。標準偏回帰係数（β）から、Rohrer

指数へ与える影響度は、肉類（β＝0.65）が最も多く、次
いで麺類（β＝0.39）であった。
以上のことから、児童における食物摂取状況調査と咬

図２　食物摂取頻度調査による食品群別摂取量

係数 (Rohrer 指数)   

   食品群 B 標準誤差 標準化係数 t 有意確率 
穀類 -0.11 0.11 -0.21 -1.00 0.33 
いも類 -0.19 0.27 -0.14 -0.72 0.05 
緑黄色野菜 0.00 0.11 0.00 -0.01 0.99 
その他の野菜 -0.06 0.07 -0.20 -0.80 0.43 
海藻類 2.42 1.34 0.30 1.81 0.08 
豆類 -0.23 0.24 -0.21 -0.96 0.34 
魚介類 -0.01 0.28 -0.02 -0.05 0.96 
肉類 0.33 0.14 0.65 2.28 0.03 
卵類 -0.17 0.52 -0.06 -0.34 0.74 
乳類 -0.02 0.13 -0.05 -0.17 0.86 
果実類 0.15 0.09 0.35 1.70 0.10 
菓子類 -0.14 0.17 -0.20 -0.86 0.39 
嗜好飲料 0.04 0.07 0.16 0.57 0.57 
砂糖類 -1.21 1.87 -0.14 -0.65 0.52 
ご飯 -0.16 0.31 -0.08 -0.53 0.60 
バン -2.35 2.18 -0.22 -1.08 0.29 
麺類 8.06 4.08 0.39 1.98 0.04 

（男子） （女子）

表１　重回帰分析による食品群別摂取量と Rohrer指数との関係
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合力測定から、咀嚼行動は咬合力に影響を与え、さらに、
摂取食品群と咬合力に関連がみられた。食物摂取状況が
肥満に及ぼす影響について、Rohrer指数は腹囲と相関が
あり、肉類や麺類の摂取量が Rohrer指数に影響を与え、
摂取食品群と肥満との関連性が推測された。K小学校で
は食育の一環として、咀嚼機能の発達など健康増進に配
慮した「かみかみ献立」や「郷土料理献立」等の特別献
立が月に数回実施されている。今後、子供の健康づくり
に寄与するとされる薬膳食材のうち、咀嚼性の高い食材
を中心にとり入れた献立の導入を考え、咀嚼行動を含め
た食習慣の改善が児童の健全な咬合力および咀嚼機能の
発達につながり、さらには肥満予防への影響が期待され
る。
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研究成果の概要
 走運動（50 m走）、跳運動（立幅跳び）、投運動（ソフトボール投げ）を実施し、これらの疾走記録、跳躍距離、遠投
距離の記録を測定した。また、測定中の各運動の様相をビデオカメラで撮影収録し、この再生画面から各動作の獲得水準
の観察的評価を行った。結果は種目によって幾分異なったが、疾走動作や投球動作ではスキル獲得水準が低い学生が多く
みられ、今後の授業を検討していく上での課題が得られた。

研 究 分 野：体育学
キーワード：基礎的体力、基礎的運動スキル、測定評価、観察評価、スキル獲得の現状

１．研究開始当初の背景

保育者また小学校教員の資質・能力の１つには、運動
指導の能力があり、また、運動指導の能力には指導者自
身の身体能力も求められる。一方、今日の保育者や小学
校教員を志望する学生は、体力低下時代に育っており、
体力や運動スキルの水準にはかなりの差があるように感
じられる。保育者や小学校教員を目指す学生たちの専門
科目の授業でもこの点は考慮する必要がある。そこで、
保育者や小学校教員を志望する学生の身体能力の一端を
捉えるために基礎的運動スキルの獲得状況に着目した。

２．研究目的

本研究は、基礎的運動スキルの中でも専門的運動スキ
ルの基本になると考えられる走、跳、投の運動スキルの
様相に着目し、疾走時間、跳躍距離、遠投距離の測定記
録の評価とともに、これらの動作を定性的に評価するこ
とで保育者、小学校教員志望学生の基礎的運動スキルの
獲得水準の現状を明らかにし、今後の授業を検討するた
めの資料や課題を得ることを目的とした。

３．研究実施計画・方法

（₁）対象と測定内容
対象は、保育者、小学校教員を志望する女子学生107

名であった。基礎的運動スキル（走、跳、投）の種目は、
50 m走、立幅跳び、ソフトボール投げであった。各種目
の記録を測定するとともに、各動作の様相をビデオカメ
ラで撮影収録し、後日それらを再生し、定性的な観察評
価を行った。

（₂）評価項目と評価基準
各動作の評価項目と評価基準は、表１に示す通りで

あった。各評価項目の基準ができているか否かを「でき
ている」、「できていない」で評価した。

（₃）統計処理
統計処理はSPSS統計ソフトプログラムを用いた。各種

目の測定記録は平均値±標準偏差で示し、ウェルチ法を
用いて全国平均値との比較を行った。また、記録別動作
の獲得状況の差については独立性の検定、相関係数の算
出にはピアソンの相関の検定を用いた。なお、各種目の
測定記録の５段階評価法は平均値を基準として「－
1.5SD以下」、「－1.5SD~－0.5SD」、「－0.5SD~0.5SD」、
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「0.5SD~1.5SD」、「1.5SD以上」を用いた。

４．研究成果

（₁）疾走動作（₅₀ m走）
①₅₀ m走の測定記録
50 m走の測定記録の平均値は9.10±0.66秒であった。

文部科学省の過去３年間（2007年度～ 2009年度）の全国
平均値（19歳女子）と比較すると、いずれの年度とも有
意差はなく、全国平均値並みの水準であった。
②₅₀ m走の動作評価
各評価項目の「できている」割合は、「大腿部の高さ」

（24.3％）、「腕の振り」（38.3％）、「接地」（20.6％）、「脚
の引き付け」（20.6％）、「姿勢」（41.1％）であった（図
１）。最も「できている」割合が高い項目は「姿勢」で
あったが、それでもその割合は50％未満である。殆どの
学生が、疾走していても身体各部位の動きは十分とはい
えず、中でも脚の動きに関する動作が十分に獲得されて
いない状況にあった。図２に、50 m走の動作評価の得点
分布を示した。３点以上の学生は20％に過ぎず、２点以
下の学生が80％を占めていた。疾走動作としては、未成
熟な学生が圧倒的に多く、接地に関して踵から接地する

動作が多かったことや、大腿部の高さ、脚の引き付け、
腕の振りが不十分であることをみると、殆どの学生の疾
走動作は短距離走というより長距離走のフォームに似て
いることが指摘された。
③疾走記録（測定記録）と疾走動作評価の関連
50 m走の測定記録と動作評価の関連性については有意
な相関が認められた（r=－.460 p<.01）。疾走記録が良い
ほど動作評価も高い傾向があった。また、測定記録の５
段階評価法を用い、群間の各評価項目の動作が「できて
いる」と「できていない」の割合をみた（表２）。なお、
群間のそれぞれの独立性の検定では、「大腿部の高さ」、
「腕の振り」、「接地」、「脚の引き付け」の４項目で有意な
差がみられた（p<.05）。疾走記録が「普通」群以下では
全ての動作に不十分な学生が殆どであり、「やや優れてい
る」群では「大腿部の高さ」と「腕の振り」に「できて
いる」割合が高かくなる傾向がみられた。「優れている」
群ではさらに「接地」また「脚の引き付け」に「できて
いる」割合が高くなる傾向がみられた。

（₂）跳躍動作（立幅跳び）
①立幅跳びの測定記録
立幅跳びの測定記録の平均値は176.1±18.2cmであっ
た。文部科学省の過去３年間（2007年度～ 2009年度）の
全国平均値（19歳女子）と比較すると、いずれの年度と

表１　疾走・跳躍・投動作の評価項目と評価基準
50m 走 評価項目 評価基準 

疾走 1 大腿部の高さ 腿がほぼ腰の高さまで上がっている 
疾走 2 腕の振り 振出しの手がほぼ肩の高さまで上がり、大きく振れている 

疾走 3 接地 足裏の接地は①爪先側、②踵側の順になっている 
疾走 4 脚の引き付け 回復脚の膝がコンパクトに折りたたまれている 
疾走 5 姿勢 上体が反っておらず、ほぼ直立姿勢を保っている 

立幅跳び 評価項目 評価基準 

跳躍 1 上体の沈み込み 膝の屈曲がほぼ 90 度になっている 
跳躍 2 腕のバックスウィング スウィングがほぼ肩の高さまで上がっている 
跳躍 3 腕の振り出し 両腕の振り出しが頭上まで伸びている 
跳躍 4 上体の反り 空中で上体が反っている 
跳躍 5 両腕の振り下ろし 両腕を前方に強く振り下している 

ソフトボール投げ 評価項目 評価基準 

投 1 投げ腕の引き位置 投げ腕を後頭部より後ろに引いている 
投 2 遊び腕の引き 腕を前に上げ、投げとともに後方に引いている 
投 3 体の捻り 腰の回転とともに上体を捻っている 
投 4 軸足の踏み込み 軸足をしっかり踏み込んでいる 
投 5 腕（肘･手首）の伸び 投げ腕の肘が伸び、スナップが効いている 

図１　疾走動作（50 m走）の評価

表２　50 m走の記録別動作獲得状況
区分 

 
評価項目 

劣る やや劣る 普通 やや優れている 優れている 

10.0s 以上 9.5～9.9s 8.8～9.4s 8.2～8.7s 8.1s 以下 

n=10 n=12 n=46 n=24 n=6 

大腿部の高さ 
できていない 10(100.0%) 11(91.7%) 39(84.8%) 11(45.8%) 2(33.3%) 

できている 0(0.0%) 1(8.3%) 7(15.2%) 13(54.2%) 4(66.7%) 

腕の振り 
できていない 9(90.0%) 7(58.3%) 33(71.7%) 10(41.7%) 2(33.3%) 

できている 1(10.0%) 5(41.7%) 13(28.3%) 14(58.3%) 4(67.7%) 

接地 
できていない 9(90.0%) 12(100.0%) 37(80.4%) 17(70.8%) 2(33.3%) 

できている 1(10.0%) 0(0.0%) 9(19.6%) 7(29.2%) 4(67.7%) 

脚の引き付け 
できていない 10(100.0%) 11(91.7%) 38(82.6%) 16(66.7%) 1(16.7%) 

できている 0(0.0%) 1(8.3%) 8(17.4%) 8(33.3%) 5(83.3%) 

姿勢 
できていない 7(70.0%) 6(50.0%) 29(63.0%) 12(50.0%) 2(33.3%) 

できている 3(30.0%) 6(50.0%) 17(37.0%) 12(50.0%) 4(66.7%) 

平均値±標準偏差  10.47±0.39s 9.63±0.19s 9.13±0.21s 8.50±0.15s 7.98±0.17s 

図２　疾走動作（50 m走）の評価の得点分布
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も有意な差があった（p<.05）。本被験者の平均値は、全
国平均以上の水準にあった。
②立幅跳びの動作評価
各評価項目の「できている」割合は、「上体の沈み込
み」（71.0％）、「腕のバックスウィング」（65.4％）、「腕の
振り出し」（65.4％）、「上体の反り」（49.5％）、「腕の振り
下ろし」（45.8％）であった（図３）。上体の沈み込みは
系統発生的に獲得される動作ではないかと考えられる
が、十分な沈み込みができない学生が比較的多く、これ
らの学生には基礎的な運動発達の未熟さが伺われた。一
方、上体の沈み込みや腕のバックスウィングまた腕の振
り出しまでは、殆どの学生ができているが、身体の支持
面のない空中動作はできない学生の方が多かった。立幅
跳びでは、最大バックスウィング時の肩関節角度また踏
切り瞬間の腰関節角度が重要であり、多くの学生は比較
的よい動作ができていると考えられた。図４に、立幅跳
びの動作評価の得点分布を示した。全体的には３点以上
に度数が高く、繰り返しになるが、立ち幅跳びはできる
学生が比較的多い傾向にあった。このことは、立幅跳び
の測定平均値が全国平均値よりも高かったことと関係し
ているかもしれないと考えられた。
③跳躍距離（測定記録）と跳躍動作評価の関連
立幅跳びの測定記録と動作評価の関連性については有
意な相関が認められた（r＝ .575 p<.01）。測定記録が良

いほど動作評価も高い傾向にある。また、測定記録の５
段階評価法を用い、群間の各評価項目の動作が「できて
いる」と「できていない」の割合をみた（表３）。なお、
群間それぞれの独立性の検定では「上体の沈み込み」、
「腕のバックスウィング」、「腕の振り上げ」、「上体の反
り」の４項目で群間に有意な差がみられた（p<.05）。測
定記録が「やや劣る」群以下では全ての項目で「できて
いない」割合が比較的高く、「普通」群では「上体の沈み
込み」、「腕のバックスウィング」、「腕の振り出し」に「で
きている」割合が高くなる傾向がみられた。「やや優れて
いる」群また「優れている」群ではさらに「上体の反り」
に「できている」割合が高くなる傾向がみられた。

（₃）投動作（ソフトボール投げ）
①ソフトボール投げ（遠投）の測定記録
ソフトボール投げの測定記録の平均値は20.6±7.1mで

あった。保育者志望学生の平均値は20.4±7.5m、小学校
教員志望学生の平均値は20.9±6.5mであり、両群の平均
値に有意な差はなかった。
②ソフトボール投げの動作評価
各評価項目の「できている」割合は、「投げ腕の引き」

（45.8％）、「遊び腕の引き」（53.3％）、「体の捻り」
（48.6％）、「軸足の踏込み」（39.3％）、「腕（肘・手首）の
伸び」（56.1）％であった（図５）。上腕や前腕の動きを
中心とした初期段階や肩関節の水平内転動作による上腕図３　跳躍動作（立幅跳び）の評価

図４　跳躍動作（立幅跳び）の評価の得点分布

表３　立幅跳びの記録別動作獲得状況
区分 

 
評価項目 

劣る やや劣る 普通 やや優れている 優れている 

149cm 以下 150～167cm 168～185cm 186～203cm 204cm 以上 

n=6 n=22 n=38 n=29 n=5 

上体の沈み込み 
できていない 4(66.7%) 11(50.0%) 9(23.7%) 5(17.2%) 0(0.0%) 

できている 2(33.3%) 11(50.0%) 29(76.3%) 24(82.8%) 5(100.0%) 

腕のバックスウィング 
できていない 4(66.7%) 11(50.0%) 13(34.2%) 4(13.8%) 0(0.0%) 

できている 2(33.3%) 11(50.0%) 25(65.8%) 25(86.2%) 5(100.0%) 

腕の振り出し 
できていない 6(100.0%) 13(59.1%) 13(34.2%) 1(3.4%) 1(20.0%) 

できている 0(0.0%) 9(40.9%) 25(65.8%) 28(96.6%) 4(80.0%) 

上体の反り 
できていない 5(83.3%) 15(68.2%) 20(52.6%) 9(31.0%) 2(40.0%) 

できている 1(16.7%) 7(31.8%) 18(47.4%) 20(69.0%) 3(60.0%) 

両腕の振り下ろし 
できていない 5(83.3%) 14(63.6%) 23(60.5%) 12(41.4%) 1(20.0%) 

できている 1(16.7%) 8(36.4%) 15(39.5%) 17(58.6%) 4(80.0%) 

平均値±標準偏差  134.0±10.7cm 159.6±5.5cm 175.6±5.4cm 192.0±4.1cm 211.0±4.5cm 

図５　投動作（ソフトボール投げ）の評価
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の運動も含んだ段階にいる学生が多いことがわかった。
遠投は、四肢と体幹の動きを協応させ、特に上半身の最
大瞬発力を発揮する動作と考えられるが、全身を使った
パワー発揮能力に乏しい学生が多いと考えられた。図６
に、ソフトボール投げの動作評価の得点分布を示した。
０点の度数が最も高く、総得点の分布には両極化の傾向
がみられた。投動作は、幼児期から性差がみられ、女子
にとっては比較的難しい動きと考えられるが、投動作に
優れる学生は少なく、保育者や小学校教員を目指す女子
学生にもそのような一般的な傾向がみられた。
③遠投距離（測定記録）と投動作評価の関連
ソフトボール投げの測定記録と動作評価の関連性につ
いては有意な相関が認められた（r＝ .748 p<.01）。測定記
録が良いほど動作評価も高かった。また、測定記録の５
段階評価法を用い、群間の各評価項目の動作が「できて
いる」と「できていない」の割合をみた（表４）。なお、
群間のそれぞれの独立性の検定では全ての評価項目で有
意な差がみられた（p<.05）。また、「劣る」群に該当する
被験者はいなかった。「やや劣る」群は全項目で「できて
いない」割合が圧倒的に高く、この群の投げ方は、全く
と言っていい程育っていない。発達の初期段階に留まっ
ている状況にあるとみられた。「普通」群は「軸足の踏込
み」を除いては過半数以上ができているが、骨盤の回転
運動はみられるものの、胴体上部の回転への連動が弱く、
上腕・前腕の運動が主となる投げ方が多いように推察さ

れた。

（₄）今後の課題
走・跳・投の運動スキルの獲得水準を評価することに

よって、今日の学生の四肢や体幹の動かし方の問題点等
が明らかになった。大学生の年齢であっても誰でもまだ
これから先の能力の伸びは期待できると考えられる。今
後は、さらに走、跳、投の動作間の関連や運動スキルと
運動有能感等との関連を明らかにしていくとともに、本
研究で得られた結果を指導の方向性や授業の工夫・改善
に向けて生かしていくことが課題となる。

５．主な発表論文

〔雑誌論文〕（計０件）

〔学会発表〕（計０件）

６．予算配布額
（金額単位：円）

研究経費 機器備品 合計
平成21年度 430,000 0 430,000
平成22年度 200,000 0 200,000
合　計 630,000 0 630,000

図６　投動作（ソフトボール投げ）の評価の得点分布

表４　ソフトボール投げの記録別動作獲得状況

区分 
 
評価項目 

劣る やや劣る 普通 やや優れている 優れている 

10m 以下 11～17m 18～24m 25～32m 33m 以上 

n=0 n=42 n=31 n=20 n=7 

投げ腕の引き 
できていない 0(0%) 33(78.6%) 15(48.4%) 4(20.0%) 0(0.0%) 

できている 0(0%) 9(21.4%) 16(51.6%) 16(80.0%) 7(100.0%) 

遊び腕の引き 
できていない 0(0%) 32(76.2%) 11(35.5%) 3(15.0%) 0(0.0%) 

できている 0(0%) 10(23.8%) 20(64.5%) 17(85.0%) 7(100.0%) 

体の捻り 
できていない 0(0%) 37(88.1%) 11(35.5%) 2(10.0%) 0(0.0%) 

できている 0(0%) 5(11.9%) 20(64.5%) 18(90.0%) 7(100.0%) 

軸足の踏み込み 
できていない 0(0%) 37(88.1%) 18(58.1%) 5(25.0%) 0(0.0%) 

できている 0(0%) 5(11.9%) 13(41.9%) 15(75.0%) 7(100.0%) 

腕の伸び 
できていない 0(0%) 30(71.4%) 8(25.8%) 4(20.0%) 0(0.0%) 

できている 0(0%) 12(28.6%) 23(74.2%) 16(80.0%) 7(100.0%) 

平均値±標準偏差   14.4±1.9m 20.6±2.2m 27.7±2.3m 37.3±3.8m 
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A Development of Teaching Materials, Theory and Practice of 
Art Education in Train Teacher of the Infant & the Elementary School

研究グループ代表者
中野　隆二（NAKANO  RYUJI）人間発達学部・准教授

共同研究者
井上　寛七（INOUE KANSHICHI）人間発達学部・教授

古賀　和博（KOGA KAZUHIRO）短期大学部幼児保育学科・准教授

久松　　薫（HISAMATU KAORU）短期大学部幼児保育学科・助手

永本　弘子（NAGAMOTO HIROKO）人間発達学部・助手

研究協力者
北嶋　玉枝（KITAJIMA TAMAE）人間発達学部・非常勤講師

金子　夏代（KANEKO NATUYO）人間発達学部・非常勤講師

奥山　姿子（OKUYAMA SHINAKO）短期大学部幼児保育学科・非常勤講師

丁子かおる（CHOJI KAORU）人間発達学部・非常勤講師

森下　慎也（MORISHITA SHINYA）人間発達学部・非常勤講師

内田　るり（UCHIDA RURI）人間発達学部・非常勤講師

平　　　寛（TAIRA YUTAKA）人間発達学部・非常勤講師

冨永　　剛（TOMINAGA TSUYOSHI）短期大学部幼児保育学科・非常勤講師

福地　英臣（FUKUCHI HIDEOMI）人間発達学部・非常勤講師

研究成果の概要
 本研究の計画において、研究スタッフならびに非常勤講師、助手を交え、多くの資料を収集し、その成果の集大成とし
て、子どもの成長を育む小学校・幼稚園・保育所等の指導者に贈る「造形教材集」の冊子、全105頁を印刷製本すること
ができた。本学の独自性を生かした教材開発を行い、広く全国に提案する目的から、できうる限り全国の教員養成の大学、
幼稚園、保育所等に教材集の案内を送り、「造形教材集」の冊子を必要とする方々に無償にて配布を行い、それに添付し
てアンケートを募った。

研 究 分 野：美術・図画工作・造形教育
キーワード：（１）幼児　（２）初等　（３）造形　（４）教育　（５）理論　（６）実践　（７）記録　（８）教材

１．研究開始当初の背景

平成21年度の進行状況
（1） 幼児・初等造形教育の目的の明確化と計画を立て

た。
（2） 教材研究のためのフォーマットを作成した。

（3） 本学（大学・短期大学部）における21年度の教材と
実践についての記録を採った。

（4） 幼稚園・保育園訪問による作品展などの実態調査。
（5） 計画に基づいた教材の集計と整理。
（6） 次年度へ向けての実践計画の遂行。
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２．研究目的

幼児・初等教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培
う重要なものであることを鑑み、豊かな人間性と創造性
を備えた人間の育成を期するとともに、伝統を継承し、
新しい文化の創造を目指す教育を目的としている。これ
について、大学および短期大学の幼児・初等教育の教員
養成課程における造形教育は、人間形成のための重要な
役割を果たすものである。本研究は、理論と実践の統合
の視点から教育の目的を達成する教材のとらえ方を開発
し、明確化するものである。 

中村学園大学・短期大学部における教員養成課程の初
等および幼児教育の美術部門は、他に見られない幅広い
美術の専門分野に従事し、教育と研究を行い、実績を積
んでいる。本学の独自性を生かした教材開発を行い、広
く全国に提案するものである。

３．研究実施計画・方法

研究について、２年計画によりそれぞれ以下の項目を
もって計画をすすめる。

（₁）平成21年度
①幼児・初等造形教育の目的の明確化と計画　
②造形教育の変遷の調査
③造形表現の発達過程の調査　
④子どもの造形遊びの探索　

⑤教材収集　
⑥季節や行事における造形の役割

（₂）平成22年度
⑦子どもの造形作品の分類と整理
⑧教師と子どもの造形のあり方の整理
⑨造形指導と評価の整理
⑩総合的なまとめと考察
⑪研究の全容を冊子にまとめる「造形教材集」

４．研究成果

（₁）造形教材集
研究の目的として教材開発の成果を冊子として製作す
ることであった。これを研究スタッフおよび研究協力者
による集大成で、「造形教材集」として105頁フルカラー
で編集、500冊を印刷・発刊をした。この「造形教材集」
を広く全国に提案するために、A４カラー版で案内広告
を製作した。案内広告は、650枚プリントし、日本全国に
渡って、任意の教員養成大学・短期大学、幼稚園、保育
所等に配送。その中で、希望される方々に「造形教材集」
の冊子を無料発送した。その中にアンケートを同封し、
「造形教材集」について書いてもらった。以下、「造形教
材集」の案内広告の配布状況＜表１＞および冊子の配布
状況＜表２＞、アンケートの結果内容＜表①～⑥および
⑦全体を通しての感想＞を記載する。

（₂）「造形教材集」案内広告（カラー版）の配布状況（2011年９月30日現在）
＜表１＞
配布先　 配布数 内訳分類 配布数 詳細内訳（配布数）

学内 49
教職員 47 教育学部（31）　幼児保育学科（16）

その他 ２ 法人本部（１）、総務課（１）

他大学・短期
大学 138

国立・公立大学 45

北海道　青森　秋田　山形　茨城　栃木　千葉　静岡　神奈川　群馬　埼玉　長野　富山　
石川　福井　岐阜　愛知　三重　奈良　和歌山　滋賀　京都　大阪　兵庫　島根　岡山　
広島　山口　鹿児島　徳島　香川　愛媛　高知　佐賀　長崎　熊本　大分　宮崎　沖縄　
（各１）　新潟　東京　福岡　（各２）

私立大学・短期大学 93
福岡（13）　佐賀（３）　長崎（５）　大分（３）　熊本（３）　宮崎（２）　鹿児島（３）沖縄
（２）　広島（２）　岡山（３）　鳥取（１）　徳島（１）　香川（２）　愛媛（３）高知（１）　
兵庫（13）　奈良（３）　和歌山（１）　京都（８）　大阪（19）　滋賀（２）

幼稚園 187

福岡市内 116 南区（24）　東区（20）　早良区（20）　中央区（16）　博多区（12）　城南区（12）　西区（12）

市外地区 71
春日市（９）　大野城市（８）　筑紫野市（７）　宗像市（６）　朝倉市（５）筑前町（５）
前原市（５）　古賀市（４）　志免町（４）　福津市（４）宇美町（３）　太宰府市（３）
糸島市（３）　那珂川町（２）　新宮町（１）　粕屋町（１）　篠栗町（１）

保育所、こど
も園など 245

福岡市内 140 東区（29）　早良区（24）　博多区（23）　南区（21）　西区（21）中央区（12）　城南区（10）

市外地区 105
糸島市（19）　宗像市（12）　古賀市（９）　春日市（８）　大野城市（８）　筑紫野市（７）
太宰府市（６）　福津市（６）　志免町（６）　粕屋町（６）　宇美町（５）　須恵町（４）
篠栗町（３）　那珂川町（３）　新宮町（２）　久山町（１）

公的機関等 20
私立幼稚園連盟・協会等 ９ 山口（１）　福岡（１）　佐賀（１）　長崎（１）　熊本（１）　大分（１）　宮崎（１）

鹿児島（１）　沖縄（１）

保育園連盟・協会等 11 山口（１）　福岡（３）　佐賀（１）　長崎（１）　熊本（２）　宮崎（１）　鹿児島（１）
沖縄（１）

総配布数 ₆₃₉ ※「他大学・短期大学」については教育系もしくは幼児保育系学科のある大学・短期大学に配布。
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（₃）「造形教材集」冊子配布状況（2011年９月30日現在）
＜表２＞
配布先　 配布数 内訳分類 配布数 詳細内訳（配布数）

学　内 33

プロジェクト研究スタッフ 17 美術部門非常勤講師・助手含む

教職員 12 教育学部（７）　幼児保育学科（５）

その他 ４ 理事長　学長　学事課　非常勤助手（新規者）

他大学・短期
大学　 17

国立・公立大学 ５ 愛知（１）滋賀（１）山形（１）香川（１）鹿児島（１）

私立大学・短期大学 12 福岡（４）佐賀（１）長崎（１）宮崎（１）京都（１）大阪（２）　兵庫（２）

中学校・高等
学校 1 　 福岡女学院中学校・高等学校

幼稚園　 48

福岡市内 10 南区（３）早良区（２）中央区（２）城南区（１）西区（１）　東区（１）

市外地区 ７ 筑紫野市（２）糸島市（２）那珂川町（１）朝倉市（１）　志免町（１）　

県外 31 沖縄（31）　※沖縄県私立幼稚園連合会より加盟園分申込み

保育所
こども園など 29

福岡市内 15 東区（３）　早良区（３）　城南区（２）　博多区（２）　西区（２）　南区（２）　中央区（１）

市外地区 14 糸島市（３）　志免町（３）　大野城市（２）　筑紫野市（２）　福津市（２）　古賀市（１）　
太宰府市（１）

本学卒業生 1 ※学事課経由にて申込み

企業 2 日本色研事業（株）　（株）山本文房堂

総配布数 ₁₃₁

（₄）造形教材集についてのアンケートの結果（2011年９月30日現在）

⑦全体を通しての感想
• 指導と評価の一体化の視点から評価の観点、規準・基
準が示されていればありがたいです。貴重な事例集を
ありがとうございました。しっかり活用させていただ
きます。

• とっても有意義な教材集をありがとうございました。
職員一同保育に活用させて頂きます。

• 基本的な技法も多く載っており、それらを使って保育
にも生かせる内容でした。オールカラーなので、色合
いや質感なども感じることができました。

• 完成作品はどれもすばらしく参考になりますが、造形
の知識が乏しいので作り方の説明部分プラス作品の出
来上がっていく過程を絵図にて載せていただくと助か
ります。返事が遅くなり申し訳ございませんでした。
造形教材集ありがとうございました。これからも益々
のご研究を期待申し上げます。

• 全体的に内容も良く、とても感心いたしました。気に
なったのは、教材を通して子どもに何を学ばせるのか。
技法だけではないので。ねらいの書き方も統一性がな
く、もっと全面に教材で学ばせるものを出すべきかな
と思いました。題材を提示してそれを消化させるよう
な作品作り（作品の出来・不出来）に傾倒した図工や
造形教育にはさせたくないと考えます。学校現場でも
そんな傾向を見受けられるので…。

• いろいろな技法が載っており大変参考になりました。
経験の少ない保育士にとってはなおさらです。大切に
使わせていただきます。ありがとうございました。

• 流石に基礎応用等分かり易く纏められています。回覧
して活用させて貰います。

• 作り方をもう少し詳しく書いてほしかった。幼児の
ページが少なくて残念でした。参考にできる事もある
ので楽しいです。

表①装丁について
選択肢 集計

A　よくできている 19
B　できている 3
C　ふつう 1
D　いまひとつ 0
F　その他 0

表④教材内容
選択肢 集計

A　よくできている 17
B　できている 6
C　ふつう 0
D　いまひとつ 0
F　その他 0

表⑤作品例について
選択肢 集計

A　よくできている 18
B　まあまあ 5
C　ふつう 0
D　いまひとつ 0
F　その他 0

表②レイアウト（見やすさ）について
選択肢 集計

A　よくできている 17
B　できている 6
C　ふつう 0
D　いまひとつ 0
F　その他 0

表③教材数
選択肢 集計

A　多い 18
B　まあまあ 4
C　ふつう 0
D　いまひとつ 0
F　その他 0

表⑥作り方等の記事について
選択肢 集計

A　よくできている 14
B　まあまあ 4
C　ふつう 2
D　いまひとつ 2
F　その他 0

（アンケート回収数23より）
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• 各教材を１ページにわかりやすくまとめておられてい
る点とカラーで表示されている点が良かったです。今
後の参考にさせていただきたく存じます。ありがとう
ございました。

• 内容、レイアウト等、いずれもすばらしく大変参考にな
ります。ご努力に敬意を表します。有難うございまし
た。

• 全頁カラーで、大変きれいで見易かったです。大いに
参考にさせていただきます。

• 作品の写真も見やすく、作り方、手順・方法までとて
もよく分かりました。今後、私たちの保育の中でも生
かしていきたいと思います。

• 最速現場の教材に生かしたいと思います。
• すばらしい教材集ができていると感心致しました。保
育の中で、造形活動の参考にさせて頂きたいと思いま
す。ありがとうございました。

• 装丁も美しくとても見やすい教材集です。保育園のカ
リキュラムの中でも造形は重要な位置を占めるもので
す。日々の保育の中でいつもと同じ指導になっている
ことを反省しつつ、この教材を充分活用させていただ
き、子ども達の創造性を伸ばしていきたいと思います。
誠に、ありがとうございました。

• 今回は立派な本をいただきありがとうございました。
中も非常に分かりやすく丁寧にまとめてあり、専門的
に分からない私達にも大変分かり易かったです。皆さ
んの熱心さが伝わってきました。これから園で参考に
させていただき、色々な材料を使っての製作を楽しみ
たいと思います。本当にありがとうございました。

• 色々な素材を使って、様々な方法で作られたり、描か
れたりしているので、参考になりました。

• 造形教材集をお届け頂きまして有難うございました。
厚くお礼申し上げます。作品例についても身近な材料
で出来ますし、作り方も詳しく記載されていますので、
参考になります。

• 大変丁寧に作られていました。表現基礎技法について
も色々な技法が詳しく記載されており、中には、知ら
ない表現技法もあったので、とても勉強になりました。

• 教材集としてまとめるのは、大変だったと思います。
スタッフの方々の努力が無駄にならないよう活用させ

ていただきたいと思っています。
• 幼児、児童の製作した物もあって良かったと感じまし
た。頁数が限られている中ですが、造形なので、大小
変化をつけて載せたものを見たかったです。内容は盛
りだくさんで、大変楽しめました。
 （2011年９月30日原文転載）以上。
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研究成果の概要
 変化の激しい時代にあって求められる教員の資質能力とは何か、それに応える教育課程や養成システムはどうあるべき
か、自信をもって卒業生を送り出し、採用時の適応を円滑にするために何が必要かを検討することは養成機関の責務でも
ある。
 OECDが国際標準学力を目指し、「キーコンピテンシー」で提案しているこれからの子どもに求められる能力では、単
なる知識や技能だけでなく、技能や態度を含む様々な心理的・社会的なリソースを活用して、特定の文脈の中で複雑な要
求（課題）に対応することができる力と定義付けている。特に、変化に対応する力、経験から学ぶ力、批判的な立場で考
え行動する力が強調され、この背景には、「変化」「複雑性」「相互依存」に特徴付けられる世界への対応の必要性が指摘
されている。
 これからの教員の教育的実践力を検討するときに、この子どもに求めるキーコンピテンシーの視点は、必然的に教員の
資質・能力として求められるものであろう。そこで、この視点と各種の答申などに見られるこれからの教員像の関係を明
らかにするとともに、学生や卒業生の実態を調査することによって、教育的実践力を身に付けた小学校教員を育てる養成
システムの構築の方向性を明らかにするために研究を進めた。

研 究 分 野：人文科学
キーワード：実践的教育力　教員養成システム　キーコンピテンシー　学生の現状

１．研究開始当初の背景

（1）本プロジェクトがスタートする前年「今後の教員
養成・免許制度の在り方について」と題する答申（平成
18年７月）が中央教育審議会から出された。その中には
教員をめぐる現状が記され、具体的な改革の方策が挙げ
られていた。
また、この答申は国民の尊敬と信頼を得ようと努力す

る教員を励まし、支援するという基本的な視点に立って
まとめるとも書かれていた。具体的な方策に挙げられて

いる内容が本学で円滑に実施できるように検討は必要で
あった。
さらに、同じ時期に OECDがこれからの教育の方向性

をまとめた。この中のキーコンピテンシーの視点は、これ
からの教員の教育的実践力を検討する時に、教員の資
質・能力として求められるものとなってくることが考え
られた。
これらの点から教育的実践力を身に付けた教育者を育
てる養成システムの構築の方向性を明らかにすることは、
急がなければならない大きな課題であった。
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２．研究目的

OECDが国際標準学力を目指し、「キーコンピテン
シー」で提案している子どもに求められる能力
①社会・文化的、技術的ツールを相互作用に活用する能
力（個人と社会との相互関係）
②多様な集団における人間関係育成能力（自己と他者の
相互関係）
③自律的に行動する能力（個人の自律性と主体性）
を基本に、教育者が身に付けなければならない教育的実
践力を明らかにし、進めなければならない教員養成シス
テムの改善点を明らかにする。

３．研究実施計画・方法

（1）平成19年度  「キーコンピテンシー」についての文献
研究

（2） 　　〃     新任教員を巡る教育現場の課題の把握
（3） 　　〃     新任教員に求められる資質・能力につ

いての調査研究
（4）平成20年度  教員養成・免許制度の改革の方向性に

ついての調査研究
（5） 　　〃     県内及び関東圏の本学卒業生の追跡調査
（6） 　　〃     学生サポーター活動の成果と教育的実

践力育成との関係把握
（7） 　　〃     人間発達学科児童発達学専攻の教職カ

リキュラムの状況調査
（8） 　　〃     在学生の意識調査の実施と結果分析
（9）平成21年度  九州・島根の国立大学及び教員養成私

立大学の訪問調査による教育実習シス
テムについての資料収集

（10） 　　〃     本学の教員養成システムの見直し

４．研究成果

（₁）OECDのキーコンピテンシーから見た教員の資質・
能力についての検討
①キーコンピテンシーの概念とキーコンピテンシーとさ
れる３つのカテゴリーとそれを構成する能力について
概念は単なる知識や技能だけでなく、技能や態度を含

む様々な心理的・社会的なリソースを活用して、特定の
文脈の中で複雑な要求（課題）に対応することができる
力である。
キーコンピテンシーの枠組みの中心にあるのは、個人

が深く考え、行動することの必要性であった。深く考え
ることには、目前の状況に対して特定の定式や方法を反
復継続的に当てはめることができる力だけでなく、変化
に対応する力、経験から学ぶ力、批判的な立場で考え、
行動する力が含まれる。その背景には、「変化」「複雑性」
「相互依存」に特徴付けられる世界への対応の必要性があ

るというものである。
ア　社会・文化的・技術的ツールを相互作用的に活用す
る能力（個人と社会の相互関係）
イ　多様な社会グループにおける人間関係能力（自己と
他者の相互関係）
ウ　自律的に行動する能力（個人の自律性と主体性）
とまとめられている。

（₂）新任教員を巡る教育現場の課題についての把握
校長等管理職への聞き取り調査から以下のような課題

が明らかになった。
①　多様化する児童との人間関係
ア　多様な価値観・多様な環境で育った子ども達への対
応
イ　問題を抱えた荒れる子どもとの関係づくりと個別の
支援
ウ　障害をもつ子ども（ADHD、アスペルガー、学習障害
等を抱えた子ども）
との関係づくりと適切な支援
②　多様な価値観・家庭の状況をもつ保護者との人間関
係
ア　児童間のトラブル対応への苦情
イ　教師との人間関係・感情的対立
ウ　教師の授業力・指導力への不満
③　世代の離れた職員構成と希薄化した人間関係
ア　気軽に話し合える同僚がいない
イ　親しく相談できる先輩が少ない
ウ　同学年の人間性と支援が少ない
エ　他校に在籍する指導教員との関係
④　組織体としての学校体制の多様さへの対応
ア　校長を中心とした指導体制と校長の指導・管理力
イ　職員の協働意識と協力性
ウ　組織体としての機能の向上努力
⑤　問われる教師自身の資質・能力
ア　児童との人間関係がつくれない
イ　児童の指導や管理が不十分
ウ　保護者との連絡や信頼関係づくりが不十分
エ　各種研修や多様な業務の迅速な処理ができない
オ　支持的風土の学級をつくる経営力が不十分
カ　全児童を引きつける授業力が不十分
キ　問題への対応・自己の不安解消力等の人間力の問題
（1）、（2）から新任教員に求められる資質・能力を次の
ように明らかにした。

（₃）新任教員に求められる資質・能力
①学習指導力
②生徒指導力（学級経営）
③対人関係力
④校務処理力
⑤服務遵守力
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（₄）教員養成・免許制度の改革の方向（₂₀₀₆.₇ 中央教育
審議会答申）の確認
「教員養成・免許制度の改革の方向」と題して教員養
成・免許制度の改革の基本的な考え方が示されていた。
そこでは「大学における教員養成」及び「開放制の教員
養成」の原則は、今後とも、尊重する必要があるが、今
日的課題等に適切に対応するためには、今一度これらの
原則の理念を明確にするとともに、現在を我が国の教員
養成の大きな転換期ととらえ、必要な改革を果敢に進め
ていくことが重要だとしている。そこで次の２つの方向
で改革が進めることを適当であるとしている。それは①
大学の教職課程を教員として最小限必要な資質・能力を
確実に身に付けさせるものに改革する②教員免許状を教
職生活の全体を通じて、教員として最小限必要な資質能
力を確実に保証するものに改革するというものである。
さらに教員に対する揺るぎない信頼を確立するための

総合的な方策の推進という標題のもとに５つの具体的方
策が提言されている。この中で本研究プロジェクトが究
明すべき養成システムを考えたとき最も検討をするもの
は１番目に示された教職課程の質的水準の向上について
であった。
教職課程の質的水準の向上のために具体的な方策とし

て次の４点が挙げられている。
ア　大学における組織的指導体制の整備
イ　教職実践演習（仮称）の新設・必修化　教員として
必要な資質能力形成
ウ　教育実習の改善・充実 （大学と学校、教育委員会の
共同による次世代の教員の育成）
エ　教職指導の充実
この４点の円滑な実施に向けて養成システムを明らか

にすることが本プロジェクトの課題ということになった。

（₅）卒業生の追跡調査を通して見えてきた学校現場の声
と現状
本学卒業生は、福岡県や福岡市を中心に教職に就いて
いる。地元志向が強いが、今後は、関西・関東圏へも広
がることが予想される。そこで、本学卒業生を訪問調査
し、現状や要望から本学に於ける教員養成システムに必
要な要素を明らかにすることにした。
関東地区に勤務する卒業生の実態について追跡調査を

行ってきたが、本人が勤務地にこだわらない学生であれ
ば十分やっていけること。しかし、言葉を始め九州との
違いを感じることが予想される。人間関係が作れる能力
が求められるであろう。同時に福岡県などと異なる小学
校の実態がある。たとえば教科担当制、学校選択性など
それぞれの取り組みについての情報を把握することが必
要である。
東京都、横浜市での教師志望を対象としている「教師
塾」についての内容は、様々な問題解決に取り組む強さ
を備えた即戦力を期待してスタートしていると考えられ

る。本プロジェクト研究を進める上で参考になるのでは
ないかと思われる。
今回訪問調査した卒業生は、経験が１年から６年の教

員であり、どの卒業生も前向きに取り組んでいた。しか
し、土日も仕事に追われており、特に１年目は初任者研
修と学級経営に忙殺され多忙を極めており、体調を壊し
ている例もあった。その中で卒業生は指導案作成や模擬
授業、学習指導要領の具体的な理解不足を指摘してお
り、初任者研修で毎週行われる授業研修が大きな負担と
なっていることが窺われる。
これらの結果から、「初任者研修」の中で解決されてい
くことも考えられるが、大学での教職課程の改善が期待
される。具体的には、①教科指導力の形成のために自ら
教材研究をして指導案を作成し、具体的な指導技術が身
に付くような演習方式の授業の必要性　②グループワー
ク、ロールプレイを通して、社会人としての基本（挨拶、
言葉遣い等）を身に付け、同僚の教職員 ･保護者や地域
との連携協力の重要性の認識　③学級経営力の形成のた
めに学級経営案の作成の演習を通して、児童理解、他の
教職員との協力のあり方の習得などが考えられる。
以上のように現場では、キーコンピテンシーに挙げら

れている多様な集団における人間関係形成能力そのもの
が必要となっている。多様な児童・同僚・保護者との人
間関係を構築し、個々人の価値とのバランスを図る力が
求められているのである。また、学級経営や授業におい
て課題となる児童との人間関係づくりとともに、教師自
らの意思決定力や確実な情報に基づいた責任ある行動を
可能にする専門性も求められていると言える。大学の教
員養成システムも卒業生たちの教職スタートが学生時代
からの滑らかなつながりの中で始められるように、初任
者研修や教員のライフステージを意識して改革していく
必要がある。

（₆）本学が取り組んでいる学生サポーター制度の成果と
課題
学生サポーター制度の成果と課題を明確にするため、

次のような取り組みを行った。
①　学生サポーター導入校への聞き取り調査
②　学生サポーター中の学生の参観
③　参加学生へのアンケート調査の実施（回答数05E：
40名・06E：44名）
７項目（参加動機、活動内容、求められている学生サ

ポーターへの期待、疑問点の有無、参加しての成果、小
学校への要望、大学への要望）について、自由記述で
行った。
④　学生サポーター活動交流会（平成20年11月）の実施
⑤　福岡市学生サポーター活動交流会（平成20年12月こ
の会は学生サポーター制度の導入大学が参加して福岡
市の主催で開催された交流会である）への本学学生の
発表と参加
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これらさまざまな方法で学生サポーター制度を検討し
てきたが、参加学生の報告から見えてきたことは活動動
機を見ると、学校現場を知る良い機会や子どもたちとか
かわり等への指摘が多い。活動内容は多岐にわたり、学
級担任の補助活動が主であることが判明した。しかし、
休み時間に子どもたちと遊ぶ活動も多く、忙しい学級担
任に代わり、子どもたちと触れ合うことを期待されてい
ることが伺える。また、本活動に参加しての効果として
は、子どもたちの様子や学級づくりの実際を見ることが
出来た、勉強になったなど、参加動機に対応する結果が
得られている。ただ、改善してほしいこととして、支援
方法への具体的指示や、事前の打ち合わせを求めており、
活動に不安を感じている様子も見える。
また、学内でもサポーター活動と大学の選択科目履修

率低下について関係があるのではないかとの意見がある
ように、本活動に参加するための時間の確保の難しさを
指摘している学生も多い。本活動の意義は明らかとなっ
たが、参加学生も限られており、教育実習を補完するだ
けの内容とは評価できない実態であることが明らかに
なった。しかし、学生サポーター活動は、制度の運用の
面ではまだ様々な問題点はあるが、教育的実践力を身に
付ける上で有効な活動のひとつであることが判明した。
現在この制度は本学では、学生の自主的な活動として
位置付けており、授業の合間を使っての活動となってい
るが、習得単位に位置付けて更なる活動の充実を促すこ
ともインターンシップの必要性が言われている中で検討
する必要があると考えている。

（₇）人間発達学部児童発達学専攻の教育目標（平成₁₉年
度シラバスより）と教員養成の方向
本学部の教育目標を見てみると、キーコンピテンシー
と関連したものとして次のような内容が示されている。
①学問研究のための知識・技能・態度の中では、問題の
発見と解決のため、各種の媒体を利用して情報を収集す
るとともに、情報を批判的に取捨選択し、活用する能力
を身につける。また、②社会人として生きるための知識・
技能・態度の中では、共同の研究活動、討議、実技、実
習等を通じて、主体性・協調性などを社会人として必要
な態度を身につけるという内容である。
しかし、「変化」「複雑性」「相互依存」の世界への対応
の必要性から、変化に対応する力、批判的な立場から考
え行動する力が強調されているキーコンピテンシーを視
野に入れて教育目標を再検討する必要性がある。
例えば、他者との円滑な人間関係を構築する力やグ

ループへの貢献と個々の人の価値とのバランスを図る
力、自分が置かれている立場や自身の行動の影響等を理
解した上で自らの行動を決定していく力等について付加
していくことが必要と考えられる。

（₈）九州の大学、島根大学及び教員養成私立大学の訪問
調査による教育実習システムの資料収集の結果
①長崎大学教育学部の訪問（平成₂₀年２月）
教育実習システムは蓄積型体験学習というプログラム

の中で１年次から４年次までの中で下図のようになって
いる。

多様な体験学習は、１分野に付き16時間以上で全80時
間といった２単位科目である。
②大分大学教育福祉科学部の養成システム
地域の大学をめざし、県教育委員会と協定関係を結ん

で連携している。また、「地域教育課題研究、学校経営演
習、教育評価演習」の科目には県教委関係者（指導主事
や現職教員等）による講義が行われている。
講義の新設  教育支援実践研究として学校ボランティ

ア科目  

教育臨床実習として学校カウンセリング
科目  

インターンシップとしての科目
などが養成システムに組まれている内容である。
③福岡教育大学の教育実習
改訂前は、第３年次に附属小学校で５週間の教育実習
が実施されていたに過ぎなかったが、平成９年に、下記
の通り、教育実習が大幅に改訂された。これは本教育実
習を中心に１年次から４年次まで続き、充実したものに
なっている。これは、福岡教育大学方式として、文部科
学省から高い評価を受けているという。
教育実習の内容
１年次　　　体験実習（選択、１単位、教職専門科目）
２年次前期　観察参加（必修、事前指導科目に含まれる）
２年次後期　基礎実習（必修、１単位、教職専門科目）
15回の授業のうち、協力小・中学校及び附属小・中学
校でそれぞれ１回程度の授業参観を行う               

３年次　　　事前・事後指導（必修、観察参加を含み１単位）
３・４年次　本実習　実施時期等はコース等によって異なる
４年次　　　研究実習（選択、２単位、教職専門科目）
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④島根大学教育学部の特色ＧＰ「確かな教師力を育む多
角的評価の実現」をもとに作成された養成システムに
ついて
訪問調査の結果をもとに特色ある養成システムを図解

してみた。
図からもわかるように確かな教師力を育む多角的評価
の実現のために、
○プロファイルシートによる教師力養成プロセスの可視
化
○1000時間体験学修による豊かな人間性と実践的な指導
力の育成
○「面接道場」による教育実習前の学生に対する地域社
会の評価の導入
の３つの柱が準備され、取り組まれているとういことで
あった。
各学生が、それぞれの領域でのＧＰＡ及び自己評価を
もとにして教員評価や面接道場での評価を行い、体験学
修時間の認定申請を行うなど学生の主体性を生かした工
夫がなされていること。また、１年生から４年生まで学
校教育体験を380時間と設定するなど教育実習が重視さ
れていることなど参考になる取り組みがなされているこ
とがわかった。
⑤大妻女子大学家政学部児童学科　平成₂₀年３月訪問
教員養成のみならず子どもやファミリーに関連する企
業などにも就職することのできる人材を育成することを
目標としている大学である。

児童教育学専攻の特色ある講義科目の設置
　子ども NPOⅠ・Ⅱ
　子どもファミリー・マーケティングⅠ・Ⅱ
　インターンシップⅡ（教育機関）
　インターンシップⅢ（子ども関連機関・企業）
子どもの生活と援助（指導理論と方法）など各分野へ

のインターンシップ制度がみられ、さらに、区立九段小
学校と連携した授業の実施（2004年から）もスタートし
ている。

（₉）在学生の意識調査結果（₂₀₀₈年１月実施　調査対象
１年～４年の児童発達学専攻）
キーコンピテンシーの要素である「変化」「複雑性」「相
互依存」への対応力について「教師になるために大学時
代に身に付けておくことが大切だと思う資質・能力」と
して在学生の意識を把握するために、17の設問によるア
ンケート（資料）を作成して調査を行った。有効回答数
は、１年生99、２年生89、３年生51、４年生52の合計291
名であり、次のような結果を得た。
なお、設問はキーコンピテンシー及び新任教員に必要
な資質・能力の観点から、エ 子どもの発達段階の理解
や心身の状況を把握する力　セ 教員としての使命感、責
任感、情熱　ソ 地域、保護者、同僚教師との信頼関係を
築くコミュニケーション力　タ 社会・集団における規
範意識、倫理観の項目を位置付け、調査を行った。
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アンケートによる意識調査の結果
１～３年生と４年生でかなり意識に違いがあることが
読み取れた。
ア 生命を慈しむ温かい心　イ 厳しさと向き合う健康

な心と困難な問題に直面したときの対応力　ウ 子ども
に平等に接し、願いや気持ちを受け止める姿勢　オ 物事
をわかりやすく要約・説明できる表現力や説得力　
セ 教員としての使命感、責任感、情熱　タ 社会・集団
における規範意識、倫理観　チ 社会人としての教養と常
識の項目において１～３年生と４年生では、大学時代に
身に付けておくことが大切な資質・能力としての意識に
大きな違いが見られた。
この理由は、やはり教育実習の経験の有無であると考
えられる。３年時に４週間経験した教育実習の中で、こ
れらの項目についてその必要性を強く感じた結果である
と考えられる。また、教育実習未経験の１～３年生では、
ス 子どもの自主性、主体性を生かす指導力等への意識
はもてているものの、実際の教育現場をまだ知らないた
め、人間として基本的に身に付けておくべき内容につい
ての意識が薄いと読み取れた。
キーコンピテンシーで指摘されている個人と社会との

相互関係や自己と他者との相互関係等を意識できるよう
にしていくためには、大学のカリキュラムに、できるだけ
観察実習、体験実習と早い時期からの現場体験を通して
意識を高めておくことが必要であると考える。
また、キからスの学習指導力や評価力、学級集団づく

り、子どもの主体性を生かす指導力等に関する設問につ
いては、全学年にわたって意識がかなり低い結果であり、
指導力について自信がもててない傾向が見られた。自由
記述からは、全学年にわたって、身に付けたいと考えて
いる資質・能力を、キーコンピテンシーにかかわる内容
で示しているものが多く、人間性や対応力、コミュニ

ケーション力を身に付けたいという願いをもっているこ
とが読み取れた。

（₁₀）本学の教員養成システムの改善の方向性
本研究で明らかになったように、子どもだけでなく、
同僚の教職員、保護者、地域の人達、教育関係機関の職
員等、他者とのコミュニケーションが円滑にできる能力
が求められている。本来この能力は豊かな人間関係の中
で育つものであるが人間関係の希薄化等の中で、その養
成は難しくなっていることから、対話力や表現力を養う
ロールプレイや演劇体験等を積極的に取り入れていく必
要がある。様々な状況や人間関係の中で発揮される言語
スキルを豊かに身に付けるためにも演劇表現などを経験
する機会を新設科目として位置付けたい。
教育実習の充実は早急に検討する必要がある。今回訪

問調査を行った養成校のように本学も１年生から４年生
までを通じての教育実習の充実が求められる。１年次か
ら観察実習、基礎実習、本実習、研究実習を連続的に
行っていくことが必要である。また、教育実習研究も２
年生、３年生で行い、教師としての資質・能力を教育委
員会や学校現場との連携を深めながら育てていかなけれ
ばならない。また、このことを実現するためには、付属
小学校が未設置の本学では、近隣小学校との研究協力校
関係の開拓や教育委員会との密接な連携が条件となる。
大学に近い小学校３校～４校を選定し、日常的に訪問で
き、子どもと触れ合うことが可能な場の確保と現職教員
との交流、大学からの講師派遣等も積極的に行っていき
たい。
学校理解、児童理解、保護者理解、教職に対する理解

などを進めるためにもインターンシップ等の現場体験の
充実が求められている。キーコンピテンシーに示された
他人と円滑に人間関係を構築する能力を育てるために
も、新設される教職実践演習の実施体制の確立と学校サ
ポーター活動の有効活用を引き続き推進する必要があ
る。また、公民館活動、子育て支援活動への参加、子ど
も関連機関や企業等も視野に入れて体験活動を広げてい
くことも検討していく必要がある。
多様性を増している子どもへの対応を考えたとき、特

別支援教育に関する基礎的・専門的な知識と実践的な指
導力を養成するカリキュラムを準備することが肝要であ
る。既設置の発達支援センターを活用した実践力のある
教員の養成が期待される。
以上４点を基本に、これらを解決する中で21世紀の

「知識基盤社会」を支える教師に求められる資質・能力
の養成が可能であることを認識したい。

（₁₁）今後の研究課題
他大学の訪問調査は国立大学法人がほとんどであっ
た。そのため、教員養成の改革の方策に沿って教職課程
の改善・充実が進んでいた。現職教員を含む教職経験者

質問項目 
これまでを振り返って、教師になるために大学時代に身に付けておくことが大切だと

思う資質・能力について意見を聞かせて下さい。下記のア～ツについて、A とても必

要、B 必要、C あまり必要ではないを判断し、           の当てはまるところに○

を付けてください。                             
                                             Ａ   Ｂ   Ｃ 

                          例                                                                       
ア 生命を慈しむ温かい心                        
イ 厳しさに立ち向かう健康な心身と困難な問題に直面したときの対応力    
ウ 子どもに平等、公平に接し、願いや気持ちを受け止める姿勢                        
エ 子どもの発達段階の理解や心身の状況を把握する力                        
オ ものごとをわかりやすく要約・説明できる表現力や説得力                        
カ 適切な教材研究に基づいて授業計画や学習指導案を作成する力                        
キ 子どもの理解を促すために教材を工夫する力                        
ク ねらいを明確にした学習指導力                        
ケ 学習指導要領の目標と内容の理解                         
コ 教科の目標や子どもの実態から見た学習評価力                        
サ 子ども一人ひとりの達成目標を設定できる力                         
シ 子どもが主役になる学級集団づくりと学習規律を遵守させる指導力                        
ス 子どもの自主性、主体性を生かす指導力                        
セ 教員としての使命感、責任感、情熱                         
ソ 地域、保護者、同僚教師との信頼関係を築くコミュニケーション力                         
タ 社会・集団における規範意識、倫理観                         
チ 社会人としての教養と常識                        
    
 

    その他に身に付けておく必要があると考えている資質・能力があったら、自由に書 
いてください。 
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の大学教員としての積極的活用等が進められ、学校や教
育委員会等の協力により実務経験や事例研究、現地調
査、模擬授業などが取り入れられようとしている。私立
を１校訪問したがそこでも近くの小学校との連携が図ら
れた授業も実施されている。
本学が今後取り組む次の課題は、実習教育充実のため

に研究協力校、これが困難な場合は実習協力校の開拓と
教職実践演習の実施のための条件整備である。訪問調査
の範囲を私立に絞り調査・研究を進めていくことが次の
課題だと考えられる。

５．主な発表論文等

〔雑誌論文〕（計１件）
①田中浩子，曻地勝人，中野秀雄，日高晃昭，平田繁，

山中寛子，教育的実践力を身に付けた小学校教員を育
てる養成システムの研究：―「変化」「複雑性」「相互
依存」への対応力の育成―，中村学園大学・中村学
園大学短期大学部研究紀要，42号，97-111，2010　査
読有

６．予算配布額
（金額単位：円）

研究経費 機器備品 合　計
平成19年度 570,000 ０ 570,000
平成20年度 550,000 ０ 550,000
平成21年度 460,000 ０ 460,000
合　計 1,580,000 ０ 1,580,000
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本学における保育者養成システム、幼稚園・保育園における
再教育システムの検討と構築

The childcare person training system in Nakamura Gakuen University
 is examined and built, and the reeducation system in a kindergarten 

and a nursery school is examined and built.

研究グループ代表者
古相　正美（FURUSO MASAMI）人間発達学部・教授

共同研究者
井上　寛七（INOUE KANSITI）人間発達学部・教授（19・20年度）

古賀　範雄（KOGA NORIO）人間発達学部・教授（19・20年度）

佐々木美智子（SASAKI MICHIKO）人間発達学部・教授

山田　達雄（YAMADA TATSUO）人間発達学部・教授

石黒万里子（ISHIGURO MARIKO）人間発達学部・講師

山田　朋子（YAMADA TOMOKO）人間発達学部・講師

森田真紀子（MORITA MAKIKO）人間発達学部・助手（21年度は協力者）

永本　弘子（NAGAMOTO HIROKO）人間発達学部・助手（19・20年度）

城元　寿美（SHIROMOTO KAZUMI）人間発達学部・助手（21年度）
※単年度のみの参加者については、括弧内に参加年度を示す。

研究成果の概要
（1） 他大学養成施設の調査とカリキュラム研究、主に実習を中心とした養成実施体制の研究を行ない、教育学部新カリ
キュラムに反映させた。

（2） 付属幼稚園における保育ビデオ撮影と実習研究における利用により、保育ビデオの可能性と養成への利用が有効であ
ることが分かった。

（3） 本学出身保育者へのアンケート調査により、再研修への希望実態調査を行ない、保育者の再研修への潜在的ニーズと
大学院への希望を調査検討した。

研 究 分 野：教育学
キーワード：保育者養成・カリキュラム・再教育・育児支援

１．研究開始当初の背景

研究開始当初の本学部における問題点は、
（1）大学院発足後の定員充足。
（2）学部改組に向けてのカリキュラム検討。
という二点に絞られていた。そこで、これらの問題点を
検討するために、学部総意のもとに本プロジェクトを立
ち上げた。

２．研究目的

目的は、保育士・幼稚園教諭の養成施設として、保育

者養成、再教育の方法を模索して構築することとした。
本学における養成カリキュラムを分析し、他大学の養成
システムを研究しながら、付属幼稚園や卒業生の勤務す
る園における研修状況を調査し、その効果的方法を再教
育カリキュラムとして提供できることを目指していくと
いうものである。

３．研究実施計画・方法

研究計画は、
（1）他養成校のカリキュラム・実習実態調査と検討
（2）付属幼稚園における保育ビデオ撮影と DVD化
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（3）本学卒業保育者への研修状況・研修希望アンケート
調査。
というものである。方法としては、
（1）他養成校へ訪問し、カリキュラムや実習の実態を聞
き取り調査する。

（2）付属幼稚園へビデオ機器を持込み、園との協力の上
でビデオ撮影し、パソコンによってＤＶＤとして記録
する。

（3）同窓会との協力により、本学卒業保育者へアンケー
ト調査を行なう。
というものである。

４．研究成果

︵₁）他大学養成施設の訪問と実習を中心とするカリキュ
ラム研究
①平成20年度全国保育士養成セミナー・全国保育士養成
協議会第47回研究大会
②白梅学園大学子ども学部「実習指導センター」
白梅学園大学子ども学部では、１～４年生まで充実し
た実習科目（幼・保・学・施設など）を用意し、「実習
支導センター」で全ての学校・施設別の実習担当講師
（助教、６名）を中心とした親身な系統的指導と充実し
た事前・事後指導、ゼミ担当教員との密接な連携がな
されていた。
③お茶の水女子大学「幼・保の発達を見通したカリキュ
ラム開発」における観察実習の参与観察と教員同士の
協議。
お茶の水女子大学「幼・保の発達を見通したカリキュ
ラム開発」では、「保育臨床実習」で学内附属園での90
分の観察実習を行い、その後60分の話合い、授業後観
察記録の作成提出という一連のプロセスを積み上げ、
観察的視点と理解を深める授業がなされていた。この
授業の担当は教員、大学院生計８名のプロジェクト
チームで行われていた。
④全国保育士養成協議会・現代保育研究所「保育所保育
指針の改定で目指していること」第３回研修会
現代保育研究所「保育所保育指針の改定で目指してい
ること」第３回研修会では、第３次保育所保育指針改
定と今後の保育士養成のありかたについてパネルディ
スカッションが行われ、カリキュラム改定案が示され
た。第２次指針改定時の平成12年保育士養成課程見直
しで提示された課題の３つの内、１）国家資格化、２）
保育士試験の統一は解決されたが、３）４年制養成課
程の資格化のみが解決していない。保育所保育指針改
定に対応したカリキュラム改定と合わせて４年制養成
課程の専門化・資格化が課題となっている。
具体的には、A案、B案という２つの方向から養成課程
を検討している。A案は現行の養成課程を基本に編成
し直していく考え方、B案は今後の保育士に必要な専

門性をもとに、養成課程を考えている。しかし、A案・
B案共通の考え方として、
一社会の要請（指針改定）に応える必修科目の検討、
二２年制養成課程の総単位数は、現行通り68単位、
三４年制養成課程は、２年制課程を基礎として、より
専門性を深化、充実させる、
四現職保育士等のステップアップの仕組みを作る、
五原則として、専門科目、教養科目とも大綱化して養
成校の独自性を保証することが、基本とされている。
五熊本大学教育学部附属幼稚園、尚絅大学短期大学部
附属幼稚園調査
六関西学院聖和幼稚園、乳幼児保育センター（保育所）
見学・関西学院大学実習支援室を訪問

⑤関西学院聖和幼稚園、乳幼児保育センター（保育所）
を見学し、実習指導体制に関する聞き取りと、大学と
幼稚園の連携のあり方について意見交換をした。両園
においては、教職員が大学の実習指導の授業を担当す
るなど、大学における事前・事後指導にも幼稚園・保
育所の教員が関わっていることを特徴としていた。関
西学院大学実習支援室を訪問し、教職員の協力体制や
資料整理の方法について、聞き取り調査を行った。支
援室には、専任職員が５名おり、提出物や日誌などを
一括管理していた。

こうした訪問・調査内容を分析し、教育学部新カリ
キュラムの実習体制に反映させた。また、本学において
も実習支援体制を再構築する必要性が明らかになり、着
実にその体制を進めている途中である。
さらに、中村学園大学発達支援センターの公開講座に
おいて、保育者再研修の試みを含めた講座に内容を提案
した。本プロジェクト共同研究委員は、既に、保育・教
育専門講座の第１回（平22 ／２／６）として、①親支援
（佐々木）②言葉の発達と絵本（古相）の講義と演習を行
い、再教育の機会を提供した。本プロジェクトの内容は
発達支援センターの設立により、その講座内容への協力
という形で結実している。

︵₂）付属幼稚園におけるビデオ撮影と、そのビデオの実
習研究授業における利用を行ない、実習におけるメ
ディアの利用法を試みた。現在もビデオを利用した授
業を実施している。

︵₃）本学出身保育者への研修等に関するアンケート調査
同窓会の協力により、保育職についたと思われる卒業
生636名（大学418名・短大182名）にアンケートを郵送。
返信108通　返却18通（回収率17％）。極めて低い回収率
であるが、この試みにより、卒業生の現住所の不確実性
や現職保育者が確認されていないことが判明した。今後、
同窓会や就職課との連携により、本学出身現役保育者の
確認作業を行なう必要性を痛感した。
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さて、返信の年齢幅は22 ～ 65才で、大学時代に学んだ
ことでためになったと思われる授業内容から初め、大学
で学ぶべき事柄、これまで受けた研修でためになったと
思われる研修内容、今後受けたいと思う研修内容、そし
て大学院で学びたいか、その理由と内容という多岐に渡
るアンケート内容であった。

この結果で、学びたい理由は、「学び直し・学問的向上
心・理論的根拠がほしい」などといった人が25名と多
く、現場経験をもとに研究したいという人が８人、自分
自身を成長させたい人が５人などとなっている。また、
学びたい内容は、

心理学（発達心理学） 13
育児支援 11
障害児（発達障害） 8
子どもの発達 5
カウンセリング 3
保育全般 3
栄養学・食育 2
遊び 2
新しい保育方法 2
介護 2
経営学 2
生きる力を育てる為には… 1
絵本 1
環境 1
気になる子どもの育ち 1
教育学 1
教育技術学 1
経済学 1
現代の保育事情に即した内容 1
子どもの運動発達について 1
子どもの問題行動 1
集団作りについて 1
少子化対策 1
総合幼児教育 1
テーマ保育 1
乳児保育 1
ベビーサイン 1
自由保育のメリット、デメリット 1

と多岐に渡っているが、心理学や育児支援に関する事
柄を希望する保育者が多い事がわかる。この内容は本学
部大学院の内容と連動している。

思う
44％

思う
思わない
どちらでもない

思わない
48％

どちらでもない
8％

大学院で学びたいと思うか

この他、更新講習などで学びたい内容としても障害児
保育や心理学・育児支援・心指導要領などを初め、以下
のような内容が回答されている。

障害児保育（グレーゾーン） 21
心理学 6
育児支援 5
新保育指針・新指導要領 5
子どもの発達 4
食育 4
パソコン 3
カラーコーディネイトやカリグラフィー 3
育児法 2
わらべ歌 2
伝承遊び 2
音楽全般 2
子どもの遊び 2
乳児保育 2
統合保育の重要性と今後 2
子どもの叱り方 1
専門教育 1
手遊び 1
ベビーマッサージ 1
沖縄の保育が本土より低レベルと言われる理由 1
ピアノ 1
マーチング 1
絵画 1
現場での研究法 1
家族関係論 1
現場で起きている様々な問題 1
児童文学 1
園経営について・若い職員の育て方 1
看護師の勉強 1
救急医療 1
今後の幼児教育 1

こうした内容は、本学の教員免許更新講習や発達支援
センターの公開講座の内容に反映することができる。
以上のように、本アンケートは本学部における免許更
新講習や公開講座に生かされるとともに、大学院の将来
構想にも利用されている。

５．予算配布額
（金額単位：円）

研究経費 機器備品 合　計
平成19年度 1,140,000 409,500 1,549,500
平成20年度 1,300,000 168,000 1,468,000
平成21年度 740,000 60,000 800,000
合　計 3,180,000 637,500 3,817,500
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地域活性化を考える～地域資源の顧客価値転換に向けて～

Local Revaitalization ～ Transfering local resouces to customer-value

研究グループ代表者
片山　富弘（KATAYAMA TOMIHIRO）流通科学部・教授

共同研究者
甲斐　　諭（KAI SATOSHI）流通科学部・教授

浅岡　柚美（ASAOKA YUMI）流通科学部・教授

吉川　卓也（KIKKAWA TAKUYA）流通科学部・准教授

福沢　　健（FUKUZAWA TAKESHI）流通科学部・准教授

井上　能孝（INOUE YOSHITAKA）流通科学部・講師

音成　陽子（OTONARI YOKO）流通科学部・講師

明神　実枝（MYOJIN MIE）流通科学部・講師

徐　　　涛（XU TAO）流通科学部・講師

研究成果の概要
 ２年間の実績として、地域ブランド研究に関する書籍や論文、観光地戦略にかかわるものや農産物直売所に関する論文
が多くみられた。これらの研究成果から、地域活性化には、地域ブランドが必要であり、地域ブランドとは、地域資源を
顧客価値に転換することであることが認識された。また、本研究の成果は、プロジェクト参加メンバーの担当講義を通じ
て教育に反映していく。

研 究 分 野：流通、商学、マーケテイング
キーワード： 地域ブランド、マーケテイング戦略、地域活性化、ブランド選考、農産物直売所、フードシステム、中国の

卸売市場

１．研究開始当初の背景

地域格差が現前と存在する中、地域を盛り上げていこ
うとする動きが各地でみられるようになってきている。
例えば、政府の施策においても、地域資源活性化プログ
ラムや農商工連携などである。地域活性化が必要な時期
にきている。

２．研究目的

本研究では、地域活性化における様々なアプローチを
用いながら、実態調査や考察をおこなっている。地域活
性化への取り組みを特産品戦略、イベント戦略、観光地
戦略における国内やアジアの事例を取り上げながら、そ
の地域での活性化の意味合いを考え、一般化・普遍化で
きる理論構築に向けた研究スタイルを行なっている。

３．研究実施計画・方法

初年度として、研究対象の文献レビュー、アンケート
調査準備、ヒアリング実施準備、仮説構築などを行った
上で、地域調査の実施。
２年目として、関連地域や比較対象地域への地域調査
を実施した後、報告書作成。成果としては、流通科学部
紀要などに掲載する。

４．研究成果

現在、本研究課題に関して、これまで文献収集や調査
などで得られたデータと文献に基づき、研究を行い、以
下のように査読付研究論文、大会講演、出版物などの成
果を挙げている。
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A Study of a New Accounting System Corresponding to Change 
in Economic society: Proposal for a Solution

研究グループ代表者
新　　茂則（SHIN SHIGENORI）流通科学部・教授

共同研究者
藤川　祐輔（FUJIKAWA YUSUKE）流通科学部・准教授

水島多美也（MIZUSHIMA TAMIYA）流通科学部・准教授

坂本　健成（SAKAMOTO KENSEI）流通科学部・助手

日野　修造（HINO SHUZO）短期大学部キャリア開発学科・准教授

研究成果の概要
 IFRS（International Financial Reporting Standards）をはじめとしたグローバルな会計処理の潮流は、企業構造、企業価
値、企業評価を変革させ企業はこれらに呼応した新しい会計システムの対応に迫られている。これらの現状を踏まえその
実態を調査分析し、問題点を論究し課題解決へ向けて提言を行った。その内容は財務会計と管理会計の両側面より、会計
情報、地方自治体の会計制度、非営利組織体会計、会計情報システムの構築について取り組んだ。
 本研究プロジェクトでは、これら調査研究の成果はそれぞれのフェーズで各種学会、専門雑誌、図書出版で発表し縦覧
に供した。

研 究 分 野：会計情報、企業価値、公会計、管理会計、会計情報システム、非営利組織体会計
キーワード： ディスクロージャー、企業評価、投資教育、発生主義、公正価値、予算管理、ファンドレイジング

（Fundraising）、データベースソフト開発

１．研究の背景

近年、アングロサクソン型のグローバリゼーションが
進行し、我が国においても従来の日本的な会計処理方法
がこれらと適合しなくなり、それに伴い会計制度の修正
が緊急の課題となった。国際的な資本市場に資本が集積
する環境が求められている。この背景は、投資家が意思
決定に際して会計基準の国際的な統一基準が必要とな
り、それぞれ各国の異なる基準では企業評価の尺度に齟
齬をきたし、比較可能性を達成することができない。
よって国際的な統一基準が要請されてきたことに起因し
ている。我が国では IASB（International Accounting 

Standards Board）との東京合意を経て、会計基準の国際
的コンバージェンスが ASBJ（Accounting Standards Board 

of Japan）を中心として図られており、これまでに様々な
会計基準の設定や改訂、廃止が行われた。
本研究プロジェクトは、このような会計を取り巻く環
境を踏まえたうえで新しい会計システムの課題と対応の

観点から研究を行った。

２．研究目的

上記の研究の背景を踏まえ、以下の会計分野の研究目
的を設定した。

（₁）会計情報における企業評価に関する研究
サブプライムローンに端を発した不良債権の連鎖的発

生、2008年９月のリーマンショックによる資本市場の価
格凋落、金融収縮による世界の株式市場の実態、株価変
動の推移、経済危機による情報格差の実態、雇用環境の
変化と家計の収入実態等から学校教育における投資教育
のあり方を明らかにする。

（₂）公会計に関する研究
地方公共団体の単式簿記・現金主義会計制度から、複
式簿記・発生主義会計への移行に伴う問題点を洗い出
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す。企業会計との違いと特色とその論拠を明らかにする。

（₃）管理会計の意思決定に関する研究
年間のプロジェクトにおいて、予算管理そのものが、

新たな会計システムの中で、どのように変化しているの
かを明らかにする。

（₄）会計情報システムに関する研究
大学における会計情報の現状を調査し、Accessを用い

た会計情報システムを構築することで会計情報システム
の簿記会計の教育手法を明らかにする。

（₅）非営利組織体会計に関する研究
国際的に承認された非営利組織体会計概念フレーム
ワーク構築作業の進展を見据えつつ、我が国における非
営利組織体会計統一へのプロセスを明らかにする。

３．研究実施計画・方法

（₁）研究計画
経済社会の変動に対応した新しい会計システムに関す
る研究を実施するに際して、５つのフェーズを設定し研
究計画を立てた。
経済社会の変動が如何に会計システムに影響を及ぼし

ているかを明確にすることを中心に研究活動の展開を計
画した。その際、総論的な考察から各論的な考察へと展
開するよう考慮した。そして、最終年度において初年度
に明らかとなった調査の実態と現状を踏まえ、新しい会
計システムに向けて論究し改善への提案を行う。

（₂）研究方法
５つのフェーズごとにそれぞれ中心となる担当者を決

めて５つのフェーズで行った。以下の通りである。
①会計情報における企業評価
②公会計
③管理会計における意思決定
④会計情報システム構築
⑤非営利組織体会計
研究に際しては共同研究であることを踏まえて、研究
代表者を中心に定期的に意見交換を行い、これらを調整
し研究に反映させた。

４．研究成果

（₁）会計情報における企業評価に関する研究
文科省、金融庁が学校教育に金融経済教育を要請して

いることを受け、全国の学校教育に株式投資教育がどう
あるべきか、実態を調査し分析を行った。
具体的には会計情報を収集し加工・処理し業績評価を
中心として企業の経営成績、財政状態等財務諸表データ

を基に企業評価を行い、これらの会計情報を学校教育に
導入、展開、整理、まとめについて提言した。このこと
によりとりわけ中学校、高等学校での授業導入のねらい、
目的、目標、導入方法、学習展開、留意点、整理項目等
に系統性をもたせ体系的指導を論じ、金融庁、文科省が
提唱する金融教育の要請を踏まえ学習指導要領の「生き
る力」のなかに位置付けた。
この研究により今後の後期中等教育の投資教育に曙光

を充て学校の実践的な指導に即した内容を提示した。

（₂）公会計に関する研究
かつては、官庁会計は、会計学の一分野を構成するも
のではなかった。官庁会計が単式簿記・現金主義システ
ムであったため会計学の範疇に含められなかった。
ところが、1990年頃からアングロサクソン諸国を中心
に官庁会計に企業会計と同様の複式簿記・発生主義シス
テムを採用し、行政の能率化・効率化・説明責任の明確
化、責任体制の確立に利用されるようになってきた。そ
れは今や全世界に拡大しつつあり、理論面においても会
計学の大きな分野を構成し、「公会計」と呼ばれるに至っ
ている。ただし、日本ではこの採用が相当遅れているの
で、公会計の内容とともに遅延の要因も検討した。国お
よび地方公共団体の会計制度（単式簿記・現金主義会
計）の問題点（単式簿記：負債掌握が困難、現金主義（費
用の正確な把握が困難）に対し、複式簿記・発生主義会
計を導入する立場から次の研究を行った。複式簿記・発
生主義会計の我が国への導入が遅れた歴史的経緯と事情
を明確にし、導入への現実妥当性を研究した。国内（東
京都）や海外（韓国）の取り組みを調査し、導入経緯と
実態、特色等を掴んだ。これにより日本の会計制度の遅
れは政治家と官僚の怠慢が原因であると結論づけた。

（₃）管理会計における意思決定に関する研究
従来の予算管理研究の中でも予算管理のスピード化を
中心に研究を行った。その中でも利益計算と予算あるい
は時間と予算の関係について宇部興産株式会社の宇部ケ
ミカル工場に対する企業調査を行い、予算管理のスピー
ド化はある程度必要であると考える。

（₄）会計情報システムに関する研究
大学における会計情報の現状を調査しリレーショナル

データベースソフト、Accessを用いた会計情報システム
（取引発生、仕訳、仕訳帳、総勘定元帳、試算表、整理仕
訳）を構築することで会計情報システムの教育手法を検
討した。

（₅）非営利組織体会計に関する研究
我が国、IASBおよび FASB等の非営利組織体会計に関
する文献等を検討し、あるべき非営利組織体会計につい
て私見をまとめた。特に財務報告の手法に焦点を当て、
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非営利組織体のファンドレイジング（資金調達）の観点
から、ハードマネー（事業収入など）とソフトマネー（寄
付金など）を区別した財務諸表が有用であると結論づけ
た。
ハードマネーはいわば組織体の自助努力の成果である
と考えられる。これに対してソフトマネーは組織体の使
命に共感した団体や個人からの支援である。したがって、
これらの資金の調達源泉は、その性質を異にするもので
ある。これらを区別して財務報告をすることによって、
次年度以降のサービス提供に必要な資金額を明確にする
ことができると考えられる。つまり、自助努力で獲得し
た金額と、寄付として受け入れた金額を示す事で、次年
度も本年度と同等以上のサービスの提供を行うために、
獲得しなければならない２つの性質の金額（ハードマ
ネーとソフトマネー）を明確にすることができる。

５．主な発表論文等

〔雑誌論文〕（計10件）
① 日野修造，「NPO会計基準［最終案］における正味財
産の検討」，査読有，中村学園大学・中村学園大学短期
大学部研究紀要，第43号，pp.227-235，2011.
② 藤川祐輔，「日本と韓国における複式簿記・発生主義
会計の導入の経緯」，査読有，流通科学研究，Vol.11，
2011，pp.33-40
③ 水島多美也，「管理会計研究における時間研究の位置
づけ―先行研究の整理と発展―」，査読無，福岡大
学商学論叢，第55巻４号，2011，pp.259-281
④ 新茂則，「学校教育における株式投資指導の現状と課
題」，査読有，中村学園大学流通科学研究所研究叢書，
No.1，2010，pp.41-56
⑤ 藤川祐輔，「地方公会計への複式簿記発生主義会計の
導入の問題点」，査読有，中村学園大学・中村学園大学
短期大学部研究紀要，第42巻，2010，pp.301-315

⑥ 藤川祐輔，「税収は，利益か純資産か」，査読有，流通
科学研究，Vol.10，2010，pp.33-41
⑦ 日野修造，「FASB非営利組織体会計概念・基準におけ
る収益測定可能性の検討」，査読有，中村学園大学・中
村学園大学短期大学部研究紀要，第42巻，2010，
pp.303-311

⑧ 新茂則，「学校における金融経済リテラシー教育の視点
―株式投資教育を中心に―」，査読有，日本高校教
育学会年報，16号，2009，pp.16-25

⑨ 藤川祐輔，「地方自治体会計の欠陥とその対応―企業
会計との比較を通して―」，査読有，流通科学研究，
第９巻１号，2009，pp.41-48
⑩ 水島多美也，「タイムコスティングモデル化における諸
問題―先行研究からの知見をもとに―」，査読有，
流通科学研究，第９巻第１号，2009，pp.55-65

〔学会発表〕（計５件）
① 水島多美也，「管理会計研究における時間研究の位置
づけ―戦略の視点からの検討―」日本会計研究学
会九州部会，2011．３．26，九州産業大学
② 新茂則，馬駿，「会計情報からみた東証一部上場企業の
株価の評価―水産業界の業績分析」，日本産業科学
学会九州部会，2010．12．４，日本文理大学
③ 藤川祐輔，「地方公会計への複式簿記発生主義会計の
導入の問題点」，国際公会計学会，2010.10，九州産業
大学
④ 水島多美也，「在庫削減への原価計算の貢献につい
て」，日本経営診断学会九州部会，2010．７．25，久留米
大学サテライト校
⑤ 新茂則，「株式投資教育からみた TOPIX」，日本産業科
学学会九州部会，2010．６．26，佐賀大学

〔図書〕（計２件）
① 甲斐諭編著　新茂則，農林統計協会出版，「食品流通の
フロンティア」，pp.65-85，2011
② 日野修造，中央経済社，「企業会計の基礎」，pp.93-131，

pp.181-203，2009

６．予算配布額
（金額単位：円）

研究経費 機器備品 合　計
平成21年度 1,300,000 0 1,300,000
平成22年度 1,220,000 0 1,220,000
合　計 2,520,000 0 2,520,000
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アジアにおける共生をめざしたグローバリゼーションの
経営課題に関する研究

Management Issues in Symbiotic Globalization in Asia

研究グループ代表者
山田　啓一（YAMADA KEIICHI） 流通科学部・教授

共同研究者
福永　吉徳（FUKUNAGA YOSHITOKU）流通科学部・教授

中村　志保（NAKAMURA SHIHO）流通科学部・講師

研究成果の概要
 21年度は、プロジェクトの初年度として文献による基礎研究を中心に行った。アジアにおけるグローバル化とは何か、
それが企業経営に及ぼす影響はどのようなものになるのかについて、明らかにするとともに、それぞれの担当分野におい
て、さらなる研究を進め、海外における学会発表をはじめとする学会発表およびジャーナルへの原著論文の掲載等を行っ
た。また一部消費者アンケート調査も実施し、その結果も論文に反映させた。

研 究 分 野：国際経済、国際経営、経営戦略
キーワード： エマージング市場、グローバル化、グローカル化、ローカル化、フェアトレード、市場主義、華人、アジア

１．研究開始当初の背景

（1）米国型市場主義に代わる新たなグローバリゼーショ
ンのあり方はどうあるべきか。

（2）成長著しいアジア市場において退潮化傾向にある日
本企業を再活性化し、アジア市場での競争に勝ち残る
ためにはわが国において何が必要か。

（3）一方、日本国内にもアジアからの製品（商品）、サー
ビスが数多く進出してきており、国内産業との競争が
激化しており、これにどのように対応したらよいのか。

（4）他方、行き過ぎた市場主義が弱者、敗者を生み出し、
格差が広がり、また貧困を助長しているが、これを解
決するためにはどうしたらよいのか。

  以上のような点を明らかにすることが背景として求
められていた。

２．研究目的

（1）アジアにおける新しいグローバリゼーションのあり
方を探り、そのための課題を提示すること、そして新
しいグローバリゼーションの下での企業経営、競争戦
略などのあり方を模索すること、が本プロジェクトの
目的であった。アジアングローバリゼーションの中で、

わが国の企業がどのように対応していけばよいのかに
ついて、明らかにする。

（2）具体的には下記の２つのパターンを検討する。
 ①日本企業が海外に進出する際の企業戦略および課題
 ② 海外からの企業の国内進出に対する日本企業の企業

戦略および課題

３．研究実施計画・方法

（1）平成21年度（初年度）は、文献調査を中心とした基
礎研究（先行研究および理論研究）を行い、研究成果
を学会発表（海外を含む）とジャーナルへの論文投稿
を行う。

（2）１年目は理論研究の結果を踏まえて、仮説・モデル
を構築し、２年目の検証のための実態調査につなげる
（実際には２年目は、福永は病気のための長期療養、中
村は他大学への転籍のためにプロジェクトそのものが
解消され、実現はできなかったが、一部は山田が単独
で継続研究を行った）。

４．研究成果

平成21年度は、本プロジェクトの初年度として、主と
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して文献調査による基礎研究（先行研究および理論研
究）を行った。
山田は、アジアのビジネスには大きな影響力を持つと
いわれる東南アジアの華人および中国本土の研究を行っ
た。華人に関する研究では文献調査により、基本的な知
識について習得した。また、中国本土については、「中国
の経済発展と地域特性（Ⅰ）」というタイトルで流通科学
部『流通科学研究』に寄稿した。また、グローバル企業
の国内進出に対して、国内企業がどのような戦略と経営
行動をとりうるのかについて、マクドナルドに対して優
勢を維持している数少ない企業の事例として、フィリピ
ンのジョリビーグループに着目し、その強さの秘密につ
いて、文献調査および現地での消費者アンケートを通じ
て論究を行った。その成果は、「ジョリビーの経営戦略―
ローカル市場における対マクドナルド競争戦略」（流通科
学部『流通科学研究』）、“Jollibeeʼs Corporate Strategies – 

Competitive Strategies against McDonaldʼs”（International 

Conference of Business and Information:BAIで発表後、論
文化した）およびそこから派生した方法論として「バ
リューメトリクスの定量化に関する研究―ポーターの
基本戦略の比較ツールとしての定量化の試み―」に結
実した。
中村は、日本企業の国際人材に関する課題と施策にか

んする研究をはじめとして、グローバル企業における人
的資源管理についての研究を行った。その成果は、「日本
企業の国際人材に関する課題と施策―事例研究を中心
として」として流通科学部『流通科学研究』に掲載した。
また、Association of Japanese Business Studies （AJBS） で
“The Training and Development of International Managers 

at Japanese Multinational Corporations — A Case Study of 

G Corporation — ” というタイトルで報告を行った。さら
に、“Issus and Measure of International Managers at 

Japanese Multinational Corporations: Analysis of Case 

Studies” を AJBSに寄稿した。
福永は、当初フェアトレードを中心としたビジネスに

おける共生の問題に取り組むべく基礎研究を行っていた
が、体調不良のため、実質的に本プロジェクトの活動を
途中で停止している。

５．主な発表論文等

〔雑誌論文〕（計６件）
① 山田啓一，ジョリビーの経営戦略―ローカル市場にお
ける対マクドナルド競争戦略，中村学園大学流通科学
部『流通科学研究』，査読あり，第９巻１号，2009年，
67-91ページ

② 山田啓一，汪洋，中国の経済発展と地域特性（Ⅰ），中
村学園大学流通科学部『流通科学研究』，査読あり，第
９巻２号，2010年，59-70ページ
③ 山田啓一，バリューメトリクスの定量化に関する研究
―ポーターの基本戦略の比較ツールとしての定量化の
試み―，中村学園大学・中村学園大学短期大学部『研
究紀要』，査読あり，第42巻，2010年，325-332ページ
④ Keiichi Yamada, Jollibee ʼs Corporate Strategies — 

Competitive Strategies against McDonaldʼs in the Local 

Market, Business And Information 2009 at Kuala Lumpur 

（BAI2009） Proceedings

⑤ 中村志保，日本企業の国際人材に関する課題と施策
―事例研究を中心として―，中村学園大学流通科
学部『流通科学研究』，査読あり，第９巻２号，2010
年，27-39ページ
⑥ Shiho Nakamura, Issues and Measures of International 

Managers at Japanese Multinational Corporations: Analysis 

of Case Studies, A Competitive Paper for 22nd Annual 

Meeting of the Association of Japanese Business （AJBS），
査読あり，2010年

〔学会発表〕（計３件）
① Keiichi Yamada, Jollibeeʼs Corporate Strategies — 

Competitive Strategies against McDonaldʼs in the Local 

Market, Business and Information 2009 at Kuala Lumpur 

（BAI2009）, July 6, 2009, Parkroyal Hotel, Kuala Lumpur, 

Malaysia

② Shiho Nakamura, The Training and Development of 

International Managers at Japanese Multinational 

Corporations — A Case Study of G Corporation, The 

Association of Japanese Business Studies （AJBS）, August 

8, 2009, 22nd Annual Meeting at San Diego, USA

③ Shiho Nakamura, Global staffing: A Case of Japanese 

Multinational Corporations, Conference of Euro-Asia 

Management Studies Association （EAMSA）, October, 

2009, 26th Annual Conference, Lausanne in Switzerland

〔図書〕（計１件）
① 中村志保，中央経済社，入門人的資源管理改定版，
2010年

６．予算配布額
（金額単位：円）

研究経費 機器備品 合　計
平成21年度 850,000 0 850,000
合　計 850,000 0 850,000
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アジアのグローバリゼーションと日本企業の流通と経営

Distribution and Management of Japanese Firms in Asian Globalization

研究グループ代表者
山田　啓一（YAMADA KEIICHI）流通科学部・教授

共同研究者
財部　忠夫（TAKARABE TADAO）流通科学部・教授

佐原　寛二（SAHARA KANJI）流通科学部・教授

研究成果の概要
 本研究プロジェクトは少人数による１年限りの短期のものであり、主として山田が中心になって推進した。グローバリ
ゼーションに関する基礎研究（先行研究と理論研究）を行い、その成果を海外での学会発表およびジャーナルへの投稿を
行った。また、香港・深圳を中心とする華南地区（中国南部）について視察およびインタビュー調査等を行いアジアング
ローバリゼーションの現状についてまとめ、リポートを行った。

研 究 分 野：経営戦略、国際経営
キーワード： アジアングローバリゼーション、差別化、食の流通

１．研究開始当初の背景

つぎのような問題意識から本プロジェクトのテーマが
選定された。
（1）アジアを中心とするグローバリゼーションはどのよ
うな姿になるべきであろうか

（2）わが国およびわが国の企業は、中国・インドといっ
た新興市場と生産拠点としての可能性を秘めた強力な
競争相手にどのように対応していけばよいのであろう
か

（3）アジアの国々は、それぞれどのような特性をもって
いるのだろうか、またアジアに共通する特性はどのよ
うなものがあるのだろうか

（4）アジアングローバリゼーションの中でわが国および
わが国の企業が勝ち残っていく、もしくは少なくとも
共存していくためには、どのようにしていかなければ
ならないのか

２．研究目的

（1）まずグローバリゼーションとは何かを再考する
（2）アジアングローバリゼーションのあるべき姿を明ら
かにする

（3）アジアングローバル環境下での流通と企業経営のあ
り方を検討する

（4）日本企業がとりうる基本的な戦略は、差別化戦略で
あることを検証する

（5）グローバル企業がローカル市場でローカルの競争相
手と競争するときに採用すべき戦略を明らかにする

３．研究実施計画・方法

（1）文献調査をベースとする基礎研究（先行研究および
理論研究）を行う

（2）とくに、グローバリゼーション全般に関する研究を
行う

（3）アジアングローバリゼーションの現状ど課題につい
て把握する

（4）新興勢力としての中国およびインドに関する研究を
行う

（5）アジアングローバリゼーション環境下での、わが国
企業のとりうるべき企業戦略について検討を行う―
適応戦略、集約戦略、裁定戦略

（6）アジアにおける「食」の流通の問題（安全性、効率
性など）を検討する

４．研究成果

（1）山田はまず、グローバリゼーションの定義・特性お
よびグローバリゼーションの先行研究について明らか
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にした。その結果は「グローバリゼーションに関する
一考察―グローバリゼーションの定義と特性および
デビッドヘルドの研究考察―」という論文に結実し
た。その結果、グローバリゼーションという現象は、政
治、経済、文化、イデオロギーといった学際的なテー
マであり、これらを踏まえて流通や経営というサブ領
域に展開すべきであることが明らかになった。

（2）企業のグローバル戦略については、いくつかの先行
モデルと山田自身の考案したグローカル戦略モデルか
ら、理論展開を行い、事例を通じて検証を試みた。こ
れについては、Las Vegasで開催された International 

Conference of Business and Economics Annual Conference

にて研究発表を行い、International Journal of Business 

Strategyに原著論文として掲載された。また、事例とし
て JollibeeとMcDonaldʼsの競争に関するアンケート調
査結果の分析から、“A Study on Quantification of the 

Value Metrics: As an Evaluation Tool for Porter ʼs 

Strategies”を表し、International Conference of Business 

and Information 2010 at Kitakyushuで発表を行った。
（3）アジアングローバリゼーション下の食の流通という
観点からは、財部が「食の安心と安全のためのトレー
ザビリティ」に関する研究を行い、共著『食品流通の
フロンティア』にその成果を掲載した。また、山田は、
「食の安心」についての研究を行い、同著で「食の安心
と正当性―企業戦略としての食のレピュテーション
マネジメント―」という論文を経済した。

５．主な発表論文等

〔雑誌論文〕（計４件）
① 山田啓一，Competition in the Local Market at the Age of 

Globalization: A Framework of Globalization Strategy in 

Fast Foods Industry, International Journal of Business 

Strategy，査読あり，第10巻４号，2010年，85-98 ペー
ジ
② 山田啓一，グローバリゼーションに関する一考察―
グローバリゼーションの定義と特性およびデビッドヘ

ルドの研究考察―，中村学園大学『流通科学研究』，
査読あり，第10巻１号，2010年，43-61ページ
③ 山田啓一，A Study on Quantification of the Value Metrics: 

As an Evaluation Tool for Porterʼs Strategies，中村学園大
学『流通科学研究』，査読あり，第10巻２号，2010年，
73-83ページ
④ 山田啓一，調査報告　発展する中国の現状と課題―深
圳と北京を訪問して，中村学園大学『流通科学研究所
報』，査読あり，第５巻，2011年，75-78ページ

〔学会発表〕（計２件）
① 山田啓一，A Study on Quantification of the Value Metrics: 

As an Evaluation Tool for Porterʼs Strategies, International 

Conference of Business and Information 2010  at 

Kitakyushu, July 7, 2010，リーガロイヤルホテル小倉
② 山田啓一，Competition in the Local Market at the Age of 

Globalization: A Framework of Globalization Strategy in 

Fast Foods Industry, International Conference of Business 

and Economics Annual Conference 2010, October 18, 2010, 
Circus Circus Hotel, Las Vegas, NB. USA.

〔図書〕（計２件）
① 財部忠夫，農林統計出版株式会社，食品の安心と安全
のためのトレーサビリティ情報システムの在り方～安
心と安全のための統合情報システム～，食品流通のフ
ロンティア，2011年，87-103ページ
② 山田啓一，農林統計出版株式会社，食の安心と正当性
―企業戦略としての食のレピュテーションマネジメ
ント―，食品流通のフロンティア，2011年，105-146
ページ
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A nutritional epidemiological study in Hisayama: 
The Hisayama Study

研究グループ代表者
森脇　千夏（MORIWAKI CHINATSU）短期大学部食物栄養学科・准教授

共同研究者
内田　和宏（UCHIDA KAZUHIRO）短期大学部食物栄養学科・講師

八田美恵子（HATTA MIEKO）短期大学部食物栄養学科・助手

西頭　東加（SAITO HARUKA）短期大学部食物栄養学科・助手

研究協力者
城田　知子（SHIROTA TOMOKO）大学・名誉教授

秀平キヨミ（HIDEHIRA KIYOMI）短期大学部食物栄養学科・教授（平成21年度）

古藤　真梨（KOTOU MARI）短期大学部食物栄養学科・助手（平成21年度）
※単年度のみの参加者については、括弧内に参加年度を示す。

研究成果の概要
 平成21年度、平成22年度は、当初の年度計画に基づいて成人健診に参加し、食習慣調査および骨密度に関する簡易ア
ンケート調査を実施した。以下に要約する。
（1）平成21年度の住民健診は、６月25日から８月10日まで23日間実施された（健診参加者約2,300人）。生活習慣に関す
るアンケート調査を実施し、骨密度（音響的骨評価値：OSI）の測定も担当した。

（2）音響的骨評価値（OSI）を、骨粗鬆症財団の診断基準に従い、正常者、要指導者、要精検者に分類した。その結果、
男性は28名（2.8％）、女性は282名（21.1％）が要精検と診断された。要指導は、男女それぞれ162名（16.4％）、468名
（35.0％）であった。また、受診者のうち、595名（24.3％）が、骨折経験を有していた。
（3）平成22年度の住民健診は、６月24日から８月11日まで23日間実施された（健診参加者約2,300人）。平成21年度と同
様に、生活習慣に関するアンケート調査を実施し、骨密度（音響的骨評価値：OSI）の測定も担当した。

（4）2002年度（第４集団）の解析を実施した。
ａ）「メタボリックシンドロームと栄養摂取との関連（食物消費構造）」：因子分析の結果、固有値１以上の因子は７因
子抽出された。第一因子の正方向には副菜因子が、負方向には米・酒類因子が抽出された。第二因子の正方向には菓
子因子が、負方向には米・酒類因子が抽出された。
ｂ）「メタボリックシンドロームと栄養摂取との関連（乳・乳製品）」：性、年齢、喫煙習慣、飲酒習慣および身体活動
量を調整後のオッズ比は、0.63（95％ CI：0.41-0.96）であった。牛乳・乳製品との相関がみられた、栄養素をそれぞ
れ個別にロジスティックモデルに投入した結果、リスクはやや弱まったが、牛乳・乳製品はMetSとの関連が示され
た。また、判定基準別で最も関連のみられた項目は、高血圧であった。その他の診断基準で明らかな関連はがみられ
なかった。

研 究 分 野：公衆栄養学、栄養疫学
キーワード： 久山町研究、栄養疫学研究、食習慣調査、食物消費構造、生活習慣病

１．研究開始当初の背景

久山町研究は、久山町住民を対象として1961年に始

まった心血管病とその危険因子の疫学研究である。中村
学園大学は、1985年の調査から参加して栄養調査を実施
している。栄養調査の方法は、半定量的頻度法である簡
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便法を用いている。その妥当性、再現性についてはすで
に報告している。また、2002年には、佐々木敏らが開発
した400項目にも及ぶ食習慣調査の方法（DHQ）を用い
た。DHQについては、１週間あたりの頻度、１日の食事
回数、食事内容、１回当たりに摂取するポーションサイ
ズ、欠食習慣，外食習慣、飲酒習慣などを網羅しており、
再現性や妥当性が十分に検討されている。
近年、わが国では生活習慣病とくに肥満、糖尿病、高

脂血症など代謝異常が増加しており、久山町においても
同様である。また最近では、メタボリックシンドロームと
いう概念が取り入れられようになり、日本内科学会など
関連８学会が合同で2005年にその診断基準を発表した。
その発症基盤は、インスリン抵抗性や内蔵脂肪蓄積であ
り、遺伝、肥満、運動不足に加え、食事性因子が大きく
関与していると考えられている。

２．研究目的

2002年に開始された生活習慣病予防のためのゲノム疫
学研究（久山町第４コホート集団）の追跡調査として、
毎年実施されている住民健診に参加し、データの収集を
行い、生活習慣病と環境的要因（食事性因子、身体活動
等）との関連を検討することである。

３．研究実施計画・方法

（₁）住民健診（平成₂₁年度、平成₂₂年度）
健診の内容は、血液検査（遺伝子含む）、糖負荷試験、
検尿、計測（身長、体重、腹囲、腰囲、体組成）、血圧測
定、眼科検査、歯科検査、心電図、問診、内科診察、食
習慣調査、身体活動調査、骨密度測定などである。食習
慣調査、骨密度測定については、中村学園大学が担当し、
その他の健診項目は久山町健康福祉課および九州大学が
担当した。

（₂）骨密度測定（音響的骨評価値）
骨密度の指標には、超音波骨密度測定装置 AOS-100

（アロカ社製）を用いて、右足中踵骨の骨内伝導速度と透
過指標から音響的骨評価値（OSI）を算出した。

（₃）食習慣調査（平成₁₄年度）
食事歴法質問票（self-administered diet history questionnaire; 

DHQ）を用いて調査し、およそ過去１か月間の習慣的な
摂取量（栄養素等摂取量および食品群別摂取量）につい
て推定した。久山町健康福祉課より事前に各個人へ調査
票を郵送し、健診時に記入したものを管理栄養士・栄養
士が面接し、内容の確認をおこなった。

４．研究成果

（₁）平成₂₁年度健診結果
平成21年度の住民健診は、６月25日から８月10日まで
23日間実施された（健診参加者約2,300人）。生活習慣に
関するアンケート調査を実施し、骨密度（音響的骨評価
値：OSI）の測定も担当した（表１）。
① OSIの分布状況

OSIの平均値は、男性2.719±0.327、女性2.431±0.344
であった（図１）。
②骨粗鬆症財団の判定基準による OSIの判定状況
判定基準により、精密検査の必要なもの（要精検）と

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 40歳未満 40～79歳 80歳以上 合計

男性 23 875 87 985

( 2.4% ) ( 88.8% ) ( 8.8% ) ( 100% )

女性 42 1184 111 1337

( 3.1% ) ( 88.6% ) ( 8.3% ) ( 100% )

合計 65 2059 198 2322

( 2.8% ) ( 88.7% ) ( 8.5% ) ( 100% )

人数（％）
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表１　生活習慣アンケート対象者および OSI測定者
（健診受診者）

図１　OSIの分布状況（男女別）
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判定されるものは、男性2.8％、女性21.1と女性が多かっ
た。健診参加者で OSIの正常者は、男性80.7％、女性
43.9％であった（表２）。

（₂）平成₂₂年度健診結果
平成22年度の住民健診は、６月24日から８月11日まで
23日間実施された（健診参加者約2,300人）。平成21年度
と同様に、生活習慣に関するアンケート調査を実施し、
骨密度（音響的骨評価値：OSI）の測定も担当した（表
３）。
①骨粗鬆症財団の判定基準による OSIの判定状況
判定基準により、精密検査の必要なもの（要精検）と

判定されるものは、男性2.7％、女性26.3％と平成21年度
とほぼ同程度の結果であった。（表４）。
② YAM（young adult mean）での判定状況
平成22年度は、骨粗鬆症財団の判定基準以外に、YAM

（young adult mean）に対する判定も行った。わが国の診
断基準では，既存骨折のない例では骨密度がYAMの70％
未満，既存骨折のある例ではYAMの80％未満で診断を行
う（表５）。

（₃）₂₀₀₂年度（第４集団）の追跡研究について
①メタボリックシンドロームと栄養摂取との関連（食物
消費構造）
食習慣調査によって得られた25食品群を変量とした因
子分析の主因子法を用い、因子負荷量および因子得点を
算出した。因子分析の結果、固有値１以上の因子は７因
子抽出された。第一因子の正方向には野菜類や大豆製
品、藻類、きのこ類などの副菜因子が、負方向には米・
酒類因子が抽出された。第二因子の正方向には和菓子類
や洋菓子類などの菓子因子が、負方向には米・酒類因子
が抽出された。因子分析により得られた個人の因子得点

を五分位（Q1－ Q5）に分け、ロジスティック回帰分析に
より性、年齢、喫煙習慣、飲酒習慣および身体活動量を
調整したときのメタボリックシンドロームのリスクを検
討した結果、因子得点の平均的なQ3群を基準とした時の
リスクは、第二因子で正方向（菓子因子）へ行くほど、ま
たは負方向（米・酒類因子）へ行くほどリスクが増加し
た。第一因子はメタボリックシンドロームのリスクに関
連しなかった。
②メタボリックシンドロームと栄養摂取との関連（特に
乳・乳製品との関連）
食習慣調査によって得られた牛乳・乳製品の摂取量を

五分位（Q1から Q5）にわけ、性、年齢、喫煙習慣、飲
酒習慣および身体活動量を調整因子としてロジスティッ
ク回帰分析によりメタボリックシンドロームに対するリ
スクを検討した。その結果、摂取量の最も低い Q1に対し
て、摂取量の最も多い Q5の調整後のオッズ比（95％信頼
区間）は、0.63（0.41-0.96）であった。牛乳・乳製品と
の強い相関がみられた栄養素（たんぱく質、脂質、カル
シウム、リン、飽和脂肪酸、ビタミン A、B1、B2）につい
て、それぞれ個別にロジスティックモデルに投入した。そ
の結果、リスクはやや弱まったが、牛乳・乳製品はメタ
ボリックシンドロームと関連があることが示唆された。
また、判定基準別で最も関連のみられた項目は、高血圧
のリスク低下であった。その他の診断基準で明らかな関
連はがみられなかった。

５．主な発表論文等

〔雑誌論文〕（計１件）
① Uchida K, Kono S, Yin G, Toyomura K, Nagano J, Mizoue T, 

et al: Dietary fiber, source foods and colorectal cancer risk: 

the Fukuoka Colorectal Cancer Study. Scand J Gastroenterol. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正常 要指導 要精検 合計

男性 795 162 28 985

( 80.7% ) ( 16.5% ) ( 2.8% ) ( 100% )

女性 587 468 282 1337

( 43.9% ) ( 35.0% ) ( 21.1% ) ( 100% )

合計 1382 630 310 2322

( 59.5% ) ( 27.1% ) ( 13.4% ) ( 100% )

人数（％）

 

40歳未満 40～64歳 65歳以上 合計

男性 13 453 505 971

( 1.3% ) ( 46.7% ) ( 52.0% ) ( 100% )

女性 25 651 621 1297

( 1.9% ) ( 50.2% ) ( 47.9% ) ( 100% )

合計 38 1104 1126 2268

( 1.7% ) ( 48.7% ) ( 49.6% ) ( 100% )

要精検 要指導 正常 合計

男性 26 149 796 971

( 2.7% ) ( 15.3% ) ( 82.0% ) ( 100% )

女性 341 474 482 1297

( 26.3% ) ( 36.5% ) ( 37.2% ) ( 100% )

合計 367 623 1278 2268

( 16.2% ) ( 27.5% ) ( 56.3% ) ( 100% )

80％以上 70～79％ 70％未満 合計

男性 895 67 9 971

( 92.2% ) ( 6.9% ) ( 0.9% ) ( 100% )

女性 975 298 24 1297

( 75.2% ) ( 23.0% ) ( 1.9% ) ( 100% )

合計 1870 365 33 2268

( 82.5% ) ( 16.1% ) ( 1.5% ) ( 100% )

表２　OSIの判定状況

表３　生活習慣アンケート対象者および OSI測定者
（健診受診者）

表４　生活習慣アンケート対象者および OSI測定者
（健診受診者）

表５　YAM（young adult mean）での判定状況
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45（10）; 1223-1231, 2010.

〔学会発表〕（計８件）
①内田和宏，城田知子，友納美恵子，佐々木敏，清原裕：
久山町在住中学生の肥満と栄養摂取、生活習慣等との
関連について．第63回日本栄養・食糧学会大会，平成
21年５月，長崎ブリックホール（長崎県）
②友納美恵子，城田知子，秀平キヨミ，内田和宏，古藤
真梨，今村裕行，佐々木敏，清原裕：高齢者のメタボ
リックシンドロームと栄養素等摂取状況．第63回日本
栄養・食糧学会大会，平成21年５月，長崎ブリック
ホール（長崎県）
③内田和宏，八田美恵子，古藤真梨，秀平キヨミ，今村
裕行，佐々木敏，城田知子：牛乳・乳製品摂取とメタ
ボリックシンドロームとの関連について．第56回日本
栄養改善学会，平成21年９月，札幌コンベンションセ
ンター（北海道）
④古藤真梨，内田和宏，八田美恵子，秀平キヨミ，今村
裕行，佐々木敏，城田知子：地域在住中高年齢者の耐
糖能異常と栄養摂取および食行動について．第56回日
本栄養改善学会，平成21年９月，札幌コンベンション
センター（北海道）
⑤八田美恵子，城田知子，内田和宏，佐々木敏，清原裕：

地域在宅高齢者における魚介類摂取の実態について．
第20回日本老年医学会九州地方会，平成22年３月，熊
本大学医学部（熊本県）
⑥内田和宏，城田知子，八田美恵子，秀平キヨミ，古藤
真梨，佐々木敏，清原裕：地域在住中高年齢者のメタ
ボリックシンドロームと栄養摂取および食物消費構造
について．第64回日本栄養・食糧学会大会，平成22年
５月，アスティとくしま（徳島県）
⑦八田美恵子，城田知子，秀平キヨミ，内田和宏，古藤
真梨，佐々木敏，清原裕：高齢者のメタボリックシン
ドロームと食品摂取状況，第64回日本栄養・食糧学会
大会，平成22年５月，アスティとくしま（徳島県）
⑧内田和宏，八田美恵子，佐々木敏，城田知子：牛乳・
乳製品摂取とメタボリックシンドロームとの関連につ
いて（第２報）．第57回日本栄養改善学会，平成22年
９月，女子栄養大学（埼玉県）

６．予算配布額
（金額単位：円）

研究経費 機器備品 合　計
平成21年度 900,000 0 900,000
平成22年度 900,000 0 900,000
合　計 1,800,000 0 1,800,000
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Development and application of educational programs aim at rising of basic
 scholarship connected to nutritionist-education

研究グループ代表者
小田　隆弘（ODA TAKAHIRO）短期大学部食物栄養学科・教授

共同研究者
阿部志麿子（ABE SHIMAKO）短期大学部食物栄養学科・准教授

吉田　弘子（YOSHIDA HIROKO）短期大学部食物栄養学科・講師

津田　晶子（TSUDA AKIKO）短期大学部食物栄養学科・講師

T. H. ケイトン（KATON T.H.）短期大学部キャリア開発学科・講師

古田　宗宜（FURUTA MUNENORI）短期大学部食物栄養学科・助教

研究協力者
長光　博史（NAGAMITSU HIROSHI）短期大学部食物栄養学科・助手

拝高　絵里（HAITAKA ERI）短期大学部食物栄養学科・常勤助手（平成22年度）

安田　奈央（YASUDA NAO）短期大学部食物栄養学科・常勤助手（平成22年度）

竹下　華織（TAKESHITA KAORI）常短期大学部食物栄養学科・常勤助手（平成21年度）
※単年度のみの参加者については、括弧内に参加年度を示す。

研究成果の概要
 栄養士養成教育における基礎学力強化のためのより効果的な教育プログラムの作成、および、社会性のある栄養士育成
のためのカリキュラムの検討を行い、以下のような成果が得られた。
（1） 初年時教育および入学前教育のプログラムを試作し、Ｈ23年度入学生からの適用を開始できた。
（2） 理系基礎学力向上のための補完授業プログラムの更なる充実が図れた。また、「栄養士実力試験」や「フードスペシャ
リスト資格試験」対策のための e-learning コンテンツを充実させた。

（3） 現行カリキュラムの問題点や改善点を明らかにするため、「校外実習」後の学生にアンケートを行うことにより、献
立作成や調理技術が不足している状況などを明らかにすることができた。

（4） 栄養士に必要な英語力強化、特に、食育や、福岡県郷土料理の英語による説明とプレゼンテーション力向上のための
LSP （Language for Specific Purposes）演習プログラムなどが作成できた。

研 究 分 野：栄養士養成教育
キーワード：栄養士養成教育、初年次教育、補完授業、校外実習、社会性、LSP

１．研究開始当初の背景

  18歳人口の減少や、女子高校生の短期大学から四年
制大学への志望増加などの社会情勢の変化に伴って、
本学短期大学部でも入学志願者数が漸減してきてお
り、その対策として本学科では、推薦入試合格枠の拡
大や指定校推薦入学制度の導入を図ってきている。そ
のような入学試験制度の低ハードル化や、高校生の理
科離れ、「ゆとり教育」の弊害による学力低下などが原

因と思われる入学生の基礎学力不足、特に、栄養士教
育に不可欠の理数系学力の著しい低下が問題となって
きている。このような背景の中で、実践力や社会性を
持つ栄養士を育てて行くには、従来の正課授業だけで
は困難な状況になりつつあり、入学生の基礎学力の底
上げのための教育プログラムの構築が喫緊の課題と
なっている。また、卒業し、社会で働いている栄養士
には、社会情勢の多様な変化（特に、食生活の変化）
に的確に対応していく能力（知識と技術）が求められ
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ている。そのためには、社会性教育（栄養士としての
自覚や、基礎的語学力）も重要であり、その教育プロ
グラムも求められている。

２．研究目的

  上記の背景を基に、栄養士養成教育に50年以上の伝
統をもち、「食の中村」と内外から言われる高い評価を
受け続けてきた本学科の学生にふさわしい学力と社会
人力を身につけさせる栄養士基礎学力・社会人力向上
教育プログラムを構築することを主たる研究目的とし
た。

３．研究実施計画・方法

栄養士基礎学力・社会人力向上のための教育プログラム
構築のため
（1） 推薦入学予定者への入学前教育プログラム作成と、
全入学生に対する初年次教育プログラムの作成

（2） 栄養士専門教育に不可欠な「化学」や「生物」の基
礎学力向上プログラムの作成および「栄養士実力試験」
や「フードスペシャリスト資格試験」対策のための強
化プログラム作成

（3） 栄養士就労現場での実習体験を、より効果的に学生
に行わせるための「校外実習」後の学生アンケートの
実施と、「校外実習」改善策の検討

（4） 国際性やコミュニケーション力アップのための英語
教育プログラムの作成の４課題を設定し、それぞれに
研究班を配置して研究を実施した。

４．研究成果

各分担研究班別の成果
 各分担研究班別の成果は次の通り。

１）１班（小田班）の研究成果
推薦入学予定者への入学前教育プログラムおよび初年

次教育プログラムとして、以下のような成果が得られた。
（1） 推薦入学合格者および社会人特別入試合格者を対象
にプレ・カレッジ（本学に参集させて入学に備えての
ガイダンスを実施するもの）を開催する案を作成　（案
の詳細は省略）

（2） 入学までの間に、基礎学力の向上と勉学習慣を付け
させることを目的とした「学習ドリル」案を作成し、上
記のプレ・カレッジ時に配布（「ドリル」案の「配布の
目的」を資料１－１に、「目次」を資料１－２に示す。）

（3） 初年次教育のため、Ｈ23年度から必修科目として設
置した「大学基礎演習」の授業計画案を作成（授業計
画案の一部を資料２に示す。）
２）２班（阿部班）の研究成果
１．基礎学力向上に関する研究報告
（1） 高校時代の自然科学系（理系分野）科目の履修状況
  高校時代の生物と化学の履修状況を年次推移グラフ
として図１に示した。現行の学習指導要領以前におい
ても、10 ～ 12％の化学の未履修者（●印）が存在して
いたが、平成17年から平成18年にかけその比率は急上
昇を示し、平成22年度入学者は54.4％と約半数が化学
未履修者であった。平成23年度においてもその比率は
51.5％と平成22年度と同様の結果が得られた。高校生
の化学離れが問題になっているが、本学科入学者にお
いても顕著に表れていると思われる。

  一方、化学Ⅱまで履修している学生は、図２に示し
ているように、2007年19.1％、平成20年17.2％名、平
成21年23.2％、平成22年17.2％であり、この４年間
20％前後を推移している。

  以上の結果から、高校時代の理科の科目に関して
は、平成22年度と同様に23年度においても、化学の未
履修が51.5％と約２人に１人の割合で存在している一
方で、化学Ⅰ・Ⅱの双方を履修している学生は20％前
後で推移し、理系履修科目の個人格差がかなり広がっ

班 分　　担　　研　　究　　概　　要（作成するサブプログラム等）
１班

（小田班）
推薦入学予定者への入学前教育プログラム作成の一環として、「推薦入学者向け学習ドリル」案の作成と、全入学生
に対する初年次教育プログラムとしての「大学基礎演習」授業計画案の作成などを担当。（小田、古田が主に実施）

２班
（阿部班）

栄養士専門教育に不可欠な「化学」や「生物」の基礎学力向上プログラムの作成および「栄養士実力試験」や「フー
ドスペシャリスト資格試験」対策のための強化プログラムの作成などを担当。具体的には、入学時の「化学実力試
験」の実施と正答率などの解析、その結果に基づく「化学」補完授業実施と実施後の再試験・正答率解析・補完授
業の効果判定を担当。また、「栄養士実力試験」や「フードスペシャリスト資格試験」対策のための e-learning コン
テンツの充実などを実施。（阿部、長光が実施）

３班
（吉田班）

栄養士就労現場での実習体験を、より効果的に学生に行わせるための「校外実習後の学生アンケートの実施と、「校
外実習」改善策の検討を担当。具体的には、アンケート案の作成と実施、結果の解析などを実施。（吉田、拝高（Ｈ
22のみ）、安田（Ｈ22のみ）、竹下（（Ｈ21のみ）が実施）

４班
（津田班）

国際性やコミュニケーション力アップのための英語教育プログラムとして、主として、食育や福岡県郷土料理の英語
による説明とプレゼンテーション力向上のためのLSP （Language for Specific Purposes）演習プログラムなどの作成を
担当。（津田、T.H.ケイトンが実施）

研究班の配置と分担研究概要
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1

目   次                       ページ No. 

 国語編  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・      １～8 

    学習の目的； 

      ・漢字の読み書き力を向上させよう！ 

      ・４文字熟語の意味を知り、使いこなさそう！ 

   ・文章作成力を向上させよう！ 

   ・読書習慣を身につけ、読後感想文を書こう！ 

   ・新聞を読みこなそう！ 

算数（初級数学）編 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・      9～14 

    学習の目的； 

      ・基礎的な計算（暗算、筆算）を繰り返して計算力をアップさせよう！ 

   ・比率や濃度に慣れよう！％にも慣れよう！ 

      ・文章問題を解こう！ 

      ・栄養価計算の初歩練習にチャレンジしよう！ 

 化学編 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・     15～22 

     学習の目的； 

   ・原子や分子の基本構造を復習しよう！ 

   ・周期律表を復習しよう！ 

   ・化学式や分子量に慣れよう！ 

   ・溶液の濃度に慣れよう！ 

   ・pHや酸化・還元について復習しておこう！ 

生物編 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・     23～34 

      学習の目的； 

    ・自分の身体を見つめてみよう！ 

    ・身の回りの生物を見て考えてみよう！ 

    ・細胞や組織のことを復習しておこう！ 

    ・酵素について調べてみよう！ 

    ・ヒトの身体の各臓器・器官の働きを知っておこう！ 

    ・遺伝子についても復習しておこう！ 

調理編 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・    35～40 

       ・包丁の使い方に慣れておこう！ 

    ・献立を考え、実際に調理してみよう！ 

    ・食材知識を修得する習慣に慣れ親しもう！ 

    ・調理の初級知識を復習しておこう！ 

資料１－１　「ドリル」案の「配布の目的」

資料１－１「ドリル」案の「目次」
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生物未履修
化学未履修
生物・化学未履修

現行の学習指導要領

入学年度

（％）

化学の履修状況

現行の学習指導要領

入学年度

（％）

資料２「大学基礎演習」の授業計画案（抜粋）

図１　高校時代の化学・生物の履修状況 図２　高校時代の化学Ⅰ・Ⅱの履修状況
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ていることが推察される。なお、理科系科目は１教科
のみ履修している学生は、毎年５％前後であったが、
平成22年度において20名と全体の12％を占めていた。

（2）化学の補完授業の実施
  昨年度に引き続き本年度も入学時オリエンテーショ
ン時に化学の基礎学力試験（以下基礎学力試験と表
す）を行い、得点の低い45名に対し、教員４名（橋本、
古田、阿部、長光）で補完授業を担当した。また、昨
年度から希望者に対して生物の補完授業を行っている
が、本年度も昨年同様に小田教授が担当した。化学に
関しては、４月16日、23日、30日の学校休日を含めた
土曜日に計３日間、１回につき90分授業を２コマ連続
で実施した。また、昨年度に引き続き補完授業の効果
を検討するために、補完授業終了後に補完授業者を対
象とした化学の確認試験（以下確認試験と表す）を実
施した。表１に４年間の補完授業前後における対象者
の得点の変化を示している。入学時の得点40.5±8.5点
から、補完授業終了後の５月に実施した確認試験にお
いては57.6±11.4点となり有意な得点の上昇がみられ
た。なお、表には示していないが、平成20年に全員を
対象とした基礎学力確認試験を５月に実施したとこ
ろ、得点の上昇は認められなかった。この結果から、少
なくとも補完授業対象者の得点の上昇は授業の効果に
よるものと推察される。

  表２－１は入学年度別の基礎学力試験の結果を示し
ている。試験問題の難易度に関しては、何れの年度に
おいても平成20年と同程度であったが、全体的な平均
値は平成20年から低下傾向を示し平成22年では有意に
得点の低下が見られた。平成22年度の得点は平成21年

度以外の全ての年度に比べ有意に低い値を示した。し
かし、平成23年度においては、平成21年度の得点レベ
ルまで回復した。その理由の一つとして、入学前教育
で推薦入学者に対しドリルを課したことが大きな要因
になっているものと思われる。

  補完授業（化学）を開始した平成20年度から平成23
年度において、補完授業対象者194名中143名（73.7％）
が化学未履修者であった。他方、補完授業対象者以外
で化学の未履修者は、470名中168名（35.7％）であり、
補完授業対象者において化学未履修者が統計的有意に
高い割合を示すことが明らかとなった（p<0.0001）（図
表無し）。

  さらに入学者全員を対象に実施した基礎学力試験に
おいて平成22年度入学生の得点結果が著明に低下した
ためその要因についての検討を行った。特に平成22年
度から本学科では推薦指定校をとりいれた入試制度の
大幅な変更を行ったため、入試制度の影響の有無につ
いて検討した。図３に平成20年～平成23年までの入試
種目別の基礎学力試験の得点結果（黒カラム）を示し
ている。また、基礎学力試験の得点が最低であった
2010年の結果を白いカラムで表している。過去４年間
の結果において、一般入試での入学者の得点は他の入
試区分に比べ有意（p<0.05）に高い値を示したが、他
の入試区分での有意な得点差は認められなかった。
2010年の結果は、全体的に値が低いものの得点傾向は
過去４年間と同様であった。以上の結果から、平成22
年度入学生の基礎学力試験の得点結果が最低値を示し
た要因としては、入試制度の変化は関与していないと
思われる。

基礎学力試験
（４月実施）

確認試験
（５月実施）

平成20年～平成23年 平成20年～平成23年
受験者数（名） 194 186（186名で分析）
平均点（点）
標準偏差 40.5±8.5 57.6±11.4****

備　　考 p<0.05で有意差ありと判定
****  p<0.0001 vs 基礎学力試験

基礎学力試験（入学者全員）
平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

受験者数（名） 167 163 169 163
平均点（点） 62.7# 59.1 ns 56.1 60.8#
標準偏差（点） 15.0 18.2 17.8 15.9
中央値（点） 61.4 58.8 53.7 60.0
最高点（点） 98.5 97.3 97.2 97
最低点（点） 19.7 18.9 11.6 26
備　　考 p<0.05で有意差ありと判定　#: p<0.05 vs 平成22年

基礎学力試験（補完授業対象者） 基礎学力確認試験（補完授業対象者）
平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

受験者数（名） 50 49 50 45 46 34 45 45
平均点（点） 46.1* 37.6# 36.4# 42.0* 59.2 52.5# 57.4 62.0
標準偏差 87.7 8.6 8.4 5.8 8.8 8.6 13.5 12.1
中央値 50 39 39 44 59 57 57 64
最高点 55 50 46 50 78 75 83 84
最低点 20 19 12 26 41 34 18 31
備　　考 p<0.05で有意差ありと判定　　#: p<0.05 vs 平成20年　*: p<0.05 vs 平成22年

表１　補完授業の効果について 表２－１　基礎学力試験ならびに基礎学力確認試験の結果

表２－２　基礎学力試験ならびに基礎学力確認試験の結果
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  本年度の検討事項の一つに GPAと基礎学力試験得
点の関連性がある。2008年および2009年で実施した基
礎学力試験の結果と１年次のGPAの関連性について図
４に示している。図４－１は、２年間の全学生を対象
にした基礎学力試験得点と１年次 GPAの関係、図４－
２は補完授業対象者の補完授業後に実施した確認試験
と１年次 GPAの関係である。図４－１では、相関係数
r＝0.262, p<0.0001であり弱いながらも統計的に有意
な正の相関関係が得られた。また、図４－２では、相
関係数 r=0.545、p<0.0001と比較的強い正の相関関係
が得られた。また、図には示していないが高校時代に
履修した理科の科目数は、基礎学力試験と比較的高い
相関（r=0.547、p<0.0001）があったが、１年次の GPA

とは統計学的に有意な関連性を得ることは出来なかっ
た（r=0.065）。以上の結果より、入学時に化学の基礎
学力が低い場合においても適切に指導することによっ
て学力を伸ばすことが可能であることを示唆してい
る。

２．eラーニング教材の作成に関する研究報告
（1）２年次生のための教材作成について
  平成20年に引き続き、栄養士協会実力試験問題なら
びにフードスペシャリスト認定試験の過去問題を用い
て、eラーニングの教材を作成した。栄養士協会実力試
験問題は、平成16年から平成22年の問題を各年代毎に
時間制原付・自己採点式の要領で作成し、短期大学部
の Web 上（ 学 内 専 用 http://www2.nakamura-u.ac.jp/ 

~sabe/）にアップロードした。フードスペシャリスト認
定試験についても同様に平成17年から平成21年の問題
を栄養士実力試験と同様に作成した。また、フードス
ペシャリストに関しては学生が苦手とする分野を集中
的に学習しやすいように分野別の問題を作成した
（http://www2.nakamura-u.ac.jp/~sabe/foodfield.html）。
栄養士実力試験およびフードスペシャリスト認定試験
のファイルは、eラーニング教材として利用するばかり
ではなく、学生や授業担当者の利便性を考慮してWord

形式または html形式のいずれかでダウンロードできる
ようにアップロードした。それぞれ、年代別、項目別
にファイルを作成した。Web上に設置したアクセスカ
ウンタ総アクセス数は、カウント設置後1000のアクセ
ス数をカウントした。

  学生からのアンケート調査などを行い、学生にとっ
ての利便性の高い eラーニング教材作成の作成を平成
23年度の課題とする。

（2）１年次生のための教材作成について
  １年生のための自学自習教材を他教科担当の先生方
と協力しながら作成する予定である。
３）３班（吉田弘子班）の研究成果
管理栄養士・栄養士の業務内容は、主に管理栄養士が
栄養指導を、栄養士がフードサービスを担当するが、職
域によっては業務内容が重複することも多い。しかしな
がら、今後は栄養専門職に対する社会的ニーズの増大に
より、専門性の違いが明確になると考えられる。そのな
かで、特に栄養士業務では、対象者の方々に適切な給食

基礎学力試験得点（４年間）
2010年度

一般入試 推薦公募

（点）

推薦指定校 推薦併設校 社会人入試

入試区分

１年次ＧＰＡ

１
年
Ｇ
ＰＡ

補完授業後の確認試験の得点

１年次ＧＰＡ

基礎学力試験得点

図3　入試区分による基礎学力試験の得点結果

図4－２　１年次 GPAと確認試験得点の関係について図4－１　１年次 GPAと基礎学力試験得点の関係について
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を提供するための献立作成および調理技術の能力が重要
となっている。そこで我々は、栄養士養成過程における
実践能力向上を目的とし、平成20年度は校外実習施設の
栄養士の先生方および卒業生を、平成21年度は給食管理
実習 II（校外実習）の受講生を対象にアンケート調査を
実施した。

平成21年度の報告
対象は、平成21年度給食管理実習 II（校外実習、２年
次前学期に実施）を行った82施設（調査方法は郵便調査
法、回収率75.6％）、および学科主催の管理栄養士国家試
験受験準備講習会に出席した卒業生32名（調査方法は留
置調査法、回収率34.4％）とした。調査時期は、平成21
年12月～平成22年１月、調査内容は、実習施設対象で
は、学校側の指導で強化すべき内容、卒業生対象では、
在学中にもっと学んでおきたかった教科および学校に対
する要望とした。
その結果、実習施設からの意見では、学校側の指導で
強化すべき内容として「献立作成に必要な各ライフス
テージにおける対象者の特性（16.1％）」、「食材の基本的
使用量（12.9％）」、「調理作業スピードの向上（24.2％）」
が示された。卒業生からの意見では、在学中にもっと学
んでおきたかった教科、内容として臨床栄養学、調理実
習、栄養学、およびパソコン技術が示された。
現在、調理部門による調理実習室の時間外使用の実

施、および新設科目の開講などを行っている。今後は、今
回の結果をカリキュラムに反映させ、学科全体として、
さらに実践力および応用力のある栄養士の養成に取り組
んで行くことが重要であると考えられた。

平成22年度の報告
対象は、給食管理実習 IIの受講生とした。調査方法は

集合調査法を用い、アンケートは、実習前および実習後
で合計２回実施した。対象者数は、実習前155名（回収率
98.7％）、実習後154名（回収率98.0％）だった。調査時
期は、実習前は平成22年８月、実習後は平成22年９月～
10月とした。調査内容は、校外実習の目標および達成度、
基本的な態度、献立作成における理解度、調理における
技術・理解度、卒業後の栄養士への就職希望、給食管理
実習 II実施後の感想とした。アンケート集計は、実習先
別の三区分（事業所、保育所、高齢者施設および病院）
で行った。
アンケート集計結果を図１～３に示す。校外実習に参
加することで、いずれの実習先においても基本的な態度
の向上が見られた（図１）。献立作成における理解度が
「かなり深まった」割合は、「料理の組み合わせ」では保
育所および高齢者施設・病院に比べて事業所が高く、
「食材料・調味料の適正な量の把握」は、高齢者施設・病
院に比べて調理実習を多く行う事業所および保育所で高
かった（図２）。調理では、全ての実習先で「切り込みの

スピード」と「切り込みのきれいさ」で向上したことが
示され、また「作業効率」を考えて調理業務を行うこと
ができるようになっていた（図３）。「料理手順の理解」に
ついても、高齢者施設・病院に比べ、事業所および保育
所で向上していた。しかし、「目標達成度（80％以上）」
では、実習前の予想の値に比べ、実習後の実際の値が、
事業所、保育所、高齢者施設・病院においてそれぞれ
50.0％から44.4％、63.6％から46.1％、53.7％から27.5％
へと低下していた。特に高齢者施設・病院で低下が示さ
れ、このことは、短期大学部での校外実習が、臨床栄養
学概論２単位および臨床栄養学実習１単位を２年次前学
期に履修するのみでスタートするため、病院での実習内
容と学生の知識・理解が乖離しているのではないかと考
えられた。また、高齢者施設・病院での「献立作成にお
ける理解度」「調理における技術および理解度」の向上度
は、事業所および保育所に比べて低い傾向があるが、こ
のことについては、病院での実習内容に栄養指導が組み
込まれ、他の実習先よりもフードサービスの内容が少な
くなるためと考えられた。
校外実習後の意見として、実習前に身に付けるべき内

容として調理技術が示され、卒業までに身につけたい内
容としても同様に調理技術との回答となっており、調理
技術の重要性が示されていた。
「卒業後の栄養士への就職希望者の割合」は、実習前に
比べて実習後において、いずれの実習先でも低い結果を
となっていた。「是非なりたいと思う」・「なりたいと思
う」の割合は、事業所、保育所、高齢者施設・病院にお
いてそれぞれ62.5％から48.1％、59.7％から46.1％、
68.5％から49.0％へと低下していた。
アンケート調査の結果から、校外実習に参加すること
で、いずれの実習先においても「基本的態度」の向上が
示され、「献立作成」および「調理」における向上も特に
事業所・保育所で示されていた。しかし、「目標の達成
度」および「将来の栄養士への就職希望」は、実習後で
低い結果となっていた。教員の立場では、学生達は校外
実習で多くのことを学び、将来へのモチベーションを高
めることになると考えていたが、それとは反対の結果で
あり、予想と異なっていた。今後は、１）実習先選択の
指導において、その内容を学生に十分理解させ、各学生
に合った実習先を選択させること、２）実習前の教育と
して、基本的態度をはじめとして、調理技術の向上およ
び各専門教科の知識・理解を深めさせ、自信をもって実
習に臨むことが必要ではないかと考えられた。
現在、学科での取組みとして、調理技術の向上を目指
して１年次では調理製菓専門学校での夜間授業、また応
用力の修得のため、２年次で調理・実践栄養実習が開講
されている。平成22年度のアンケート調査から、学生達
は卒業までに調理技術を身に付けたいと回答していた
が、校外実習後となる２年次後学期の調理・実践栄養実
習受講生は全体の約25％と低い割合であった。今後は、
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図１　実習前後における基本的な態度の変化
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図２　実習後における献立作成の理解度の変化
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学生に問題点となる項目を十分に理解させ、授業に取り
組む姿勢に対する指導も必要と考えられる。また、基本
的態度は、大学基礎演習をはじめ全ての教科において、
専門知識においては各教科間での連携した指導を行うこ
とが大切である。そして、学生それぞれが校外実習にお
いて実際の栄養士業務を積極的に学び、実践力のある栄
養士を目指していかなければならない。　アンケート調査
は来年度からも継続して行い、学科での取組みの効果に
ついて評価することで、実践的能力向上のためのカリ
キュラム改善に役立てたいと考えている。
４）４班（津田晶子班）の研究成果
現在、食物栄養学科では「英語基礎」「英語コミュニ
ケーション入門」「英語コミュニケーション」「実用栄養
英語」「海外研修」「TOEIC（認定科目）｝の６科目を開講
している。本プロジェクト研究英語部門においては、日
本人教員、外国人教員が協力して、授業観察、期末アン
ケート（『英語基礎』15回目に実施、自由記述）を行っ
た。その結果、1.学生の語学レベル・語学学習経験・海
外渡航経験の多様化、２．現行プログラムと栄養系学生
の語学ニーズとのミスマッチが明らかになっている。こ
の結果を踏まえて、専任教員と外国人非常勤教員と連携
して、学外実習や卒業後のニーズに合致した英語コミュ
ニケーション能力の育成を目指して LSP（Language for 

Specific Purposes）アプローチに基づきカリキュラムや教
材の開発、１．「郷土の文化を学ぶ英語教材」、２．「栄養
英語に関する教材」とに取り組んでいる。
まず、短期大学生としての基礎学力および社会性を向

上するために、郷土の文化を中心として日本文化を学び、
発信する英語教材『Fabulous Japan：英語で読む日本の魅
力』を開発した。食物栄養学科ではＨ23年度前期から
「実用栄養英語」の副教材として使用している。本学の学
生の出身地ならびに就職先が主に福岡県を中心とした九
州地方であること、２．校外実習先や就職先で保育園、
病院などで園児や栄養指導対象者に対する『食育』に携
わるため、即戦力として、プレゼンテーション技術を身
につけさせる必要がある。今後も、福岡県を始めとした
九州地方の文化を英語で発信する言語活動を１年次から
積極的に導入していきたい。
栄養英語に関する読解教材については、現在、大学生
向けに開発されているものの多くが語彙レベルが高く、
音声教材はついていない、また、情報が古い、といった
難点がみられたことから、本学栄養クリニックの大部正
代教授の指導を得て、全文を書き下ろし、大学生向け英
語教材『健康生活に見る食育と栄養：＂A Matter of Taste＂』
を開発しており、H23年度出版予定となっている。また、
コミュニケーション入門、英語コミュニケーションの教
材として「栄養士のための実践英会話」を開発している。
ケイトン講師が本文を執筆、津田講師が章立てと教授用
書を担当している。現在、出版社との調整中で、2012年
９月の出版を目指している。
英語部門ではこの他に、図書館ツアーの実施、e- 

learningの導入、個人カウンセリングや、海外研修参加者
対象の英語日記の提出などを通じて、授業外でも英語に
触れる機会を提供している。今後はこのプロジェクト研

切るスピード 

切り方の種類

における理解 料理手順の理解 
作業効率を考えた

動き 

0% 50% 100%
高齢者施設・… 

保育所 
事業所 

0% 50% 100%

0% 50% 100%
高齢者施設・病院 

保育所 

事業所 

0% 50% 100% 0% 50% 100%
向上した やや向上した 変わらない 

切り方のきれいさ 

高齢者施設 
病院 

高齢者施設 
病院 

図３　実習後における技術・理解度の変化
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究の成果を活かし、学生の基礎学力および社会性向上を
目指す英語教育を展開していきたい。

研究成果の一例を下に示す。

『健康生活に見る食育と栄養："A Matter of Taste"』 

目次 

Unit Word Sentence 
Eating disorders Appetite When you are ill you might lose your appetite and not feel like eating 

anything 
Dietary 
Supplements 

Eyesight Many people find that their eyesight gets worse as they get older. 

Food allergies Fatal There was a fatal car crash last night: five people died. 
Obesity Sedentary A sedentary lifestyle is not good for your health. You should take regular 

exercise and try to be more active. 
Crash Diets Starvation Famine and starvation are major problems in many parts of the world. 
Diabetes Thirst Hunger and thirst are natural instincts that make you want to eat and drink. 

Food: miracle cure? Moderation Most foods and drinks are not bad for you, as long as you take them in 
moderation. 

Food preservation Texture For some people, it is not the taste of avocados that they don’t like, but the 
texture. 

Food safety Defrost It is important to defrost chicken thoroughly before cooking it. 
Vegetarianism Cholesterol High levels of some cholesterol put you at risk of a heart attack. 
Major nutrients Muscle The soccer player tore a muscle right before the game. 
Japanese cuisine Ingredient Salt is a key ingredient in many dishes. 
Diet and pregnancy Oxygen We breathe in oxygen and we breathe out carbon dioxide. 
Jamie Oliver Budget We couldn’t stay in nice hotels because we were travelling on a tight budget. 
How to become a 
dietitian 

Disease Diabetes is a disease that can be partially controlled by a healthy diet. 

 
 
Unit 1   Getting To Know Nutrition                                 
      
Brainstorm 
Look at the picture below.  It shows a food pyramid.  How many foods do you know?  
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５．主な発表論文等

〔雑誌論文〕（計２件）
①地域の国際化に貢献する栄養士のための教材開発：実
践報告」2010年３月第43号，pp.119-126. 中村学園大
学・中村学園短期大学研究紀要，津田晶子，松隈紀生，
トーマス・ケイトン
②「グローカル時代の大学英語教材の開発：実践報告」
2011年３月第44号，pp.59-70．中村学園大学・中村学
園短期大学研究紀要，津田晶子，中山奈美，ペニント
ン和雅子，ランドル・ペニントン

〔学会発表〕（計３件）
①市民交流イベント「変わる大学英語」ポスタープレゼ
ンテーション，2009年９月４日～６日　北海学園大
学，津田晶子
②平成21年度栄養科学科・食物栄養学科合同研究大会，
2010年３月１日，中村学園大学「ESPアプローチによ

る栄養士のための英語教育：カリキュラム・教材開発
の視点から」津田晶子
③第59回九州地区大学一般教育研究協議会（外国語部
会），2010年９月10日，福岡大学「福岡・九州から世
界へ向けて発信する英語教育の試み：LSPアプローチ
による英語プログラムの実践報告，津田晶子

〔図書〕（計１件）
①『21世紀の ESP』2010年12月　大修館書店　pp.186-
189【内容】郷土料理の英語レシピ作成を目指す授業実
践例（シラバスおよびレッスンプラン）

６．予算配布額
（金額単位：円）

研究経費 機器備品 合　計
平成21年度 870,000 0 870,000
平成22年度 920,000 0 920,000
合　計 1,790,000 0 1,790,000
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The Development of a Dietetics Training Program with Professionalism 
and Environmental Education

研究グループ代表者
松隈　紀生（MATSUKUMA NORIO）短期大学部食物栄養学科・教授

共同研究者
橋本俊二郎（HASHIMOTO SHUNJIROU）短期大学部食物栄養学科・教授

稲益　建夫（INAMASU TAKEO）短期大学部食物栄養学科・教授

松隈　美紀（MATSUGUMA  MIKI）短期大学部食物栄養学科・講師

吉田　淳子（YOSHIDA  ATSUKO）短期大学部食物栄養学科・助手

仁後　亮介（NIGO  RYOSUKE）短期大学部食物栄養学科・常勤助手

竹下　華織（TAKESHITA  KAORI）短期大学部食物栄養学科・常勤助手

田村　麻衣（TAMURA MAI）短期大学部食物栄養学科・常勤助手

佐々木久美（SASAKI  KUMI）短期大学部食物栄養学科・常勤助手

研究成果の概要
 実践力と社会性を持つ栄養士養成教育プログラムのさらなる開発研究を試み、多くの成果が得られた。その成果を列記
すれば次の通りである。
①学生の調理技術と献立作成能力を向上させる教育プログラムとして平成22年９月より中村調理製菓専門学校において
特別調理実習Ⅰ・Ⅱをスタートさせた。また、調理実習室の学生への開放も行っている。
②環境教育の一環としての生ゴミ活用と野菜栽培を学生に体験させると同時に、キャベツ、白菜などの収穫物を用いた調
理実習を行う教育プログラムの一部が完成できた。
③魚や野菜、果物などの旬や調理への使用方法など食材知識を高めるための標本や写真などの充実がされ、授業にも使わ
れている。

研 究 分 野：栄養士養成教育
キーワード：栄養士養成教育、環境教育、教育プログラム、実践力、社会性

１．研究開始当初の背景

  栄養士養成教育においては厚生労働省が示している
必修科目としての教育内容がある。しかし社会情勢の
変化や入学生の基礎学力の低下が近年著しく、社会が
求める実践力や社会性を持った栄養士を育てるには、
これまで通りの授業内容では困難な状況になってき
た。そこで栄養士養成教育を計画的かつ継続的に実施
していくための教育プログラムの開発と構築が課題と
なっている。

２．研究目的

（1）短期大学部における栄養士養成教育は２年間という
短期間に給食現場などで即戦力を持つ栄養士として、
また環境についての知識と社会性も身につけさせなけ
ればならない。特に調理技術や理論、食材の種類や鮮
度の見分け方を修得させるために下記の研究を重点的
に行うことを目的とした。
①調理実習室の開放による調理技術の反復練習
②調理実習において出た生ゴミのダンボールコンポスト
による堆肥処理と、この堆肥を使った野菜栽培による
環境教育の構築
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③食材の旬や鮮度の見分け方などの知識向上を目的とし
た魚の剥製や植物の成長過程の写真取材などによる教
材の作成

３．研究実施計画・方法

（1）研究目的を達成するためには、栄養士養成教育にお
ける専門教育の正課授業とは別に栄養士としての実践
力や社会性を高めるために３つの研究班を配置し実施
した。
①研究班の配置と分担研究概要

班 分担研究概要・実施計画

１班
（松隈紀）

学生の調理技術向上のために「調理実習室の開
放」と中村調理製菓専門学校において行う『特
別調理実習Ⅰ・Ⅱ 単位認定授業』の実施計画
案を作成する。環境教育の一つとして調理実習
で出た生ゴミをダンボールコンポストを使って
堆肥を作り、野菜栽培を行い収穫した野菜で調
理実習を行う。

２班
（橋本）

19年～ 20年に引き続き、食材試料の収穫として
魚類の剥製と野菜・果物類の発芽、生育、結実の
過程の写真・動画を集め、パワーポイントで使
用できるようにまとめ、授業に使う計画である。

３班
（稲益）

生ゴミの活用、農地作り、野菜栽培などを行う
ことで、学生の環境に対する意識を高め就職先
での食育に役立つ食育プログラムを作成する。
４月から11月までの期間にトマト、ナス、キュ
ウリ、ピーマン、枝豆、ジャガイモ、サツマイ
モ、キャベツ、白菜、大根、カブ、水菜などの
栽培と収穫を行う。

②各研究班の構成員（職位は略）
班　　　員

１班 ○松隈（紀） 松隈（美） 仁後、竹下、田村
２班 ○橋本 吉田（淳）、佐々木
３班 ○稲益 仁後、竹下、田村

○印は班長。仁後、竹下、田村の３名は１班と３班で研
究を行った。

４．研究成果

各分担研究班別の成果
（₁）１班（松隈紀）の研究成果
①学生の調理技術向上について
 学生の基本的な調理技術向上を目的とし、下表のスケ
ジュールで調理実習室を開放し、学生が自主的に練習
（教員、助手が適宜指導）できるようにした。

調理実習室の開放
年度 Ｈ21年度（2009年度）Ｈ22年度（2010年度）

開放月日と
回数

６/６～７/４の土曜日
（３回）

６/５～７/３の土曜日
（３回）

10/17 ～ 12/19の土曜
日（４回）

10/２～ 12/18の土曜
日（３回）

練習内容
大根のかつらむき、
キャベツの千切り、
だし巻き卵

大根のかつらむき、
キャベツの千切り、
だし巻き卵

参加学生 延べ492名 延べ483名

②認定科目 特別調理実習Ⅰ・Ⅱについて
 平成22年９月（１年次後期）より、10Fの学生114名が
火、木、金曜日の週一回12回の授業を中村調理製菓専
門学校において受講するようになった。

 特別調理実習ⅡはⅠを受講した学生のみが受講でき、
２年次前期に10Fの学生が火曜（製菓コース）に16名、
金曜（調理上級コース）に６名受講した。少しでも学
生が調理を行う時間が多くなることで学生の調理技術
と知識の向上を目指す。

③生ゴミの堆肥化による環境教育
 これからの栄養士教育において、地球環境の保全やエ
コ社会を目指すこと、また食物栄養学科卒業生の主な
就職先である保育所、幼稚園における食育プログラム
の一つとして、有機廃棄物を再利用する資源循環型
フードシステムについての教育は重要である。具体的
には2008年の１年次生の４月から前期、後期の調理実
習で出た生ゴミをダンボールコンポストを使用して収
穫した野菜を使って調理実習を行った。平成22年度に
処理した生ゴミの総量は183.8kgである
＜結果・考察＞
• アンケート調査より、生ごみに対するイメージが良く
なり、ほとんどの学生が食物への感謝の気持ちを持つ
ことができたことが示唆された。一連の体験活動を行
うことで、学生の意識の変容に影響を与えることがで
き、食育推進スキルのための意識作りができたと考え
られる。
• アンケート調査より、半数の人が堆肥作りを行おうと
思うと回答したことが分かった。活動を行うことで、
生ごみから堆肥ができるという知識を付けさせること
ができ、活動を自分で実践しようという意欲を持たせ
ることができたと考えられる。
＜問題点と改善点＞
• 生ごみ処理方法についての指導を徹底すること

 本来の科目と生ゴミ処理を同じ時間内に行うため、生
ゴミ処理に対する指導の時間がとりにくい。始めのオ
リエンテーション時に生ゴミ処理の練習を行い、その
時に指導を徹底させることにより改善したい。
• 衛生面への配慮が今一つであること

 段ボールコンポスト作業は試食後の片付け時にベラン
ダで行っているが、段ボールコンポストに虫が発生する
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図１　授業で廃棄した生ゴミの計量

図４　堆肥の利用

図７－１　収穫

図８－１　収穫 図８－２　調理

図７－２　献立作成・調理

図２　温度測定

図５　畑作り

図３　撹拌

図６　苗植え

＊セミナー（人数29名）で実施。＊７月上旬　夏野菜（トマト、なす他）

＊12月上旬　冬野菜（白菜、大根他） ＊授業時に実施。

＊前期、後期の終了時まで堆肥を熟成させる。
畑作りの１週間前に液肥を加えて熟成させ
る。これを堆肥とし、畑にまく。

＊堆肥、牛糞、石灰を土に混ぜて耕
し、畝を作る。

＊畝に苗を植える。（夏：トマト、なす、きゅう
り、オクラ、冬：白菜、大根、キャベツ、水
菜、かぶ）

＊授業で廃棄した生ゴミ（学生が細かく刻ん
だもの）を計量する。計量した数値は各クラ
ス、各実習班ごとにわけて記入させる。

＊よく撹拌し、生ゴミが土から出ないようにす
る。土の中に入れることにより微生物の働き
をより多く受けることができ、生ゴミが分解
されやすくなる。

※
図
１
〜
３
は
片
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け
・
掃
除
の

時
間
に
行
う
。

＊ 土の温度を測り、市販の段ボールコンポス
トの中に計量した生ゴミを入れる。（※貝
殻、鶏肉の骨、銀杏の殻などは分解されに
くいため入れない）

鶏
肉
の
博
多
蒸
し

柚子大根 白菜キムチ
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ため、あまり衛生的な環境ではない。虫除け対策を行
い、生ゴミ処理作業用の服を置くなどして改善したい。
• 学生全員が畑仕事に携われないこと

 現在、畑作業を行う際は希望者や都合がつく者の自由
参加形式としているため、毎日の当番制にするなどし
て学生全員が畑に足を運ぶように改善したい。
• 今まで行った一連の活動目的の周知

 今まで行った一連の活動目的を学生全員が理解してい
るとはいえない。このことが、学生のモチベーション
へ影響することを考え、今後は、活動前は資料を配布
し一連の活動内容、目的を周知させること、後期は一
連の活動の報告を行うことでフィードバックできるよ
うに改善したい。

（₂）２班（橋本）の研究成果
 写真資料および動画資料、剥製資料の追加および増
補、これらの資料を使用した講義における学生のアン
ケート集計結果について述べる。なお平成23年現在、さ
らに資料の追加、増補を行うとともに、堆肥を使った畑
で収穫された野菜の一部を譲り受け「抗酸化活性」の測
定を行っている。
①現物資料
  前号の資料に追加して、穀類としてそば、香辛料と
してナツメグ、クローブ、黒コショウ、白コショウな
ど11種類およびブドウ糖、クエン酸など調味料４種類
を追加収集した。これらの資料は、小形の資料ビンに
小分けして食品材料学などの講義において関連の項目
の解説時に回覧した。
②剥製資料
  前号の資料に加えて、21年度は大衆魚としてアジ、
アユ、イサキ、イワシ、カツオ、キス、サバおよびサン
マの８種類を、22年度は珍しい魚の例としてウマズラ
ハギ、スズキ、タカノハダイ、ホウボウおよびシマイサ
キの５種類を追加収集した。これらの剥製資料は、「食
育館」に展示し広く一般学生も閲覧できるようにした。
③食材の写真資料
  野菜など保存の利かない資料については、前号に引
き続き写真資料として収録した。野菜や果物などの一
部は自宅（橋本）菜園で栽培し、発芽、生育、結実の
過程もあわせて収録した。23年度も引き続き収録を
行っている。
ａ．植物性食品
 22年度までに収録した植物性食品を（表１）に示す。
前号からは11種類411枚の写真が追加、増補された。
ｂ．動物性食品、加工食品
 前年度に続いて沖縄県那覇市の公設市場や唐津の魚
市場などで収録を行い、魚類（35枚）および豚肉（７
枚）の追加収録を行った。
ｃ．食糧生産
 前号に続き。家庭用コンポスト作り（４）、学生調理

実習後のコンポスト作り（24）、プロジェクト研究
（稲益セミナー）菜園作り（18）、自宅畑作り（５）
および TVによる中国の稲作ムービー（４）などを
追加収録した。
ｄ．市場など
 前述の沖縄公設市場の魚・豚肉とは別に市場の様子
を取材、追加収録した。（26）
ｅ．料理、その他
 家庭の正月料理、沖縄郷土料理、学生の調理実習に
おける料理など計95枚の写真を追加収録した。また
沖縄県宮古島における食糧生産や料理など45枚を収
録した。さらに中国浙江省杭州の国際学会に参加し
た際、訪問の機会を得た稲作の起源と考えられてい
るか河姆渡遺跡における水田跡、出土品など（66）
を収録した。

④ 外国の食事情
  平成21年度および22年度に学会出張などで収録した
料理や食糧生産などの資料を前号に引き続き、追加収
録した。（４カ国５地域）
• 中国杭州・紹興（29）
• 中国浙江省河姆渡遺跡（再掲）
• カナダ穀倉地帯農園（34、動画（48））
• ベトナム・ホーチミン市（ベンタン市場（18・動画
24）、食材（35）、料理（16）、他動画（27））
• 米国メリーランド、ボルティモア市（食料マーケット
（14）、食事（11））
• 韓国・釜山（市場（48）、食材（14）、食事（54）
⑤食材資料を用いた講義での学生アンケート
  収集した資料を基に作成した「稲の一生」、「花と果
実」などの資料（前号参照）を短期大学部食物栄養学
科の１年後学期の「食品材料学」の講義で使用した。
学生の意見を次のようなアンケートで聞き、結果を集
計した。（表２）設問は、表に示す項目について行い、
５段階評価で意見を求めた。また、資料についての自
由記述も求めた。

  設問１は、本プロジェクト研究とは直接関係しない
が、全国農業協同組合中央会（IA全中）が発行した子
供向けの冊子「お米が実った」に収載されている「お
米に関するクイズ」を毎年「穀類・稲」の講義の前に
実施し、結果の経過を見ているためアンケート項目に
加えた。設問２以下が食材資料に関する質問である。

  設問２から５について殆どの学生が、役に立ったと
回答している（回答３～５）　釜山旅行で収録した魚
市場や食事・料理などの写真や動画を基に自作した
DVDの評価では、殆どが楽しんだようであるが（５評
価が49％）、あまり役に立たなかったとの回答（４人）
も見られた。DVD作成の技術の向上が課題である。テ
キストを中心とした講義の合間にスライドを加えるこ
とを殆どの学生が望んでいるが、栄養士として「食品」
について覚えなければならないことが多く時間の配分
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分　　　類 種　　　　　　類　　　（写真枚数）

穀 類 こめ（35）、そば（19）*、とうもろこし（38、動画１）*、むぎ（３）、その他（２）

豆・種実類 いんげん豆（さや豆）（25）*、枝豆（38）*、えんどう（12）、ごま（27）*、ささげ（４）、だいず（12）*、
そらまめ（６）、ピーナツ（13）*、ひよこまめ（５）

果 実 類

柑 橘 類
うめ（14）*、かき（27）、キーウイフルーツ（３）*、くり（14）、ぐみ（10）*、さくらんぼ（９）、すも
も（３）、なし（２）*、なつめ（１）、びわ（７）、ブルーベリー（５）、ぼけ（１）*、もも（24）*、温
州みかん（８）、かぼす（10）*、金柑（５）*、でこぽん（１）、ネーブル（７）*、レモン（２）、ゆず
（２）、その他（11）

トロピカル
フル ー ツ

アボガド（４）、オレンジ（２）、カニステル（６）、グアバ（４）、スターフルーツ（５）、チェリモヤ
（１）、チスコ（２）、ドラゴンフルーツ（３）、ドリアン（１）、パイナップル（１）、パッションフルー
ツ（４）、バナナ（８）、パパイヤ（２）、バンレイシ（３）、マンゴスチン（１）、ヤシ（１）、ランブー
タン（３）、ロンガン（１）、その他（２）

野 菜 類

果 菜 いちご（21）*、うり（３）、おくら（28）*、かぼちゃ（27）*、きゅうり（26）*、すいか（９）、とまと
（24）*、なす（14）*、にがうり（54）*、メロン（４）、たけのこ（11）、冬瓜（５）*、ピーマン（９）

花 菜 ブロッコリー（16）*、みょうが（９）*、ゆうがお（４）*

根 菜
赤カブ（９）、うこん（２）、きくいも（１）、ごぼう（８）*、さといも（４）、さつまいも（25）*、しょ
うが（10）*、じゃがいも（27）*、だいこん（26）*、ちょろぎ（11）*、つくねいも（３）、にんじん（３）*、
れんこん（21）、やまいも（３）

芯 葉 菜
青じそ（８）*、イタリアンパセリ（７）*、かつお菜（８）*、きゃべつ（15）、空芯菜（１）、しそ（４）*、
春菊（11）*、たまねぎ（15）*、ちしゃ（１）、ちんげん菜（11）*、つるむらさき（２）*、つわぶき（３）*、
にら（４）*、にんにく（８）*、ねぎ（10）*、はくさい（４）、ふき（４）*、みずな（７）*、みつば（３）*、
レタス（３）、焼肉包み菜（サンチュ）（３）*

油 糧 植 物 なたね（10）、ひまわり（６）*

嗜 好 食 品
お茶（６）、香辛料［とうがらし（11）*、ピンクペッパー（１）、その他（42）］
ハーブ類［ステビア（14）*、バジル（９）*、ミント（４）*、ローリエ（５）*、ローズマリー（１）*、ラ
ベンダー（１）*

そ の 他
海 藻 おごのり（１）

き の こ エリンギ（１）
春の七草（３）

 （*＝自宅栽培）　　　計＝1,121

表１　植物性食品

表２　食材資料に対するアンケート結果

食品材料学で使用した食材、スライドなどについてあなたの食材に関する興味と理解を深めることに役に立ったか否か

についてお聞かせください。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 そのほか講義に関する要望、食品材料学を学んでの感想などがあればお聞かせください。 

・ 役に立った（面白かった、食品の特徴がよくわかった、実物の資料がよかった、もっとスライドを使ってほ

しいなど） （10）         
・ 釜山にぜひ行ってみたい （8）      
・ もっと   板書をしてほしい （4）      
・ 試験のポイントを教えてほしい （2）      

５．大変役に
たった

４．まあまあ役
にたった

３．役にたった
２．あまり役に
たたなかった

１．役にたた
なかった

１．お米に関するクイズ
について

 17 (23%)  29 (39%)  22 (29%)  6 ( 8%)  1 ( 1%)

２．米・小麦などの食材
試料について

27 (36%)  29 (39%)  17 (23%)   0 ( 0%) 1 ( 1%)

３．花と果実のスライド
について

36 (48%)  18 (24%)  20 (27%)  1 ( 1%)   0 ( 0%)

４．稲の一生のスライド
について

 23 (31%)  26 (35%) 26 (35%)   0 ( 0%)   0 ( 0%)

５．釜山のＤＶＤについ
て

 37 (49%)  18 (24%)  16 (21%)   4 ( 5%)   0 ( 0%)

回答数　75　(％)
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が課題である。
  食べることは、人間生活の根幹を成す行為である。
特に栄養士などの専門職においては食材に関する深い
知識が必須となる。食品の種類は多く、また栄養成分
の特性のみならず、生産、流通、調理素材など多岐に
わたる知識が必要となる。このことを認識させるため、
食材に関する資料を収集した。これらを基に講義用補
助資料を作成し、学生の理解に役立てたい。平成23年
度は前述のように学生が育てた有機肥料による野菜の
「抗酸化活性」の測定も行っている。

（₃）３班（稲益）の研究成果
①生ごみ処理とその活用法の検討
 昨年度の結果から、㋑投入する生ごみはある程度細か
くする方が分解が早い。㋺乾燥しすぎると分解が進ま
なくなるので、湿度管理が必要である。㋩分解の進行
具合は温度が目安となる。温度は時には70℃以上にま
で達することなどが分かった。特に温度を目安とした
管理が効果的で、温度を30℃以上に維持するには、乾
燥しすぎないよう水分の補給をすること、どうしても
温度が上がらないときには米ぬか、油粕、天ぷら廃油
あるいは発酵促進剤を添加することが有効であること
が分かった。これらの結果を踏まえ、今年度は米のと
ぎ汁の活用を図るために、とぎ汁に砂糖300gとEM1液
100mlを加えて EM菌を増殖させたものを生ごみ堆肥

の熟成時に加え、有用性が高い完熟堆肥の作成を試み
た。２週間の熟成期間をおいたものを施用し、キャベ
ツ、白菜を植え付けたが、これまでになく力強く生長
しているように見受けられる。
②春夏秋冬  旬の野菜栽培と旬の野菜を使ったメニュー

の開発
 ３月23日： 前年度後期の調理実習で出た生ごみをダン

ボールコンポスト処理してきたものを、学
内、学外農園に耕運攪拌すき込み、カゴメ
トマト用畑地とした。

 ４月６日： カゴメトマトの苗を植え付けた。
 ４月13日： ナス、キュウリ、ピーマン苗の植え付け、

枝豆、マリーゴールドの播種
 ４月27日： 丹波黒豆、インゲン、落花生、トウモロコ

シの播種
 ５月11日： 枝豆、インゲン、トウモロコシのポット苗

を定植
 ５月18日： ジャガイモ、タマネギを主菜とした春のメ

ニュー作り
 ６月１日： ジャガイモ祭り（カレー、じゃが餅、ポテ

トサラダ、オニオンスープ他）
 ６月８日： サツマイモ苗を植え付ける
 ６月29日： 夏の収穫祭に向けトマトを主菜としたメ

ニュー作り
 ７月13日： トマトを主材とした料理で夏の収穫祭（ピ

カナダの穀倉地帯

ベトナム・ホーチミンのベンタン市場 ●カツオ（鰹）54cm

●ウマヅラハギ
（馬面剥）35cm

米国ボルティモアの食材マーケット

外国の食事情
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ザ、パスタ、ミネストローネ、焼きナス、グ
ラタン他）

 ８月11日： 前期分の生ごみをダンボールで処理したコ
ンポストを完熟させるために、ダンボール
１個分につき発酵促進剤１袋、米のとぎ汁
で EM菌を培養した液約500mlを加え十分
に混合攪拌し熟成させた。

 ８月31日： トマト畑、キュウリ畑を整理しトラクター
にて耕運、石灰処理、熟成させた生ごみ堆
肥を鋤き込む。

 ９月13日： キャベツ苗20本、白菜20本植え付ける。
バッタなどの虫除けネットを張る。大根、
カブ、千筋京水菜の種を播く。

 10月現在： キャベツ、白菜、大根、水菜が順調に生育
中。サツマイモは今年は猛暑日が続き雨も
ほとんど降らず生育悪し。雨が降り出した
９月になって少量の化成肥料を施した結
果、10月になって草勢が出てきた。収穫時
期を遅くする予定。

 11月中旬： サツマイモの収穫（イモ掘り）サツマイモを
使った料理でイモ祭りを行った。

５．主な発表論文等

〔学会発表〕（計１件）
①第58回日本栄養改善学会学術総会（広島）
 演題名： 「栄養士養成過程における環境教育プログラ

ムの開発」
 発表者： 田村麻衣，松隈紀生，松隈美紀，仁後亮介，

竹下華織

６．予算配布額
（金額単位：円）

研究経費 機器備品 合　計
平成21年度 720,000 0 720,000
平成22年度 830,000 0 830,000
合　計 1,550,000 0 1,550,000



短期大学部キャリア開発学科
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短期大学におけるキャリア教育の第２ステージに関する研究
～基本テキストの作成を中心として～

Research on the Second Stage of Career Education in a Junior College
— The Creation of Basic Text Books —

研究グループ代表者
清水　　誠（SHIMIZU MAKOTO）短期大学部キャリア開発学科・教授（平成21年度）

酒見　康廣（SAKEMI YASUHIRO）短期大学部キャリア開発学科・教授（平成22年度）

共同研究者
清水　　誠（SHIMIZU MAKOTO）短期大学部キャリア開発学科・教授（平成22年度）

酒見　康廣（SAKEMI YASUHIRO）短期大学部キャリア開発学科・教授（平成21年度）

小阪　康治（KOSAKA YASUHARU）短期大学部キャリア開発学科・教授

小野　浩二（ONO KOJI）短期大学部キャリア開発学科・教授　

梶田　鈴子（KAJITA SUZUKO）短期大学部キャリア開発学科・准教授（平成21年度）、教授（平成22年度）

岩田　京子（IWATA KYOKO）短期大学部キャリア開発学科・准教授

手嶋　康則（TESHIMA YASUNORI）短期大学部キャリア開発学科・准教授

本山　和子（MOTOYAMA KAZUKO）短期大学部キャリア開発学科・准教授

花隈　悦子（HANAGUMA ETSUKO）短期大学部キャリア開発学科・助手

小久保美代子（KOKUBO MIYOKO）短期大学部キャリア開発学科・助手

栗木　紘美（KURIKI HIROMI）短期大学部キャリア開発学科・助手

研究協力者
日野　修造（HINO SHUZO）短期大学部キャリア開発学科・准教授

仁田原泰子（NITABARU YASUKO）短期大学部キャリア開発学科・臨時助手 

長　希世子（CYO KIYOKO）短期大学部キャリア開発学科・臨時助手　（平成21年度）

有田真貴子（ARITA MAKIKO）短期大学部キャリア開発学科・臨時助手　（平成22年度）
※単年度のみの参加者については、括弧内に参加年度を示す。

研究成果の概要
 キャリア教育に関する研究の主目的である基本テキスト作成に関しては、キャリア開発学科の必修４科目「大学基礎演
習」「キャリア形成演習Ⅰ」「キャリア形成演習Ⅱ」「キャリア形成演習Ⅲ」それぞれに対応したものが作成でき、簡易製
本版で出版した。普段の授業の中で、学生に配布している教材としての資料は、絶えず変化する社会あるいは学生の理解
度や学生の傾向を考慮したものとなり毎年度ごとに変化するものが多いため、内容を固定的に設定しにくいところがあ
る。今回は、毎年変化する内容部分も含めて、主に平成22年度の授業内容をもとにしながら、さらに改良を加えて基本と
なるテキストを４科目分作成した。
 本プロジェクト研究に関連する平成21 ～ 22年度の発表論文は10件、学会発表は５件に及ぶ。

研 究 分 野：キャリア教育
キーワード：キャリア教育、テキスト編集
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１．研究開始当初の背景

（₁）短期大学および本学科を取り巻く情勢
短期大学への進学者減少という全国的な傾向の中で、
より志願者のニーズに応え、社会的な変化にも対応しう
るために平成19年度から旧家政経済科をキャリア開発学
科へと改組した。キャリア開発学科となって新たに開講
した科目「キャリア形成演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」「インターン
シップ」は、当初それぞれに手探り状態で実施してきた。

（₂）教科教育方法の検討
平成20年度を以ってキャリア開発学科が完成年度を終
え、学科の根幹となる４科目「大学基礎演習」→「キャ
リア形成演習Ⅰ」→「キャリア形成演習Ⅱ」→「キャリ
ア形成演習Ⅲ」のそれぞれの教科内容における一連の流
れを考慮した互いの連携性、学生にとって使いやすい教
材のあり方などを再検討する時期にあった。また、文部
科学省での職業指導（キャリアガイダンス）の法制化が
検討されていた時期で、それをも考慮した教育内容を検
討する必要性があった。

２．研究目的

（₁）学科教育内容の検討
キャリア開発学科が完成年度を越えた段階において教
育内容に検討を加え、それを第Ⅱステージと位置づけて、
カリキュラムポリシーに沿った学科教育のあり方を構築
することが大きな目的である。

（₂）主要４科目の基本テキストの編纂
研究の中心となるのは、学科の主要科目であり、なお
かつ複数の専任教員による共同担当科目である「大学基
礎演習」、「キャリア形成演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」の４科目の教
育内容の標準化、統一化、高度化であり、その結果とし
て基本となるテキストの編集を行うことにある。

３．研究実施計画・方法

（₁）研究実施形態の概要
• ４教科の科目ごとに平成21年度の担当教員をそれぞれ
担当者としてチーム編成をした。
• 原則として月例の「プロジェクト研究会」を中心して、
各担当者から検討結果を報告し、それをメンバーで議
論する形をとり、相互啓発を含めて徐々に研究を進め
ていった。プロジェクト研究会は、平成21年度は11回、
平成22年度は10回開催した。
• 本研究はつまるところ「キャリア教育の高度化」、本学
科における「キャリア教育の第２ステージ」を目指し
ているが、教員自身のキャリア教育に対する認識の高
揚、教育法の向上を図ることも課題にしており、テキ

ストの編纂にかかわる研究のほか外部の学会・講演会
等への参加、外部講師の招聘による研修会の開催など
も実施した。

（₂）平成21年度の研究展開
• 平成22年の授業を実施するうえで、そのテキストをど
のように編集するかについて、平成21年度の実施状況
を基本として資料等を集約したものを検討した。各科
目が複数教員による共同担当科目であること、ゲスト
スピーカーを多数招聘することなどの特性から、テキ
ストの内容、体裁に、完全な統一性を持たせることは
難しいことが明らかになった。しかし、学生が受け入
れやすくするためには、できるだけ仕様を統一するな
ど、トータルバランスをとることの必要性が浮かび上
がってきた。

（₃）平成₂₂年度の研究展開
• ４科目のテキストとなるものを仮編集して、各授業で
実験段階として使用し、その結果について「プロジェ
クト研究会」で検討を加えていった。
• 年度末に総合的に４科目のテキスト内容についてさら
に議論を深め、最終的に一定のスタイルのテキストを
作り上げた。

４．研究成果

（₁）４科目の基本テキストの編纂
本学科の主要４科目「大学基礎演習」「キャリア形成演
習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」それぞれの基本テキストとして、次の４
冊を簡易製本版で編纂した。
• 「大学基礎演習　テキスト」
• 「キャリア形成演習Ⅰ　テキスト」
• 「キャリア形成演習Ⅱ　テキスト」
• 「キャリア形成演習Ⅲ　テキスト」

このテキストの活用においては製本した冊子形式を
とっていない。これは年毎に最新の情報やデータの取り
込みなどの改訂を容易にするためで、各教科の実施にお
いては、学生に対して授業の進行に従ってルーズリーフ
方式で該当のページ分を逐次配布し、別途用意したファ
イル（表紙）に閉じこませ、全授業の終了時には各自に
おいて一冊のテキストが完成するという形をとっている。
なお、研究成果を明らかにするために簡易製本版を若干
部数作成している。

５．主な発表論文等

〔雑誌論文〕（計10件）
① 酒見康廣，小久保美代子，キャリアデザインシート（改
良版）による学習効果，中村学園大学・中村学園大学
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短期大学部研究紀要，No.42，71-77，2010，査読有
② 梶田鈴子，清水誠，キャリア教育支援のための学生情
報管理システムの構築と運用，平成21年度情報教育研
究集会講演論文集，379-382，2009
③ 花隈悦子，梶田鈴子，ｅラーニング教材を使った情報
セキュリティ教育の試みと評価，中村学園大学・中村
学園大学短期大学部研究紀要，No.42，293-302，2010，
査読有
④ 手嶋康則，インターンシップ・プログラムの留意点　
―導入期の現状と課題―，中村学園大学・中村学
園大学短期大学部研究紀要，No.42，127-135，2010，
査読有
⑤ 栗木紘美，梶田鈴子，家政系短期大学生の入学時にコ
ンピュータスキルの現状，中村学園大学・中村学園大
学短期大学部研究紀要，No.43，197-205，2011，査読
有
⑥ 梶田鈴子，清水誠，酒見康廣，キャリア教育支援のた
めの学生情報トータルシステムの構築，教育改革 ICT

戦略大会予稿集，206-207，2010
⑦ 梶田鈴子，清水誠，酒見康廣，短期大学生のための短
期集中的キャリア教育の試み，日本キャリア教育学会
第32回研究大会発表論文集，62-63，2010
⑧ 花隈悦子，梶田鈴子，ｅラーニングによる情報セキュ
リティ教育の試み，情報教育研究集会講演論文集，
167-170，2010
⑨ 酒見康廣，小久保美代子，入学前教育用教材としての
キャリアデザインシートの開発，中村学園大学・中村
学園大学短期大学部研究紀要，No.43，31-38，2011，
査読有
⑩ 酒見康廣，中村学園大学短期大学部キャリア開発学科

における就業力の教育支援，第59回九州地区大学一般
教育研究協議会議事録，198-202，2011

〔学会発表〕（計５件）
① 梶田鈴子，清水誠，キャリア教育支援のための学生情
報管理システムの構築と運用，情報教育研究集会，
2009．11．15
② 梶田鈴子，キャリア教育支援のための学生情報トータ
ルシステムの構築，教育改革 ICT戦略大会，2010．９．
３
③ 梶田鈴子，短期大学生のための短期集中的キャリア教
育の試み，日本キャリア教育学会，2010．11．13
④ 梶田鈴子，ｅラーニングによる情報セキュリティ教育
の試み，情報教育研究集会，2010．12．11
⑤ 酒見康廣，第59回九州地区大学一般教育研究協議会，
中村学園大学短期大学部キャリア開発学科における就
業力の教育支援，2010．９．11

〔図書〕（計４件）
① 「大学基礎演習　テキスト」（簡易出版）
② 「キャリア形成演習Ⅰ　テキスト」（簡易出版）
③ 「キャリア形成演習Ⅱ　テキスト」（簡易出版）
④ 「キャリア形成演習Ⅲ　テキスト」（簡易出版）

６．予算配布額
（金額単位：円）

研究経費 機器備品 合　計
平成21年度 1,340,000 0 1,340,000
平成22年度 1,260,000 0 1,260,000
合　計 2,600,000 0 2,600,000
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Developments of Curriculum and self-outside Evaluation Skims for Kindergarten

研究グループ代表者
松尾　智則（MATSUO TOMONORI）短期大学部幼児保育学科・教授

共同研究者
久富さよ子（HISATOMI SAYOKO）短期大学部幼児保育学科・教授

増田　　隆（MASUDA TAKASHI）短期大学部幼児保育学科・准教授

吉川　昌子（YOSHIKAWA SHYOKO）短期大学部幼児保育学科・准教授

松園　聡美（MATSUZONO SATOMI）短期大学部幼児保育学科・助教

久松　　薫（HISAMATSU KAORU）短期大学部幼児保育学科・助手

薮下　美幸（YABUSHITA MIYUKI）短期大学部幼児保育学科・常勤助手（平成19 ～ 20年度）

研究協力者
籠田　清香（KOMORITA SAYAKA）短期大学部幼児保育学科・常勤副手（平成21年度）

※単年度のみの参加者については、括弧内に参加年度を示す。

研究成果の概要
（1）平成19 ～ 20年度
① （子育て支援領域の調査と実践関係）園長・主任・クラス担任との園内カンファレンスを３回行った。また、園におけ
る子育て支援のひとつとして、保護者への講演会を行なった。コンサルテーションの効果として、個々の子どものニー
ズに合わせた保育・指導の在り方を園全体で検討する機会の確保と、それに基づいた園内外の連携の発展が示された。
② （保育ビデオによる子育て支援領域の調査と実践関係）19年度の実践に基づく質問紙調査及び感想文分析により、子ど
もの課題（できない事）よりも保育者の取り組みに注目している事など、特に年少児の保護者は保育者との関係や物と
の関係に注目している事などが明らかになった。
③ （健康領域の調査と実践関係）過去20年間の運動能力テストの結果を比較・分析することによって、近年の幼児の運動
能力の変容の実態を検討した。その結果、約20年間で幼児の調整力や上肢の筋持久力には低下現象は見られないもの
の、下肢の筋力や瞬発力には低下現象が認められることが示唆された。また、運動能力調査を参観し、助言を行った。

④ （音楽領域の調査と実践関係）歌唱教材、保育者の悩み、子どもの歌唱の実態の３つの方向から分析を行い、これに基
づく担任への助言を行った。歌唱教材に声域やリズム、言葉の発達等、子どもの音楽的な実態と合わないものが使用さ
れている傾向がみられた。特に、年少児については歌詞のフレーズの長さや歌のテンポ、リズムへの配慮が必要である
ことが明らかになった。

 以上の成果を元に、助言を受けた壱岐幼稚園の新教育課程が20年度３月に完成した。

（2）平成21年度
① 「朝のうた」について実態調査を行った。『朝のうた』を子どもたちがどのように歌っているのかについて音楽的な分析
を行い、その実態を明らかにした。その結果、子どもの声域やリズム、言葉の発達等、子どもの音楽的な実態と合わな
い歌が歌われている傾向がみられた。特に、年少児については、声域が狭く、呼吸周期も短い為、歌詞のフレーズの長
さや歌のテンポ、リズムへの配慮が必要であることが明らかになった。
② 年度当初に壱岐幼稚園において、園長、主任、クラス担任とのコンサルテーションを行い、それぞれのクラスで気にな
る子どもを中心として実態把握を行った。それにもとづいて、特に支援を必要とする園児を選定し、その対象児の園内
で行動観察、保護者面談、クラス担任との打ち合わせを積み重ね、就学前の個別保育指導計画を保護者の了解のもとに
作成した。
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１．研究開始当初の背景

（₁）幼児保育学科の置かれた状況
幼児保育学科の構成員は各分野の研究者として理論

的・実践的研究活動を進めていたが、保育・幼児教育を
チームとして取り扱う機会には乏しい現状があった。プ
ロジェクト研究制度の導入に伴い、総合的・実践的研究
のあり方を模索していた。

（₂）中村学園大学付属壱岐幼稚園の置かれた状況
研究代表者が園長を務めていた中村学園大学付属壱岐
幼稚園では保育内容の点検として定期的に『壱岐幼稚園
の保育』を改訂し、教育課程、保育計画等の見直しを
行っていたが　学校教育法が改定され幼稚園においても
自己点検が義務化される事となった。さらにその先には
保育園同様に外部評価の導入が中長期的には想定される
状況があった。

（₃）研究の方向性
両者の置かれている現状から幼児保育学科においては

壱岐幼稚園を素材として同時並行的に複数の専門分野か
ら保育内容及び環境の実態を実践的に調査し、その研究
力を高度化すること、壱岐幼稚園においては幼児保育科
の研究者の助力によって保育内容をより高度に点検し、
次回の『壱岐幼稚園の保育』の改訂に向けた準備を進め
ることとなった。

２．研究目的

（₁）平成₁₉ ～ ₂₀年度
付属幼稚園を素材として幼稚園の外部評価のための大
学教員の能力を高めるとともに、教員の教育・研究内容
と保育・幼稚園経営との関係をより深いものにし、幼稚
園のカリキュラム編成に効果的な助言を行う。

（₂）平成₂₁年度
• 平成19・20年度に収集した大量のデータの分析に加え
て新規の活動として以下を行う。
• 音楽活動場面録音を中心としたデータ収集と場面分析

と年間保育計画と関連づけた分析
•特別支援対象児・家庭の園生活実態・家庭生活・保護
者実態の把握に基づく特別支援計画の編成モデル作成

３．研究実施計画・方法

（₁）平成₁₉ ～ ₂₀年度
①発達相談による保護者の現状把握・分析（３回）
②コンサルテーションによる園児・保護者の現状把握・
分析（月１回）
③肥満度（体脂肪率）の測定及び質問紙法による両親の
体格調査
④幼稚園で保管する過去の身体検査・運動能力測定結果
の整理・分析
⑤保育ビデオの撮影と保護者への配布とアンケート実
施・分析
⑥運動会や通常保育、園環境の観察調査と職員への助言

（₂）平成21年度
• 平成19・20年度に収集した大量のデートの分析に加え
て新規の活動として以下を行う。
• 音楽活動場面録音を中心としたデータ収集と場面分析
と年間保育計画と関連づけた分析
•特別支援対象児・家庭の園生活実態・家庭生活・保護
者実態の把握に基づく特別支援計画の編成モデル作成
•健康・運動領域の実態調査分野の追跡調査
•新教育課程に照らした保育活動・環境の追調査

４．研究成果

（₁）健康・運動領域における園児の現状把握について
①壱岐幼稚園における園児の運動能力の変化について
本研究は、1989年から2007年までの壱岐幼稚園園児の
４歳児と５歳児を対象として、運動能力テストの結果を
横断的に分析することにより、近年の幼児の運動能力の
変化について検討した。その結果は次のように要約でき
る。
• 25m走、立ち幅跳び、ボール投げ、体支持持続時間の
すべての項目において、男女とも有意な年齢差が認め

③ 平成19・20年度に実施した幼児の身体組成測定および生活環境調査の結果を分析・検討した。その結果、身長には有
意な男女差は見られなかったが、体重、BMI、除脂肪量は女児よりも男児が有意に高い値を示し、体脂肪量と体脂肪率
は女児の方が有意に高い値を示した。また、平日の外あそび時間やテレビゲーム時間などの生活時間と身体組成との間
に有意な相関が認められた。
④ 保育ビデオ映像の保護者への提供により、子どもや保護者の意識や行動に変化が見られ、子育て支援・子育ち支援に効
果があることが継続して確認された。

研 究 分 野：教育学、表現音楽、心理学、健康科学、美術・造形
キーワード：教育課程、子育て支援、年少児の歌唱指導、特別支援、運動能力、美術・造形
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られ、４歳児よりも５歳児の方が高い値を示した。
• 立ち幅跳びおよびボール投げについては、有意な性差
が認められ、女児よりも男児の方が高い値を示した。
しかし、25m走と体支持持続時間には明確な性差は認
められなかった。
• 25m走と立ち幅跳びについては、男児の４歳児と５歳
児、および女児の４歳児には有意な経年的変化が認め
られ、2007年の記録は1989年の記録よりも有意に劣っ
ていた。
• ボール投げについては、男女ともに４歳児および５歳
児とも有意な経年的変化は認められなかった。また、
体支持持続時間については、男児の５歳児に有意な経
年的変化が認められたものの、男児の４歳児と女児の
４歳児および５歳児には有意な経年的変化は認められ
なかった。
これらの結果から、本研究の調査対象である幼児にお

いては、この20年間で調整力や上肢の筋持久力には低下
現象は見られないものの、下肢の筋力や瞬発力には低下
現象が認められることが示唆された。
② 壱岐幼稚園における園児の身体組成と生活環境との関
係について
本研究は、壱岐幼稚園園児を対象として、小児期にお
ける身体組成と生活状況との関係を検討することによ
り、小児肥満の発生に影響を及ぼす要因を明らかにする
ことを目的とした。その結果は次のように要約できる。
• 本研究の被験者においては、身長には有意な性差は認
められなかったが、体重、BMI、および除脂肪量は女児
よりも男児が有意に高い値を示し、体脂肪量と体脂肪
率は女児が有意に高い値を示した。
• 被験者の身体組成と生活時間の関係については、男児
では平日の外あそび時間と体重および除脂肪量との間
に有意な相関が認められ、休日の外あそび時間と身長
との間にも有意な相関が認められた。さらに、平日の
テレビゲーム時間と体重および除脂肪量との間に有意
な相関が認められ、休日のテレビゲーム時間と除脂肪
量との間にも有意な相関が認められた。女児では、休
日のテレビゲーム時間と除脂肪量との間に有意な相関
が認められた。
• 被験者の身体組成とあそび場所との関係については、
平日については身長、体重、および除脂肪量において
は、有意な群間差が認められ、いずれも室内で遊んで
いる群が最も低い値を示した。しかし、休日について
はいずれの項目にも有意な群間差は認められなかっ
た。
これらの結果から、本研究においては、外あそびの時
間やテレビゲームに費やす時間、あるいは日頃のあそび
場所といった生活環境が幼児の身体組成に影響を及ぼす
ことが示唆された。

（₂）教育課程・子育て支援分野
平成19年度・20年度は６クラス年各４回の計24回の
ビデオ撮影と保護者への配布・感想文の回収を行い、各
年度末にアンケートを配布回収した。平成21年度は４ク
ラスで年各３回、２クラスで年各２回の16回のビデオ撮
影と保護者への配布・感想文の回収を行い、年度末にア
ンケートを配布した。回収は平成22年度になる予定であ
る。アンケートの結果から、保育情報のビデオ映像によ
る公開は保護者の不安感の解消や子育て支援さらに、子
育ち支援にも有効であることが推定できた。保育の改善
については、ビデオ内容チェックの仕組みを通じて担任
の保育の振り返りには機能していたが、それを超えた活
用にまでは至っていないことが今後の課題である。
カリキュラムについては平成19年度・20年度の研究の
成果活動の成果を反映させて平成21年３月に『中村学園
大学付属いき幼稚園の保育－平成20年度改訂版』を刊行
させて付属幼稚園の保育内容の充実に貢献することがで
きた。

（₃）特別支援教育分野
自己点検・外部評価に耐えうる教育内容を検討するた

めに、「気になる子ども」についての保育コンサルテー
ションや保護者へのカウンセリング等を行ってきた。本
研究の対象となった園では4.7％の特別な保育ニーズを
もつ「気になる」子どもの存在が示された。そして、外
部からの「保育カウンセラー」を活用したコンサルテー
ションを通して、具体的に気になる子どもの実態、相談
を求める保護者の存在が示された。また、園内カンファ
レンスにカウンセラーが入ることで、職員間、外部の専門
機関との連携が活発化すること、障害受容という保護者
の困難な道のりに寄り添いつつ適切な支援を行うため
に、保育者がその支援のあり方を十分に検討する場が保
証されることを示した。保育カウンセラーを活用したコ
ンサルテーションの普及によって、「一人ひとりの特別な
ニーズ」に合わせた保育支援の充実が進むと期待される
が、その支援は就学前に留まらず、「個別の支援計画」と
してその先の学齢期につなげていかなければならない。
そこで、平成21年度はこれまでの研究成果を元に対象園
児の保護者の了承と協力を得て個別の就学移行支援計画
に向けた個別指導計画の様式案を開発した。個別指導計
画様式案は、６表で構成されている。
表１　次年度指導計画作成までの園内外の連携
表２　家庭での様子・保護者の願い
表３　現在の様子（実態把握シート）
表４　個別の指導計画（年間）
表５　個別の指導計画（学期）
表６　個別の指導計画　年間予定

（₄）美術 ･造形分野
幼稚園教育要領の「表現」領域のねらいの中に「（3）
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生活の中でイメージを豊かにし、様々な表現を楽しむ。」
という一文がある。そこで、描画・造形の製作活動を育
む上でも大切な要素であり、身近な生活の場の一つであ
る「園の環境」に着目し、園児の製作環境と作品につい
て記録と考察を行った。園の環境については園庭、中庭、
園舎内、保育室内に区分して記録と考察を行った。作品
製作についての記録はについては、プロジェクト研究を
行うにあたり、平成19年度から平成21年度に掛けて園児
の製作活動の様子や作品等の写真撮影による記録を行っ
た。平成16年３月に発行された「壱岐幼稚園の保育」資
料内容「絵をかくこと」「物をつくること」（ここでは「描
画活動内容」「造形活動内容」と改題している。）の活動
内容に記載されている学年別の《ねらい》や《子どもの
姿》を参照しながら作品を見ていくと、画材・材料の選
定、用具の使用方法、作業の習得目標など子どもの発達
段階を考慮し、園児の製作過程を通して創造性や表現力
を高めるために様々な描画・造形活動の取組みが行われ
ていることが伺えた。

（₅）表現音楽分野
幼稚園の朝の会で歌われる『朝の歌』を子どもたちが
どのように歌っているかについて分析し、具体的にどの
ような特徴がみられるのか、その実態を明らかにし、教
材の選択や指導方法を考える上での手がかりを得る事を
目的とした。調査の結果、年長児はかなり正確に歌えて
いたものの、年中児は言葉、リズム、旋律の面において
未だ不安定な状態であった。年少児においては全ての面
において問題点が見られた。年少児は音域も狭く、言葉
も喃語が混ざっており、旋律の音高を聞き分ける事も難
しいと言われている。無理な発声は子どもの声帯を傷つ
ける可能性も指摘されている。また、集団で声を揃える
ことの難しい年少児にとって、年長、年中と同じ歌唱教
材を与え続けることは子どもの歌う意欲を削ぐことにつ
ながるのではないだろうか。年齢が小さければ小さいほ
ど音楽の理論と大人の理論を控え、子どもの理論を優先
することが必要で、以上のことから、年少児においては
２，３音からなる短く単純な節からなるわらべうたのよう
な教材が相応しいと思われる。また、教材の選定と共に、
保育者が子どもの歌声をきちんと聴く姿勢が重要であ
る。歌の指導においては、常時、ピアノで伴奏すること
を当たり前とせず、時にはピアノ伴奏なしで保育者が一
緒に歌うなど、状況に応じた歌唱形態によって子どもた
ちの歌声を聴きとり、子どもが歌うことに対しての意欲
をもてるような保育者の関わり方が重要であると思われ
る。
以上の研究成果の元に中村学園大学付属壱岐幼稚園の

『朝の歌』を初めとする表現音楽領域の改善を平成22年

度より実施している。
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研究成果の概要
 1990年から2010年までの約20 年間の女子学生の体力推移の分析と全国標準値との比較分析を行った。また、1988年度
入学生と2010年度入学生の身体や運動に関する意識また生活の実態調査の比較を行った。体力の推移では体力要因の
増・減傾向また全国標準値との相違点の有無などの知見や課題が得られた。また、20年前との身体や運動に関する意識・
生活調査の比較でも変化の有無がみられ、今後の課題が得られた。

研 究 分 野：保健体育
キーワード：体力、推移、形態、生活習慣、身体認識、身体活動

１．研究開始当初の背景

本学では、これまで毎年保健体育科目の実習の授業で
は体力測定を実施し、学生には自らの体力の現状把握と
今後の身体運動の動機づけを行ってきた。一方、青少年
の体力は、1986年以降低下が続き、この２、３年は横這
い現象が指摘されている。そこで、教養教育センターの
体育セクションでは、教養教育における保健体育科目の
授業科目としての位置づけ（選択科目・必修科目）や独
自性の議論をはじめとする今後の授業改善等を視野に入
れた FD活動の資料を得るために、本学学生の過去20年
間の体力の推移に着目することになった。また、1988 年
には学生の身体や運動に関する意識・生活の実態調査を

実施していたことから、今日の学生とのそれらの変化に
も着目することになった。

２．研究目的

本学学生の過去20年間の全国標準値との比較を含めた
体力推移の現状、また20年前の学生と今日の学生の身体
や運動に関する意識・生活の実態の変化を明らかにし、
今後の体育セクションの FD活動の一資料を得ることを
目的とした。
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３．研究実施計画・方法

（₁）過去₂₀年間の体力の推移
本学の女子学生１年生を対象として、1990年から2010
年までの約20年間における体力テストの結果の比較に
よって、体力の推移を検討した。ただし、1999年よりそ
れまで実施されていた体力診断テストに代わり、新体力
テストが導入されたことから、1990年から1998年までは
体力診断テストの実施種目について、1990年、1994年お
よび1997年の記録を比較した。1999年から2010年まで
は、新体力テストの実施種目について、1999年、2003年、
2007年および2010年の記録を比較した。
また、本学の女子学生の体力水準を検討するために、
測定年と同一年の「体力・運動能力調査報告書（文部科
学省）」に記載されている同年齢の値を全国標準値とし
て、これと本学学生の測定値を比較した。

（₂）実態調査
①対象：1988年度および2010年度に入学した女子学生と
した。回答に欠損のなかった1988年度入学生998名、
2010年度入学生1,060名の計2,058名について検討を
行った。
②調査の方法：日常の生活習慣について11項目、身体や
体力の認識、運動経験など21項目の計32項目である。
調査の時期は1988年度入学生、2010年度入学生ともに
４月下旬から５月中旬にかけて授業中を利用して実施
した。また、対象者で生涯スポーツ実習を受講した者
には、形態・体力測定を実施した。Body Mass Index

（体格指数：以下 BMI）の判定は日本肥満学会の判定
基準に倣った。

４．研究成果

（₁）過去の₂₀年間の学生の体力推移の分析・考察
1990年～ 1998年における体力の推移については、全身
持久力に関しては、有意な変化は認められなかったが、
筋力や敏捷性および柔軟性などの項目には有意な差が認
められ、総じて1990年から1998年にかけて体力が低下す
る傾向がみられた（表１参照）。
1999年～ 2010年における体格・体力の推移について

は、上体起こしによって反映される体幹の筋力および筋
持久力と反復横跳びによって反映される敏捷性について
は、有意に向上していることが明らかとなった。しかし
ながら、その他の体力の要素（全身持久力、柔軟性、上
肢や下肢の筋力など）については、一定の変化傾向は認
められなかつた（表２参照）。
全国標準値との比較については、1990年から1998年に
かけての本学学生の体力水準は、瞬発力と全身持久力お
よび柔軟性については、全国水準とほぼ同レベルであつ
たが、筋力と敏捷性についてはやや劣り、その傾向は
1997年において顕著であることが明らかになった。また、
1999年から2007年にかけての本学学生の体力水準は、全
身持久力と眺力については、全国水準を上回っているも
のの、その他の筋力や敏捷性についてはやや劣ることが
明らかになった（表３、表４参照）。
これらの結果から、1999年から2010年までの体力の変

化については、一貫して増加傾向が認められた項目（上
体起こし、反復横とび）、一貫はしていないが減少傾向が
認められた項目（立ち幅跳び、ハンドボール投げ）、ある
いは一定の増減傾向が認められなかつた項目（握力、長
座体前屈、20mシャトルラン、50m走）に分けられる。
したがって、本学の女子学生におけるこの10年間の体力
の変化として、上体起こしによって反映される体幹の筋
力および筋持久力と反復横とびによって反映される敏捷
性については、有意に向上していることが明らかとなっ

 1990 年 1994 年 1997 年 群間差 

n 221 1192 189  

年齢 18.1±0.3yrs 18.1±0.4yrs 18.0±0.0yrs  

身長 158.1±4.7cm 158.1±4.9cm 157.8±5.1cm  

体重 51.6±6.4kg 50.9±6.5kg 51.2±6.3kg  

BMI 20.65±2.16 20.35±2.28 20.55±2.27  

反復横とび 39.0±3.6 回 39.7±3.6 回 38.4±3.6 回 ** 

垂直跳び 41.5±6.2cm 42.3±5.7cm 41.0±5.8cm ** 

背筋力 83.6±19.9kg 81.3±18.3kg 77.4±18.6kg ** 

握力 27.1±4.8kg 26.2±4.3kg 25.9±4.8kg * 

立位体前屈 13.9±6.3cm 11.7±7.0cm 12.3±6.5cm ** 

踏台昇降運動 60.2±10.7 62.1±10.9 62.4±11.3  

＊;p<.05 ＊＊;p<.01 

 1999 年 2003 年 2007 年 2010 年 群間差 

n 354 780 247 766  

年齢 18.1±0.6yrs 18.1±0.5yrs 18.1±0.5yrs 18.2±0.6yrs  

身長 158.2±5.0cm 158.1±5.1cm 158.0±5.5cm 158.0±5.1cm  

体重 52.0±7.2kg 52.0±7.2kg 51.5±6.6kg 51.4±6.4kg  

体脂肪率 26.61±5.43% 25.24±4.48% 25.97±4.39% 25.94±4.74% ** 

BMI 20.84±2.72 20.53±2.26 20.54±2.21 20.41±2.08 * 

握力 26.0±4.2kg 25.6±4.5kg 24.9±4.4kg 26.0±4.2kg ** 

上体起こし 15.8±3.9 回 19.0±5.0 回 20.6±5.0 回 22.0±5.3 回 ** 

長座体前屈 46.5±9.7cm 45.8±10.3cm 44.5±9.2cm 46.3±9.9cm  

反復横とび 42.1±7.4 回 43.6±4.8 回 44.8±6.7 回 48.0±4.8 回 ** 

20m シャトルラン 49.0±13.7 回 48.4±13.3 回 47.5±14.1 回 52.1±14.5 回 ** 

50m 走 9.30±0.74s 9.25±0.73s 9.51±0.80s 9.28±0.72s ** 

立ち幅跳び 174.0±19.8cm 173.2±18.4cm 175.5±16.5cm 163.4±23.7cm ** 

ハンドボール投げ 13.5±2.8m 14.8±3.5m 13.8±3.2m 14.2±3.6m ** 

＊;p<.05 ＊＊;p<.01 

表１  1990年～ 1997年における対象者の年齢、体格、
および体力の比較

表２  1999年～ 2010年における対象者の年齢、体格、
および体力の比較
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た。しかしながら、その他の体力の要素（全身持久力、柔
軟性、上肢や下肢の筋力など）については、一定の変化
傾向は認められなかった。すなわち、1999年から2010年
までの体力の変化については、測定項目によってまちま
ちな変化傾向が認められたものの、その変化傾向の理由
については明確な示唆を得ることはできなかった。また、
これらの体力の推移に影響を及ぼす要因についての分析
も本研究では行っていない。したがって、今後はこれら
の体力要素の変化に影響を及ぼす要因の検討が必要であ
る。
また、全国標準値との比較については、1990年から
1997年にかけての本学学生の体力水準は、瞬発力と全身
持久力および柔軟性については、全国水準とほぼ同レベ
ルであったが、筋力と敏捷性についてはやや劣り、その
傾向は1997年において顕著であることが明らかになっ
た。1999年から2007年にかけての本学学生の体力水準
は、全身持久力と跳力については、全国水準を上回って
いるものの、その他の筋力や敏捷性についてはやや劣る
ことが明らかになった。さらに、立ち幅跳びを除いた種
目において、1999年よりも2003年、2003年よりも2007年
と年次が進むにしたがって、偏差値が低くなる傾向が認
められたことから、全身持久力を除いた体力水準は、
年々低くなっていることが推察された。この傾向の原因
についての検討は、本研究では行っていないことから、
今後は、体力水準の低下に影響を及ぼす要因の分析が必
要であると考えられる。

（₂）₁₉₈₈年度入学生と₂₀₁₀年度入学生の実態調査の比較
①形態
平均身長は1988年度入学生157.7±5.1cm、2010年度入
学生158.0±5.1 cm、平均体重は1988年度入学生51.5±
6.6、2010年度入学生51.0±6.0であった。有意な差はみ
られなかったものの、BMIは2010年度入学生が有意に低
い値を示した（p<0.05）。約20年間における学生の BMI

では正常な者が減少、低体重の者が増加する傾向にある
ことがわかった（図１参照）。

②生活習慣
１）生活時間（通学）：通学中の歩行時間は10分未満の
者は1988年度入学生が53.3％だったのに対し、2010年
度入学生は39.3％だった。2010年度入学生では1988年
度入学生よりも20分以上の歩行時間の者の増加がみら
れた。1988年度入学生と2010年度入学生の通学中の歩
行時間には有意な差があった（p<0.01）。通学中の自転
車利用時間は利用しない者は1988年度入学生が75.2％
だったのに対し、2010年度入学生は54.0％だった。
2010年度入学生では1988年度入学生よりも自転車利
用者の増加がみられた。1988年度入学生と2010年度入
学生の通学中の自転車利用時間には有意な差があった
（p<0.01）。
２）生活時間（睡眠）： 1988年度入学生は①6～7時間未
満②5～6時間未満③7～8時間未満の順に、2010年度
入学生は①5～6時間未満②6～7時間未満③5時間未
満の順に多い割合を示した。1988年度入学生が2010年
度入学生よりも睡眠時間が長いことがうかがえ、1988
年度入学生と2010年度入学生との睡眠時間には有意な
差がみられた（p<0.01）。
３）生活時間（自由時間、娯楽活動の時間）：平日の自由
時間は、1988年度入学生は2～ 3時間（32.7％）、1～2
時間（25.7％）の順に多く、これらで約半数を占めてい

 1990 年 1994 年 1997 年 

反復横とび 44.8 46.2 43.7 

垂直跳び 49.7 50.1 49.9 

背筋力 46.9 45.7 43.7 

握力 47.5 45.8 45.2 

立位体前屈 48.5 49.3 49.5 

踏台昇降運動 48.7 50.5 50.7 

 1999 年 2003 年 2007 年 

握力 47.2 43.9 44.4 

上体起こし 44.4 47.2 46.0 

長座体前屈 52.0 50.4 46.2 

反復横とび 47.8 47.3 47.0 

シャトルラン 53.2 51.9 51.8 

50m 走 47.5 48.5 44.5 

立ち幅跳び 52.8 52.5 53.5 

ハンドボール投げ 45.8 50.5 48.6 

表３  1990年から1997年における全国標準値に対する
本学学生の体力水準

  （全国標準値を元にして、本学学生の平均値を T
スコア化したもの）

表４  1999年から2007年における全国標準値に対する
本学学生の体力水準

  （全国標準値を元にして、本学学生の平均値を T
スコア化したもの）

図１　1990年度から2010年度までの学生の BMIの推移
注）スポーツ実習を受講した学生の身長および体重から BMIを算出し
た。BMI値を判定基準と照合した後，低体重，正常，肥満の３群に
分類し，割合を図示した。
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た。2010年度入学生は1～2時間（29.2％）、2～3時間
（29.1％）の順に多く、 1988年度入学生同様に約半数を
占めていた。休日は1988年度入学生、2010年度入学生
ともに８割程度が５時間以上の自由時間を有している
ことがわかった。なかでも、９時間以上の割合（各
30.6％、30.1％）が最も高かった。自己の興味関心のあ
ること（運動・スポーツを除く）に携わる娯楽活動の
頻度は、1988年 度入学生ではほとんどしない
（32.3％）、週に１～２日（29.6％）、月に１～２回
（26.9％）の順に多かった。2010年度入学生では週に１
～２日（39.8％）、月に１～２回（26.4％）、ほとんどし
ない（17.5％）の順に多かった。娯楽活動は1988年度
入学生よりも2010年度入学生の頻度が高く、有意な差
があった（p<0.01）。
４）身体活動：ほとんどしなかった者は1988年度入学生
63.0％、2010年度入学生59.0％であった。運動実施の
所要時間について、1988年度入学生は１時間未満
38.4％、1～2時間37.9％で約75％を占め、2010年度入
学生は3時間以上42.2％、2～3時間未満38.1％で約
80％を占めた。1988年度入学生と2010年度入学生とで
は有意な差がみられ、2010年度入学生は1988年度入学
生に比べて１回の運動実施時間が長い（p<0.01）。運動
を実施した者の種目をみてみると1988年度入学生は
１．ウォーキング（3.5％）２．ボウリング（2.6％）３．
テニス（2.5％）の順に多く、多様な種目に取り組んで
いた。2010年度入学生は１．ウォーキング（25.5％）
２．ランニング・マラソン・ジョギング（14.5％）３．
バドミントン（12.9％）の順に多く、これらを実施する
者は半数以上を占めた。運動実施の場所では1988年度
入学生は公共の施設（25.3％）が最も多く、ついで大学

の施設（23.6％）だった。2010年度入学生は大学の施
設（28.6％）が最も多く、ついで一般道路（18.5％）で
あった。運動は誰と一緒に実施するかについて、1988
年度入学生、2010年度入学生ともに学内の友達（各
48.1％、43.3％）が最も多かった。

  中学校、高等学校のいずれも活動していた者の割合
は1988年度入学生に比べて2010年度入学生の方が高
かった（図２、表５参照）。大学では1988年度入学生
の方が2010年度入学生よりも有意に高い割合であった
（p<0.01）。全体的に1988年度入学生、2010年度入学生
ともに中学校よりも高等学校、高等学校よりも大学と
なるにつれて活動していた者の割合は減少していた。

（₃）身体の認識
気になる・少し気になるという回答は1988年度入学生
で約９割、2010年度入学生で約８割を占め、有意な差が
みられた（p<0.05、図３参照）。気になっている内容は
1988年度入学生と2010年度入学生のいずれも１．スタイ
ル、２．体重の増加、３．皮下脂肪の増加であった。現在
よりも痩せたいかという項目の回答は1988年度入学生
（81.3％）、2010年度入学生（86.4％）で、８割以上の者に
痩せ願望がみられた。自己の形態が気になりだした時期
は1988年度入学生と2010年度入学生との間に有意な差
がみられた（p<0.05、図４参照）。1988年度入学生では中
学校時代からが最も多く、2010年度入学生では高校時代

（単位 ％）  

大学  
中学活動，  

高校活動  
中学活動，  

高校非活動  
中学非活動，  

高校活動  
中学非活動，  

高校非活動  
1988年度  

入学生  
参加  1.5 5.3 9.1 14.9 

不参加  0.7 6.0 14.3 48.1 
2010年度  

入学生  
参加  1.8 5.9 6.4 8.5  

不参加  1.0 7.5 17.7 48.9 

表５　運動・スポーツ部への参加状況

図２　運動・スポーツの活動経験

図３　形態が気になるか

図４　形態を気にし始めた時期
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からが最も多かった。1988年度入学生、2010年度入学生
ともに１割程度の者に小学校時代という回答もみられ
た。 

（₄）身体活動の認識
①体力
歩くことが苦にならない者は1988年度入学生は55.5 

％、2010年度入学生は75.4％を占めていた。1988年度入
学生と2010年度入学生との間では歩くことについて有意
な差があった（p<0.01）。走ることが苦にならない者は
1988年度入学生は13.7％、2010年度入学生は29.3％を占
めていた。1988年度入学生と2010年度入学生との間では
走ることについて有意な差があった（p<0.01）。体力につ
いての認識で自信がある・少し自信があるとした者は
1988年度入学生は54.4％、2010年度入学生は50.7％で
あった（図５参照）。1988年度入学生に比べ2010年度入
学生は少ない割合を示す傾向があったが有意な差はみら
れなかった。現在よりも高い体力を望むかについて、望
むものは1988年度入学生は76.5％、2010年度入学生は
72.6％であった（図６参照）。運動不足を感じている者は
1988年度入学生、2010年度入学生ともに70.2％で同じ割
合を示した。
②運動・スポーツの好嫌
運動・スポーツが好きな者は1988年度入学生は61.8 

％、2010年度入学生は61.8％であり、2010年度入学生と
1988年度入学生とでは好き嫌いに有意な差はみられな

かった。運動・スポーツの必要性の認識について、必要
であるとした者は1988年度入学生は98.4％、 2010年度入
学生は95.2％であり、有意な差はみられなかった。
運動・スポーツに期待することは、1988年度入学生は
１．運動不足の解消（60.7％）２．肥満の防止・解消
（41.3％）３．体力の維持・向上（36.4％）の順に多く、
2010年度入学生は１．運動不足の解消（58.0％）２．身体
を動かすことの楽しさ（39.7％）３．肥満の防止・解消
（39.2％）の順に多かった（表６参照）。1988年度入学生
と2010年度入学生の運動・スポーツに期待することには
有意な差はみられなかった。

（₅）考　察
①身体認識
減量の希望、痩身願望は太っている・やや太っている

という自己認識以上に高く、対象である1988年度入学
生、2010年度入学生の８割以上にみられ、多くの先行研
究と同様の傾向にある。1988年から2010年という約20年
の間、学生たちの痩身願望には大きな変化はないと考え
られる。田中ら（2007）によれば、痩身願望の目的の８
割は美容目的であると述べている。山口ら（2000）は美
容的に痩身願望を持つ者は他人の体型を気にしていると
し、多川ら（2000）は他者と自己を比較した形態認識は
過大評価する者が多い（72.0％）と言っている。したがっ
て、形態を測定しても参考程度にとどめ、他人との比較
で形態評価をしていると推測できる。学生たちは他者と

図５　体力に自信があるか 図６　現在よりも高い体力を望むか

（単位：％） 

 
技能の向上  

運動不足  

の解消  

肥満の  

防止・解消  

体力の  

維持・向上  

均整のとれた  

身体  

精神的ストレス  

の解消  

1988 年度  

入学生  
11.5 60.7 41.3 36.4 21.5 33.3 

2010 年度  

入学生  
10.3 58.0 39.2 37.5 34.0 22.9 

 

人との  

交流・交際  

健康の  

維持・増進  

身体を動かす  

楽しさ  
期待はない  その他  

1988 年度  

入学生  
25.4 33.2 32.4 0.1 0.2 

2010 年度  

入学生  
22.0 33.2 39.7 0.4 0.0 

表６　運動・スポーツに期待すること
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比較して自己の形態を評価しやすく、体重や体脂肪率よ
りも見た目の太さを気にしていることがうかがえる。形
態を気にしはじめた時期については、1988年度入学生、
2010年度入学生の多くが中学校あるいは高校という思春
期にあたっていた。身体の変化が大きい時期であること
から、他者と比較しがちであることは考えられる。井上
ら（1995）はダイエットについて葛藤（受験、恋愛、学
校生活、家庭生活）からの逃避手段であり、ダイエット
の開始は肥満恐怖や体型への執拗な関心からであると報
告している。したがって、自己の適性体重を理解するこ
とは重要であり、そのための知識の習得は繰り返し行う
必要があるといえる。
②運動・スポーツ
体力の自信や高い体力を望むこと、運動不足感は2010

年度入学生、1988年度入学生ともに同じような結果で
あった。運動実施状況について2010年度入学生は1988年
度入学生と比べても差はみられない。身体活動の認識お
よび実施状況からみて、2010年度入学生は1988年度入学
生より活動が低下しているとは考えがたいものがある。
しかし、実施内容をみてみると2010年度入学生は1988年
度入学生よりも身体活動の強度が低いことが考えられ
る。
2010年度入学生が最近実施した運動はウォーキング・
ランニング・マラソン・ジョギングで約40％を占める結
果であった。笹川スポーツ財団（2009）の調査では女子
大学生が過去１年間に行った運動・スポーツ種目におい
て、ウォーキングは32.3％となっている。つまり、2010年
度入学生は必ずしも長時間でなかったり、頻度が高くな
かったりするが、日常生活に歩くことを取り入れようと
していると考えられる。これらのことから、2010年度入
学生は1988年度入学生に比べ軽度の運動・スポーツにつ

いては親しむ態度を持っていると考えられる。本学の学
生には、有酸素運動やレジスタンス運動などの理論を学
び、各自の体力に合わせて実施する授業があり、この時
間を利用して適度な運動をする機会を持つことも重要だ
といえる。生活に制限の多かった中学校・高等学校に比
べ、ある程度の自由になる時間や自主性がある大学生活
では、運動・スポーツ部に所属して、身体活動量や人間
関係などを豊かにすることも勧めたい。

（₆）課　題
 自己の適性体重を理解すること、正しい生活習慣を持
つこと、運動・スポーツの機会を確保することなどが学
生にとって重要であるといえる。この結果を踏まえ、ス
ポーツ実習や健康にかかわる講義の充実が望まれる。ま
た、自己の健康認識という点から学生の自覚症状につい
て検討する必要性が今後の課題としてあげられる。
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研究成果の概要
 本研究プロジェクトの課題意識は、教職志望学生の「学校の自明化」をもたらす学校同化の論理を解明し、同時に学生
の意識の中に、学校異化の論理を培う契機を見出すことにある。教職志望学生が幼少期に体験した事前制御システムとし
ての学級の印象を数量的に把握することを当面の課題とした。すなわち、事前制御システムとしての学級の受容の肯定
度、違和感の有無、学級秩序逸脱に対する教師の叱責経験の有無の数量的把握を目的とした。加えて、教職志望学生の教
職に対する一般的態度を明らかにするために、教職に対するイメージの高低と教師特有の信念（河村・国分、1996）を調
査することにより、教職志望１年生の教職に関する意識の一端を解明することを目的とした。その結果、事前制御システ
ムとしての学級を違和感なく受容し、小学校において被叱責経験よりも被賞賛経験を多く持ち、概して小学校に対して肯
定的なイメージを持っていることが明らかになった。そのため、教師文化や価値観に違和感を持つ可能性が低く、現職教
師とほぼ同様の教師や児童に対する信念を持つことも明らかになった。これらの結果は、教職の現実的な問題を認知する
ことなく、自分自身の経験から紡ぎ出される教職の肯定的側面に偏った仕事理解をしていることが原因であることが推察
された。
 これらの結果を踏まえると、学校の自明性という問題の存在、そして教師の自己覚知の意義の重要性を教職志望の学生
に理解させることが火急の課題であることが示された。したがって、幼少時からの長い学校経験の中で有無を言わさず醸
成されてきた学校への同化意識に楔をいかに打ち込むのか、具体的な方法を考案し、学校に対する異化の論理を提示し、
自明性が引き起こす教師受難の時代における数多の問題を解決しうることを示す必要がある。

研 究 分 野：臨床教育学
キーワード：学校、学級、自明性、教職課程

１．研究開始当初の背景

（1）現在、教師の地位は不安定になったと言える。教師
に向けられる理不尽な批判や攻撃には、家庭の教育力
の低下など、様々な問題の解決を最終的に教師に向け
させている現状がある。この原因のひとつに、教師に
よる学校や学級に対する自明性の問題がある。

（2）学校を自明視することにより、学校が担いうる役割
の曖昧化をもたらし、教育の成果に関する議論を歪め

てしまう。学校には業務の限定性があるにもかかわら
ず、理想の教育論は、この学校の備える限界のある教
育の質をことさら問題とする批判的な言説を作り上げ
てきた。

（3）学校を自明視することにより、教師自らの視野狭窄
が生じる。学校の全体像について無知、無関心なまま
に、自分の経験のみを拠り所に教育実践を行っている。
そのため、教師の対応の限界を超えた問題までも、自
らの業務に含め混乱を生じさせている。
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（4）この自明性の問題は、児童・生徒や親と教師との関
係の冷静な分析を妨げ、混乱を誘発する。教師は、教
育界という全体を描いた地図のないまま、自分の位置
を確認することなく、現前の問題に向き合い、解決の
見通しもないまま悪戦苦闘することを余儀なくされ
る。

（5）自明性の問題は、教員養成課程の問題でもある。教
職を志望する学生は、自らの被教育体験をもとに教職
の道を進むことになる。そのため教師としての自己を
対象化し自己省察を促す可能性は著しく低下すること
になる。今や、外部の権威に依拠することなく、教師
自らの地位と役割を冷静に分析し、自己省察による地
位安定性確保への道を模索する必要がある。

（6）今後の教職課程では、学校の自明性の問題と教師の
自己覚知の意義の重要性を学生に理解させる必要があ
る。そして学生の幼少時からの学校経験の中で無自覚
に形成されてきた学校への同化意識を、「異化する」理
論を提示する必要がある。そのためには、教師志望学
生の中に作り上げられてきた学校への同化の理論を、
細部にわたって明らかにする必要がある。

２．研究目的

以上の課題意識のもとに本プロジェクトでは次のよう
な目的を設定した。
（1）教職志望学生が幼少期に体験した事前制御システム
としての学級の受容の肯定度、違和感の有無、学級秩
序逸脱に対する教師からの被叱責経験の有無を数量的
に把握する。

（2）教職志望学生の教職に対する一般的態度を明らかに
するため、教職に対するイメージの高低と教師特有の
信念（河村・国分、1996）との関連を検討する。

３．研究実施計画・方法

（₁）調査対象と手続き
N大学人間発達学部児童発達学専攻学生104名（124名
回収、有効回答率83.9％）。11の質問項目群から構成され
た質問紙に回答を求めた。具体的には、（a）フェイスシー
ト（名前、学籍番号、年齢、性別、家族成員の教育職保
育職経験）、（b）職業に対する意識、（c）専門職仕事内容
の理解、（d）入学理由、（e）小学校イメージ、（f）小学
校生活での違和感、（g）自分自身の小学校生活、（h）教
師特有信念、（i）小学校教師の働く姿の目撃、（j）教職の
困難性の認知、（k）特性自己効力感尺度であった。

（₂）分析対象とした質問項目
本研究は事前制御システムとしての学級の受容の肯定
度、違和感の有無、学級秩序逸脱に対する教師の叱責経
験の有無の数量的把握に加え、教職志望学生の教職に対

する一般的態度を明らかにすることが目的であるため、
以下に示す項目群の回答を用いて分析する。（e）小学校
イメージ、（f）小学校生活での違和感、（g）自分自身の
小学校生活、（h）教師特有信念、（i）小学校教師の働く
姿の目撃、（j）教職の困難性の認知の６項目群である。

４．研究成果

（₁）事前制御システムとしての学級の受容の肯定度、違
和感
事前制御システムとしての学級の受容を肯定していた
ことが示された。つまり、教員養成学部に入学した学生
のほとんどが、それまでの自分自身の経験に基づいて学
級の存在に違和感を持たず、学級の存在に無自覚になっ
ている状態であるといえる。

（₂）学級秩序逸脱に対する教師からの被叱責経験
学校での叱責経験を問う６項目の平均値が2.29であ

り、回答者の多くは叱責されたという経験を自覚してい
ないことが示された。一方、小学校での賞賛経験を問う
７項目の平均値は3.83であり、小学校での生活に肯定的
な印象を形成していることが示唆された。これらの結果
は小学校教諭を志望する学生達の動機として多く挙げら
れる「自分を認めてくれた先生に出会った」や「自分を
変えてくれた先生のようになりたい」小学校生活におけ
る教師との肯定的な体験が反映されたものであろう。

（₃）教職の実態理解
一般の児童が小学校教師の働いている姿を目撃するの

は基本的に教室内であるため、「教室で児童を相手に授業
をしている姿」や「運動場や体育館で児童と一緒に部活
動やゲームをしている姿」の目撃経験は極めて高かった。
一方、職員室や退勤後や休日中の姿を見ることは基本的
にないため、それらに関する項目の平均値は2.32と低い。
但し、「学校の仕事を自宅に持ち帰っている姿」に関して
は、同居の家族に教員がいる回答者はほとんど目撃して
おり、そのような回答者が２割弱いるので、他の項目よ
りも高い平均値となっていた。次に、教職の困難性の認
知に関しては、報道等で広く喧伝されているような「子
どもの複雑性・多様性・反逆性」や「親（保護者）の態
度」を起因とする教師の悩みについては認知しているこ
とが示された。しかし、「同僚の先生との人間関係」や
「仕事を家に持ち帰らねばならないほどの仕事量」に関し
ては、実態を知らない為か2.84という尺度中央値に近い
値を示している。そして、「市町村や県の教育委員会に提
出する文書作成」については、文書作成や事務作業の困
難性そのものを知らない為に2.04という低い認知となっ
ていることが示唆される。
以上の結果から、家族に教師を持たない教職志望者の

場合、学校や学級における肯定的側面に関する情報を選
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択的に取得している状態になっており、現実との乖離が
生じていることが予想できる。また、「子どもの複雑性・
多様性・反逆性」や「親（保護者）の態度」を起因とす
る教師の悩みについては認知しているが、その認知の平
均値は3.58であり、尺度上やや高いというレベルであっ
た。このことは、出来事として学級崩壊やモンスターペ
アレントという実態があることは知っているが、大学に
入って半年経過していても自分自身の問題として真正面
から捉えていないことを示しているだろう。

（₄）小学校イメージと教師特有信念の関係
小学校イメージに関しては、非常に肯定的なイメージ
を回答者は持っていることが示された。全項目において
尺度得点3.5以上であり、教職志望学生は小学校に対して
良いイメージを持っていることが確認された。
一方、教師特有の信念については、全70項目中63項目
において平均評定値が3.0を越え、そのうち、29項目が
4.0を越えており、全項目の平均評定値は3.78であった。
この結果は、教職志望の大学１年生が河村・国分（1996）
が明らかにした教師特有のイラショナルビリーフを既に
持っていることを示している。
次に、平均評定値が低い項目に焦点を当てると、平均

評定値2.50より下回る項目が３項目あった。それは、「教
師の力量は、教職経験年数に、ほぼ比例する」、「学習成
績の不振な児童には、努力不足の児童が多い」、「教師は
授業中に、勉強に関係のない、自分の個人的な興味・体
験などを、児童に話すべきではない」の３つである。こ
れらの結果から教師は児童と親密な関係性を作り、児童
の低学力に対して努力不足という帰属で決めつけないや
り方を理想の教師像として描き、この理想像は教職経験
年数に依存するものではないと考えていると推測は可能
である。
これまでの結果から小学校における事前制御システム

を受容し、教職の肯定的側面を中心に認知し、教職を志
望する学生は小学校に対するイメージが高いと予想さ
れ、そのような学生は学級学校により同化し、教師特有
の信念を形成している可能性が高い。そこで小学校に対
するイメージを評定した10項目の平均値に基づいて、回
答者を３つのグループに分割し、小学校に対するイメー
ジの最も低い群（評定平均値3.42以下の12名）と小学校
に対するイメージの最も高い群（評定平均値4.53以上の
16名）の教師特有信念の群平均を t検定によって比較し
た。グループの分割基準は小学校に対するイメージの評
定平均値を標準得点である。標準得点が－1.0以下を最も

低い群、＋1.0以上を最も高い群とした。その結果、以下
の３項目で５％水準で有意差または有意差傾向が見出さ
れた。まず、「教師は児童の学習・行事などの活動意欲を
刺激するために、児童間で競争意識を持たせることは、
ある程度必要である。」であり、高イメージ群の得点が低
イメージ群の得点より有意に高かった（t（26）＝2.47、p

＝ .020）。次に、「教育の理論よりも、実践に基づいた経
験が、教育を行う際の一番の力になる。」であり、高イ
メージ群の得点が低イメージ群の得点より有意に高かっ
た（t（26）＝2.46、p＝ .021）。最後に、「人の心は見えな
いので、児童は態度、行動で、自分の心を示すことが必
要である。」であり、高イメージ群の得点が低イメージ群
の得点より有意に高い傾向があった（t（26）＝1.89、p

＝ .081）。これらの結果は、小学校に対するイメージが高
い群ほど小学校での競争機会で低評価を受けたことが少
なく、そのため教師に対してコミュニケーションをより
円滑に成立させていた特徴を示しているといえよう。そ
れらの特徴は教師との心情的で親密な関係が基礎にある
と評価している為、理論よりも実践であるという考えを
持っている可能性が高い。

（₅）今後の課題
今後は、教師志望学生の中に作り上げられた学校への
同化の論理を、細部にあたってその過程を明らかにし、
介入することが課題となる。本研究プロジェクトでは、
今回の調査対象者の変化を継続的に測定することによ
り、教職志望学生の大学における変化と成長を明らかに
する必要がある。
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